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課題番号：Ⅱ-8 
水素利用技術研究開発事業/燃料電池自動車及び水素ステーション用低コスト機器・システム等

に関する研究開発/ 

オンサイト型水素ステーション用低価格水素製造装置の開発 

 
大日機械工業株式会社 

 

1.研究開発概要 

 1.1 事業の背景 

 水素ステーションにはオフサイト型水素ステーションとオンサイト型水素ステーションが

あり、オフサイト型水素ステーションの水素は工場等で作られた水素をカードルやトレーラ

ーでステーションまで輸送し FCV に供給する。一方オンサイト型水素ステーションの水素は

ステーションに設置した水素製造装置で直接水素を製造して FCV に供給する。オフサイト型

水素ステーションでは、ステーションに水素製造装置を必要としないためにステーションの

建設コストをオンサイト型に比較して抑えることができるが、水素の輸送コストが水素の単

価に上乗せされる。（図 1 水素ステーションの構成機器（概要）参照） 
水素を輸送することなくステーション内で水素を製造できるオンサイト型水素ステーショ

ンでは水素製造装置のコストを 50 百万円以下にする事を目標に開発が進められている。し

かし従来からのシステムでコストダウンすることは水素製造装置を構成する機器類の点数が

多いことが課題であり、コスト目標を達成することが困難となっている。 
 

図 1 水素ステーションの構成機器（概要） 

 
【出典】平成 26 年 3 月 4 日「燃料電池自動車について」資源エネルギー庁 燃料電池推進室 
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1.2 研究開発の目的 

 本研究開発では（水蒸気改質部）（CO 転化部）（蒸気発生部）を高度に集積一体化した複 
合型改質器を水素製造装置に搭載することで、機器類を大幅に削減（現状システムの二分の

一）した低価格でコンパクトなオンサイト型水素ステーション用低価格水素製造装置を開発す

ることを目的にした。 
 
2.研究開発目標 

2.1 本研究開発の目標 

本研究開発の目標を表 1 に示す。 
 

表 1 開発目標 
項 目 最終目標 

水素ステーション用複合型改質

器の詳細設計および製作 
基本設計及び改質反応管の詳細設計をもとに構造解析、流体解析、反応解

析を実施して複合型改質器の詳細設計および製作を行う。 
複合型改質器を搭載した水素製

造装置の詳細設計および製作 
実証試験用として実用機（300Nm3/h）の 1/3 である 100Nm3/h 級水素製

造装置の製作。 
水素製造装置の構成機器点数：現状装置の 1/2（10 点以下） 

水素製造装置の運転評価 水素製造能力：100Nm3/h  
製品水素純度：ISO14687-2FCV 用水素燃料規格（2012 Grade  D）準

拠。 
起動時間：従来品と同等。 

事業終了後のコスト目標 
 

100Nm3/h 級水素製造装置：5,000 万円 
300Nm3/h 級水素製造装置：9,000 万円 

 
 2.2 研究開発の開発項目 

  本研究開発に於ける開発項目を以下に記す。 
(1)複合型改質器の設計 
・水蒸気改質部、CO 転化部、蒸気発生部を一体化した複合型改質器の設計を行う。 
・解析シミュレーションを用いて流れや触媒の耐久性に問題のないことを確認する。 

(2)水素製造装置の設計 
・水素製造装置構成機器点数：現状装置の 1/2(10 点以下) 

(3)複合型改質器および水素製造装置の製作（実証試験用） 
・上記設計により複合型改質器の製作及び水素製造装置の製作 
・実証試験装置は実用機（300Nm3 /h）の 1/3 である 100Nm3 /h 級水素製造装置の製作 

(4)水素製造装置の実証試験・評価 
・水素製造能力：100Nm³/h 
・製品水素純度：ISO14687-2 FCV 用水素燃料規格（2012、Grade D）準拠 
・起動時間：従来機と同等 

  (5)複合型改質器の運転評価 
・起動･停止、ターンダウン、水素製造能力、燃料転化率、改質効率の評価 
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(6)コスト評価 
・100Nm3 /h（5000 万円）、300Nm3 /h（9000 万円（設計コスト））を達成する。 

 
3.研究開発成果 

 3.1 本研究開発に於ける成果（抜粋） 

  本研究開発に於ける成果を表 2 に纏める。 
 

表 2 本研究開発に於ける成果 
番号 開発項目 成果 達成度 

1 複合型改質器の設計 水蒸気改質部、CO 転化部、蒸気発生部

を一体化した複合型改質器の設計を完

了した。 

○ 

2 水素製造装置の設計 複合型改質器を用いた水素製造装置の

設計を完了した。水素製造装置を構成

する機器の点数は現状装置の 1/2 である

10 基で構成した。 

○ 

3 複合型改質器および水素製

造装置の製作 
複合型改質を用いた実証試験用水素製

造装置（100Nm3 /h）の製作を完了し

た。 

○ 

4 水素製造装置の実証試験・

評価 
水素製造装置の実証試験を完了した。 
・起動停止：DSS100 回を行った。 
・水素製造能力：100Nm3 /h 
・製品水素純度：99.99%以上 

ISO14687-2 FCV 用水素燃料規格

（2012、Grade D）準拠 
・起動時間：従来機と同等 

○ 

5 複合型改質器の運転評価 複合型改質器の運転評価を完了した。 
・起動停止：DSS100 回を行った。 
・ターンダウン：30%~100% 
・水素製造能力：設計値を満足 
・燃料転化率：90%以上 
・改質効率：82%以上 

○ 

6 コスト評価 コスト評価を完了した。（製造コスト） 
・100Nm3 /h：4,961 万円 
・300Nm3 /h：9,000 万円 

○ 

 -記号説明- 
  ○：達成 
  △：一部未達成 
  ×：未達 
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3.2 本研究開発に於ける成果（詳細） 

  3.2.1 複合型改質器の設計 

   複合型改質器の設計の為に、基本構造の策定及び解析シミュレーションを用いながら複合

型改質器の設計を行った。 
   3.2.1（1）複合型改質器の設計条件 

    複合型改質器基本構造策定の為に、表 3 に記す設計条件から各種触媒の充填量や伝熱粒

子の種類を選定した。改質反応管の構造及び概略寸法は触媒の必要充填量を最適な SV 値

（空間速度 l/h）から計算して計画した。 
 

表 3 複合型改質器の設計条件 
項 目 単位 設計値 

原料ガス投入量 Nm³/h 34.8（都市ガス 13A） 
純水投入量 L/h 91.3 

改質部運転圧力 MPaG 0.88 
改質部運転温度 ℃ 850 
改質炉燃焼温度 ℃ 1306（理論燃焼温度） 

S/C(スチーム･カーボン比) － 2.8 
改質ガス量 Nm³/h 184.7 

改質ガス組成   
H2 mol% 77.3 
CO mol% 0.8 
CH4 mol% 1.6 
CO2 mol% 19.2 
H2O mol% 1.1 

 
   3.2.1（2）複合型改質器の基本構成及び内部構造 

    本研究開発の目的であるコスト削減のための手段として、水素製造装置に搭載する改

質器、CO 転化器および蒸気発生器を一体化した複合型改質器を開発することで、水素製

造装置を構成する機器類を大幅に削減することが可能になる。図 2 に（水蒸気改質部）

（CO 転化部）（蒸気発生部）を高度に集積一体化した複合型改質器の基本構成および内

部構造を示す。 
【内部構造と構成】 
複合型改質器の改質反応管は円筒状の内管と外管との間にシフト触媒用円筒を備え、

改質反応管の内管および外管とシフト触媒用円筒の空間に下部から改質触媒、予備改質

触媒および伝熱粒子を充填する構造とした。シフト触媒用円筒には下部から高温シフト

触媒および低温シフト触媒を充填した。 
複合型改質器用燃焼器は改質反応の熱供給と蒸発器の加熱源のために、改質反応管内

管の内側に設置した。蒸気発生器はコイル形状にして改質炉の燃焼ガス出口に設置し

た。改質炉内の断熱材は高性能断熱材を採用し、断熱材の厚さを薄くすることで複合型

改質器の小型化をはかる構造とした。 
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【流れと反応】 
水蒸気改質反応と CO シフト反応に必要な水蒸気は、複合型改質器の炉内に設置した

蒸気発生器に外部から純水を供給して水蒸気にし、更にスーパーヒートさせて生成す

る。スーパーヒートした水蒸気と都市ガスなどの原料ガスは複合型改質器の外部に設置

した混合器で混合させ複合型改質器の内部に導入する。 
混合ガスは複合型改質器の改質反応管の内部に設置した低温シフト反応用触媒層（発

熱反応）の内側と外側に設けた伝熱粒子層を通過する際、低温シフトの反応熱を吸収し

ながら徐々に加熱させる。加熱された混合ガス（原料ガス＋水蒸気）は高温シフト反応

用触媒層（発熱反応）の内側と外側に設けた予備改質反応用触媒層（吸熱反応）を通過

する際、高温シフトの反応熱を吸収して一部改質する。一部改質された原料ガスは下部

の改質反応用触媒層（吸熱反応）で水蒸気改質反応により H2 と CO に改質される。 
CO を含む改質ガスは高温・低温シフト反応用触媒層を通過する際、CO シフト反応

により H2 と CO2が生成される。水蒸気改質反応と CO シフト反応で生成された CO
と H2の一部がメタネーション反応で消費される。これらの反応が複合型改質器の改質

反応管内で同時に行われている。 
 

 
   図 2 複合型改質器の構成及び構造 

 



成果詳細-(409) 
 

3.2.1（3）解析シミュレーション（流れ解析） 

    【解析条件】 
  触媒反応層を有する改質器などの反応器では、改質反応管内で偏流が起こらないことが

極めて重要である。 
水素ステーション用水素製造装置の運転で想定する運転条件の 100％定格運転モード、

30％運転モードおよび複合型改質器や水素製造装置の運転時に異常が起きた場合のシャッ

トダウン（緊急停止）時に N2パージを行う緊急モードのそれぞれの条件においても改質反

応管内で偏流等が起こらないことを確認するために、改質反応管内の流れ解析を実施した。 
表 4 に解析条件、表 5 に 100％定格運転モードでの解析条件、表 6 に 30％運転モードで

の解析条件および表 7 に緊急モードでの解析条件を示す。解析ソフトは STAR-CCM+
（Ver.10.02 CD-adapco）を用いた。 

表 4 解析条件 
定常または非定常 定常 

伝熱 考慮せず 
密度 非圧縮性として一定とする 

乱流モデル k-e 型 
 

表 5 100％定格運転モードでの解析条件 
運転モード 100％ 
ガス種類 混合ガス 

密度（㎏/m3） 4.47 
温度（℃） 170 

総流量（Nm3/h） 142.9 
（m3/sec） 0.006133 
（㎏/sec） 0.02741 

流入圧力（MPaG） 0.95 
入口ノズル数（個） １ 

 
表 6 30％運転モードでの解析条件 

運転モード 30％ 
ガス種類 混合ガス 

密度（㎏/m3） 4.47 
温度（℃） 170 

総流量（Nm3/h） 42.9 
（m3/sec） 0.00184 
（㎏/sec） 0.008233 

流入圧力（MPaG） 0.95 
入口ノズル数（個） １ 
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表 7 緊急モードでも解析条件 
運転モード 緊急モード 
ガス種類 N2 

密度（㎏/m3） 10.58 
温度（℃） 30 

総流量（Nm3/h） 19.66 
（m3/sec） 0.0055 
（㎏/sec） 0.05819 

流入圧力（MPaG） 0.95 
入口ノズル数（個） １ 

 
    【解析モデル】 

流れ解析のための解析モデルは、混合ガス入口を質量流入境界とし、混合ガスを

CH4+H2O、質量流量を 0.02924kg/s とした。改質ガス出口を質量流出境界とし圧力を

861262.5Pa とした。複合型改質器の改質反応管の解析モデルを図 3 に示す。 
改質反応管解析モデルのメッシュ数は 10,509,408、メッシュ形状はポリヘドラルとして

解析を行った。 
 

 

  

図 3 改質反応管解析モデル 
 
 
 
 
 
 

 

境界条件 
混合ガス入口：質量流入境界 

混合ガス：CH4+H2O 

質量流量：0.02924kg/s 

改質ガス出口：圧力境界 

圧力：861262.5Pa 

改質ガス出口 改質ガス出口 

混合ガス入口 
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    【流れ解析結果】 
解析シミュレーションの結果、100％定格運転モード、30％運転モードおよび緊急モー

ドでの流れ解析の結果から 、①混合ガスの入口ノズル位置の断面、②混合ガスが改質反

応管内に吹き込む位置の断面、③LTS の上面より 5mm 下の断面、④SIC-1（充填粒子

1）と Pre-SR（予備改質触媒）の境界面の断面および⑤SIC-2（充填粒子 2）の底面より

10mm 上の断面のいずれの断面においても流れが均一であり、偏流は見られないことから

改質反応管内の構造に問題が無いことを確認した。 
図 4 に 100％定格運転モードの流れ解析結果 、図 5 に 30％運転モードの流れ解析結果

および 図 6 に緊急モードでの流れ解析結果を示す。 
 

         
図 4 100％定格運転モードでの流れ解析結果 

 

   
図 5 30％運転モードでの流れ解析結果 
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図 6 緊急モードでの流れ解析結果 

 
3.2.1（4）解析シミュレーション（触媒の耐久性検討） 

    【解析条件】 

①触媒の選定 
複合型改質器の改質反応管に充填する触媒は市販されている触媒の中から、予備改

質触媒（Ni）、改質触媒（Ru）、高温シフト触媒（Fe2O3＋Cr2O3）および低温シフト触

媒（CuO＋ZnO）をそれぞれ選定した。改質触媒の解析条件を表 8 に示す。 
 

表 8 改質触媒の解析条件 
触媒 密度 

（㎏/m3） 
直径 

（㎜） 
破壊強度 
（N） 

RUA（改質触媒） 2000.0 5.0 180 
 

②改質反応管に充填する触媒量 
充填する触媒量は触媒メーカーが推奨する触媒の最適 SV 値（空間速度 1/h）から

必要量を算出し、さらに触媒の耐久性を考慮して決定した。改質反応管に充填する触

媒のメーカー推奨 SV 値は、改質触媒が 1000～12000 1/h、高温シフト触媒では 300
～4000 1/h および温シフト触媒 300～4000 1/h である。 

 
    ③触媒の耐久条件 

複合型改質器に充填する改質触媒、高温シフト触媒および低温シフト触媒の触媒性

能について触媒メーカーとヒヤリングを行ったが、具体的なデータは開示されないた

めに、本事業の外部協力会社でもありエネファーム用改質器の触媒の劣化に対する知

見および水素ステーションの運用に対する知見を有する東京ガス株式会社からの情報

に基づいて、水素ステーション用水素製造用改質器の運用条件から触媒の交換周期を

5 年ごとに交換するものとした。また 5 年間の起動停止回数は 100 回として検討を行

った。 
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④触媒の沈降量 
反応を伴う反応管全体のヒートバランス検討や触媒に加わる最大応力の検討およ

び反応を伴うシュミレーション手法の確立のために、SOR（Start Of Run 以下 SOR
と略記）､MOR（Middle Of Run 以下 MOR と略記）､EOR(End Of Run 以下 EOR と

略記)時点での触媒の沈降量を推定し、温度プロファイルの変化および沈降後の触媒量

の検討を行うものとした。 
触媒層の粉化・沈降に付いては経験・知見を有する東京ガス株式会社からの情報に

基づいた。 
 

    【解析モデル】 

複合型改質器の最下部に充填し、過酷条件で使用される改質触媒部の解析対象部とし

た。また解析領域は解析対象部の中から 15°領域を切り出したモデルとした。  
図 7 に解析モデルを示す。メッシュ数は 17,962、メッシュ形状はポリヘドラルとして

解析を行った。解析ソフトは STAR-CCM+（Ver.10.02 CD-adapco）を用いた。 
 

 
図 7 解析モデル 

 
    【解析結果】 

     ①触媒の沈降量 
触媒層の粉化・沈降に付いては経験・知見を有する東京ガス株式会社からの情報に

より SOR､MOR､EOR 時点での沈降量を推定し、温度プロファイルの変化及び沈降

後の触媒量の検討を行った。 
図 8 に SOR,MOR,EOR 時点での触媒層の沈降状態の変化を示す。EOR 時点では

SOR 時点に比べ充填した触媒は 114 ㎜沈降するが、初期の触媒量が有れば EOR 時

点の沈降後の触媒量になっても触媒量および触媒部の受熱面積には余裕があり水素製

造性能に問題が無い事を確認した。 
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図 8  SOR,MOR,EOR 時点での触媒層の沈降状態の変化 

 
     ②触媒に加わる最大応力 

改質反応管の最下部に充填する改質触媒に発生する最大応力は解析の結果では変位

量が軸方向、系方向とも 1 ㎜となり、その時の触媒粒子に加わる圧縮力が約 12N で

あった。 
それに対し触媒の破壊強度は触媒メーカーのデータから 180N で有り十分な余裕が

あるために問題が無いことを確認した。図 9 に改質触媒の強度検討結果をに示す。 
 

 

図 9 改質触媒の強度検討結果 
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   3.2.2 複合型改質器の詳細設計 

解析シュミレーションの結果を基に複合型改質器の詳細設計を行い、製作を行った。 
複合型改質器の詳細設計図及び複合型改質器の完成写真を図 10、図 11 に示す。 

 

 
図 10 複合型改質器 

     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 図 11 複合型改質器の完成写真 
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  3.2.2 水素製造装置の設計 

  複合型改質器を搭載した実証試験用水素製造装置のシステムフローを作成し、システム全

体のヒートバランス・マスバランスの検討を行い、詳細設計を実施した。水素製造装置を構

成する機器点数を従来装置では 20 数基で構成されていたが複合型改質器を搭載することで

の 1/2 にすることが可能になった。図 12 にシステムフローを、図 13 に複合型改質器を搭載

した水素製造装置の平面配置を示す。 
 

 
図 12 システムフロー 

 
 図 13 複合型改質器を搭載した水素製造装置の平面配置 
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 3.2.3 複合型改質器および水素製造装置の製作 

  システムフローに基づき P＆ID（ Piping and Instrumentation Diagram 以下 P＆ID と略

す）、配置図,配管計画図、電気計装図、機器リスト、計装品リスト、インターロック計画、運

転要領書等を作成し、実証試験用水素製造装置を製作した。 
図 14 に水素製造装置（実証試験装置）の全景、図 15 に水素製造装置（実証試験装置）の

現地据付状態を示す。 
 

  
図 14 水素製造装置（実証試験装置） 

 

          
図 15 現地据付状態 
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  3.2.4 水素製造装置の実証試験 

   複合型改質器を用いた水素製造装置の実証試験を行った。実証試験項目及び試験結果を表

9 に纏める。表 10 に水素製造装置 100%運転時のデータを示す、併せて製品ガスの分析結果

を表 11 に示す。 
 

表 9 実証試験項目及び試験結果 
試験項目 試験結果 備考 

起動停止 DSS100 回達成  
ターンダウン 30%~100%を実施し問題なし  
水素製造能力 100Nm/h 以上  
製品水素純度 99.99%以上 ISO14687-2FCV 用水素燃料

規格（2012 Grade D）準拠 
振動測定 X 方向：41.3dB 

Y 方向：42.8dB 
Z 方向：51.4dB 

 

騒音測定 74dB 隣接する他プラント稼働状態

での測定値である為、参考値 
起動時間 従来機と同等  

 
表 10 水素製造装置 100%運転時のデータ 

原料 13A 
（Nm³/h） 

燃焼用 13A 
（Nm³/h） 

改質ガス量 
（Nm³/h） 

改質ガス

水素濃度 
（％） 

製品ガス量 
（Nm³/h） 

補器動力 
（kcal/h） 

改質効率 
（％） 

35.3 11.8 193.1 77.4 103.5 9,701 82 
 

表 11 製品ガスの組成 
分析値 ISO14687-2 規定濃度 

炭化水素：0.01ppm 以

下 
2ppm 

N2：1ppm 以下 100ppm 
Ar：1ppm 以下 100ppm 
CO2：2ppm 以下 2ppm 
CO：0.03ppm 0.2ppm 
H2：99.99%以上 99.97%以上 
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  3.2.5 複合型改質器の運転評価 

   100%運転モードで改質ガスをガスクロマトグラフィー（GC）で分析した値を表 12 に示

す。水素濃度 80％以上、燃料転化率 90％以上と良好な値となっている。 
 

表 12 改質ガスの組成（GC による分析） 

測定日時 
H2

（％） 
CO

（％） 
CH4

（％） 
CO2

（％） 
水分濃度 露点 

燃料転

化率 
03/15 03:20 80.037 0.154 1.785 17.425 0.599 -0.3 90.8% 
03/15 03:35 80.192 0.128 1.644 17.438 0.598 -0.3 91.4% 
燃料転化率は次式により算出した 
燃料転化率＝CH4（％）/（CO（％）＋CH4（％）＋CO2（％））×100 
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  3.2.6 コスト評価 

  100Nm³/h 級水素製造装置のコスト試算 
事業終了後のコスト目標の為に 100Nm³/h 級水素製造装置のコスト試算を行った。 複合型

改質器を搭載することで装置を構成する機器点数を 10 基（従来装置の１/2）とした水素製造

装置の設計（製品用）を行い、コスト試算を実施した。装置寸法を 3000Ｗ×2500Ｄにするこ

とができ、装置のコンパクト化の開発目標を達成した。図 17 に水素製造装置の設計図（製品

用）を示す。 
実証試験の結果から触媒の充填量、改質器の寸法、PSA、その他構成機器の見直しを行っ

て目標コストを達成した。表 13 に 100 Nm³/h 水素製造装置コスト比較を示す。 
 

 

 
図 17 水素製造装置の平面図（製品用） 
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表 13 100 Nm³/h 級水素製造装置コスト評価（単位：k 円） 

番号 項目 事業開始前

（F.S） 
製品 備考 

1 複合型改質器 10,000 13,000  
2 PSA 装置 11,700 9,000  
3 機器･補器類 5,900 5,900  
4 計装品･制御盤 4,700 4,700  
5 配管･電気計装工事 5,000 5,000  
6 ﾗｯｸ･架台 3,500 3,500  
7 計装･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ費（検査費含

む） 
4,000 4,000  

8 管理費 4,480 4,510  
9  49,280 49,610  

 
300Nm³/h 級水素製造装置のコスト試算 
300 Nm³/h 級水素製造装置を 1 台、10 台、100 台、500 台製造した場合についてコスト試

算を行った。試算の結果、500 台を同時に製造した場合には量産効果により、300 Nm³/h 級

水素製造装置の価格が 5,000 万になる見通しをつけることができた。表 14 に 300 Nm³/h 級

水素製造装置コスト比較を示す。 
 

表 14 300 Nm³/h 級水素製造装置コスト比較 
 番号 項 目 コスト比較（水素製造量：300Nm³/h）[k￥] 

１台 10 台 100 台 500 台 
１ 複合型改質器 27,000 24,000 22,000 18,000 
２ PSA 装置 21,000 20,000 15,000 10,000 
３ 機器･補器類 10,000 9,000 7,000 5,500 
４ 計装品･制御盤 8,000 7,000 6,000 4,500 
５ 配管･電気計装工事 7,000 6,000 5,000 4,000 
６ ﾗｯｸ･架台 5,000 4,000 3,800 3,500 
７ 計装･ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ費

（検査費含む） 
4,000 1,400 1,000 500 

８ 管理費 8,000 7,100 5,900 4,000 
― 合計 90,000 78,500 65,700 50,000 
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 3.3 成果の意義 

 実証試験の結果では、改質ガス中の水素濃度：77％以上（GC 分析値）、燃料転化率；90％以

上、製品水素量：100Nm³/h 以上、製品水素純度：99.99％以上、改質効率：82％以上、改質器

水素製造効率：80％以上を達成した。実証試験の結果から触媒の充填量、改質器の寸法、PSA、

その他構成機器の見直しを行い、目標コスト 5,000 万円（100Nm³/h）を達成できる見通しを付

けた。300Nm³/h 級水素製造装置のコスト試算では 1 台目から目標値の 9,000 万円を達成でき

る見通しを付けることができたが、5,000 万円の目標に付いては 500 台を同時に受注した場合

には量産効果により、達成できる見通しを得ることができた。 
 
  本研究開発にて開発した、複合型改質器を搭載した水素製造装置を用いることによりオンサイ

ト型水素ステーションを構成する機器の価格を格段に下げることが出来るといえる。 
 
 3.4 開発項目別残課題 

  本研究開発では、目標としていた項目を全て完了したため残課題はない。 
 
4.まとめ及び事業化までのシナリオ 

 本研究開発において、実証試験装置を製作して実証試験を実施した結果から、本提案の複合型

改質器および複合型改質器を搭載した水素製造装置が性能面において要求仕様を十分満足するこ

とを実証し、低コスト化の目途を付けた。 
 
 FCV 用水素ステーションの需要は FCV の普及に左右され、現時点では普及期までには至って

いない。一方、産業用水素製造装置は確実な需要が見込まれており、2018 年 5 月に 300 Nm³/h 級

水素製造装置を 2 式納入予定である。水素ステーションの普及期までは産業用水素製造装置を展

開する。 
 
今後、製品として販売するに当り約 1 年間のフィールドテストを実施して、装置の信頼性を確

認した上で市場に提供する予定である。 
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5.研究発表・特許等 

-研究発表・講演・文献等、その他- 
年月日 媒 体 タイトル 名 称 発表者 

2014/12/08 パワーポイント 地元中小企業の水素ステ

ーション低コスト化の取

り組み 

神奈川県主催

「水素・燃料電

池関連製品等開

発促進セミナ

ー」 

直井登貴夫 

2016/06/10 パワーポイント オンサイト型水素製造装

置反応管内の解析結果と

実証試験結果の比較 

STAR 
Japanese 

Conference 
2016 

川又祐一 

2017/02/01 パワーポイント オンサイト型水素ステー

ション用水素製造装置低

コスト化への取り組み 

福岡県主催「ス

ウェーデン水素

関連企業との意

見交換会」 

直井登貴夫 

 
-特許等- 

出願日 出願人 出願番号 発明の名称 発明者 
2014/09/16 大日機械工業(株) 2014-187394 水素ステーション用 

水素製造システム 
直井登貴夫 
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課題番号：II-9  
水素利用技術研究開発事業／燃料電池自動車及び水素ステーション用低コスト機器・システム等に関す

る研究開発／ 

複合型高圧水素圧縮機の研究開発 

株式会社サクション瓦斯機関製作所 

 
１．研究開発概要 

2010 年 7月に燃料電池実用化推進協議会によって、産業界の総意として、2015 年に FCV の一般ユー

ザーへの普及開始に向けたシナリオが提案され、2025 年には水素供給インフラ（水素ステーション）を

1000 箇所程度普及させるシナリオとなっている。さらに、2011 年 1月には自動車メーカー及び水素供

給事業者 13 社が共同声明を発表し、自動車メーカーが FCV 量産車を 2015 年に 4大都市圏を中心とした

国内市場への導入と一般ユーザーへの販売開始を目指し、開発を進めていることや、水素供給事業者が

2015 年までに FCV 量産車の販売台数の見通しに応じて 100 箇所程度の水素供給インフラ（水素ステーシ

ョン）の先行整備を目指すこと等が示され、現在水素供給インフラ（水素ステーション）の先行整備を

進めている。しかしながら、オンサイトの水素ステーションのコストは現状 6～7億円であり、普及の

ためには更なる低コスト化を進め、オンサイトの水素ステーションを 2.5 億円程度、オフサイト水素ス

テーションを 2億円程度にする必要がある。その中で、水素ステーションを構成する水素圧縮機は現状

1.4 億円程度であり、それを 6.5 千万円以下にする、水素ステーション用ダイヤフラム・ピストン複合

型高圧水素圧縮機の開発を目的とする。 

 

２．研究開発目標（設定の理由も含め） 

本事業では、高圧小容量に適したダイヤフラム式と低圧大容量に適した無給油ピストン式を組み合わ

せることで、1台で燃料電池自動車の水素充填に必要な圧力まで無理なく昇圧することができ、低コス

ト、省スペースそして省電力を実現する「複合型高圧水素圧縮機」を開発する。NEDO 設定仕様は吸入圧

力 0.4MPa 吐出圧力 87.5MPa、容量 300Nm3/h、量産目標コスト 6,500 万円とする。 

 

３．研究開発成果 
３．１ 研究開発成果、達成度 
(1)提案した事業概要 
本事業では、高圧小容量に適したダイヤフラム式と低圧大容量に適した無給油ピストン式を組み合わ

せることで、1 台で燃料電池自動車の水素充填に必要な圧力まで無理なく昇圧することができ、低コス

ト、省スペースそして省電力を実現する「複合型高圧水素圧縮機」を開発する。 
 

 従来、80MPa 級の水素ステーションにおいては 40MPa 級のダイヤフラム２段圧縮式の後段に油圧駆

動の増圧機を組み合わせる方式またはピストン式で４段から５段で圧縮し、高圧最終段は独立した圧縮

機とする形式が多く試みられてきた。提案者は WE-NET 計画及び JHFC 計画その他において吐出圧力

40MPa、吐出流量 30 及び 50Nm3/h の高圧水素圧縮機を開発し 5 台の設置運用実績を持っている。図

1 に実績機の写真を、図 2 に断面図を示す。 
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図 1 

 

図 2 

本圧縮機は低中圧大容量に適した無給油ピストン式を1段目、2段目及び3段目に使用し、高圧小容量

に適したダイヤフラム式を高圧最終4段目に使用するピストン・ダイヤフラム複合式である。こうした

構成により、特徴のある2つの方式を適材適所で組み合わせることで無理なく大容量高圧の圧縮機を構

成できる。 

 

したがって、低圧から高圧まで1台の圧縮機で構成することが可能であり、低コストで製造可能とな

り、省スペースであるほか、多段圧縮により等温圧縮に近くなるため、圧縮効率が高く省電力である。

本方式による90MPa級高圧水素圧縮機を提案した。 

 

 

 

 

 

 

1 段ピスト

ン 

2 段ピスト

ン 

3 段ピスト

ン 
4 段ダイヤ

フラム容器  
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達成すべき課題 複合式（本提案） 全段ダイヤフラム式 全段ピストン式 

吐出圧力82MPa（将来充填

圧力87.5MPa） 

可 可 可 

吐出容量300Nm3/h 可 ダイヤフラム式は金属

ダイヤフラムのたわみ

に限度があるため吸入

圧が低いと大容量化が

困難。 

可 

ガスの清浄度 最終段に金属ダイヤ

フラムを使用するた

め、摺動部がなく、非

常に清浄。低圧段の

摩耗粉は低圧のフィ

ルターで対応可 

清浄 最終段のピストンリ

ングから摩耗粉が発

生するため高圧のフ

ィルターが必要 

目標コスト65百万円 1台で周辺機器も含

めてシンプルな構成

であることから可能

性あり 

不明 不明 

省スペース 高圧段の漏れがない

ため全体に小型化し

省スペース 

低圧段のダイヤフラム

が巨大化するためスペ

ース大 

高圧段の漏れが大き

いためその分低圧段

から大型化し、スペー

ス大 

省電力 多段圧縮のため圧縮

効率高く、漏れがな

いため全体に小型化

し消費電力が小さ

い。 

少数段圧縮のため圧縮

動力が大きい 

多段圧縮のため圧縮

効率は高いが、漏れの

分大型化するため電

力消費は大きい。 

耐久信頼性 低中圧段のピストン

リングは通常実績の

範囲内で問題なく、

最終高圧段のダイヤ

フラムは一般の2段

ダイヤフラムに比べ

小さな圧縮比である

ため寿命が長い（セ

ントレア等で実証済

み） 

段ごとの圧縮率が大き

いため、ダイヤフラム板

の負担が大きく、損傷の

確率が大きい。 

最終高圧段のピスト

ンリングの耐久性に

課題 
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前記特徴に加え、実運用における基本的な性能、耐久性そして保守性は40MPa機による高松、東海、

秦野、旭、セントレアの各水素ステーションにおいて確認されており、本提案では、圧力を40から82M

Pa級に、容量を５０Nm3/hから３００Nm3/hにスケールアップする試設計、コスト分析および試作、試験

の計画の策定について研究開発を実施した。 

 

基本設計は、別紙１に示す。1から3段を無給油ピストン式、4段、5段をダイヤフラム式としている。

コンパクトにまとまり、設置面積は２ｍ×３.8ｍ程度である。 

本事業では設計において最も重要なダイヤフラム容器の加工特性についての試験を行い設計仕様の確

認を行ったうえ、詳細設計を行った。 

 

(2)ステージⅠの内容 

ステージⅠにおいて基本設計、詳細設計、要素試験等を実施し、設計及び製作コストに対して十分な

フィージビリティースタディー（FS）を実施し、複合型高圧水素圧縮機の最適設計を行った。 

 

① 基本設計 

要求仕様について検討し、当社の圧縮機の設計計算手法を用いて基本的な構成を決定するとともに性

能、消費電力等の主要な数値を予測する。 

② 適用規格および要求事項調査 

水素に関する最新の法令、規格そして文献を調査し、使用材料や使用条件についての指針とする。ま

た、ユーザーにおいて圧縮機の使用上の問題点、要望等について要求事項として聞き取りを行い、詳

細設計に反映する。 

③ 構成部品要素試験 

ダイヤフラム容器の高強度材料の加工性の検証と加工条件探索を行う。 

④ 部品単体検査、圧縮機の性能試験法案の作成 

当社規格および高圧ガス保安法に基づく試験方法を検討し、試験法案を作成する。 

⑤ 詳細設計およびコスト分析 

詳細設計：上記調査を最大限活用し、要求仕様に対し最適な圧縮機として設計を行う。コスト分析：

詳細設計に基づき、材料費、加工費、組立費、運転試験および検査その他の付帯作業費の見積もりを

行う。 

⑥ 実サイトでの運用協力企業の探索 

基本設計終了段階から協力企業の探索を行い、本プロジェクトの趣旨を説明し、またユーザー様とし

ての要望事項等を確認しつつ、実サイトでの運用について実施先を決定する。 

ステージⅠ、平成２６年度最終目標は、要求吐出圧力82MPa、将来充填圧力87.5MPa、容量300Nm3/h、

所要電力についてのシミュレーションを元に、これを実現する圧縮機の試設計完了。 

上記試設計をもとに製作を前提とした詳細設計を行い、材料、加工、組立コストを算出、集計し、目

標コスト6500万円を実現可能なことを確認する。 
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(3)ステージⅠの成果、達成具合、課題 

① 基本設計 

（②）における調査の結果、300Nm3/hクラスにおける市場の要求はNEDOの要求仕様と若干異なることが

わかり、圧縮機の基本仕様を容量340Nm3/h、吸入圧力0.4MPa、吐出圧力99.5MPaとした。それに伴い、

圧縮段数を5段とし、最終ダイヤフラムユニットを並列2筒とした。 

 

② 適用規格および要求事項調査 

水素ステーションに関する最新の法令、規格そしてエンジニアリングに関する文献を調査した。重要な

点は、常温における70MPa充填に対する必要圧縮機吐出圧力について様々な見解があり、最も圧縮機に

とって厳しい解釈を採ると99.5MPaとなることがわかった。容量については1時間に6台充填をベースに

340Nm3/hが求められていることがわかった。 

 

③ 構成部品要素試験 

主要な耐圧部品としてダイヤフラムキャビティを考え、試設計を行った。有限要素法によるシミュレー

ションが有効なことがわかり、要素試験の前に実施するべく検討を進めている。 

 

④ 部品単体検査、圧縮機の性能試験法案の作成 

高圧ガス保安協会に問い合わせおよび協議を行っている。上記項目の検討が終了した段階で最終案を

作成する予定である。 

 

⑤ 詳細設計およびコスト分析 

見積集計の結果、1号機の試作に136,026,000円、10台ベースの見積価格で98,332,000円 

となった。課題として購入品の見積価格が実商談交渉価格ではないため集計価格が高めになった。FSに

おける見積もり取得の限界があり、その点を考慮してコスト検討する必要がある。 

 

⑥ 実サイトにおける運用協力企業の探索 

A社からは平成28年度のステーション建設補助金を利用し、実ステーションで採用する旨回答を得てい

る。28年度の補助金が27年12月頃には国の政策の見通しが得られる前提で正式に発注し、28年10月末納

期で実サイトに設置する計画とのこと。当社ではこれに合わせて商用1号機を製作する事とした。 

 

(4)ステージⅡの内容 

国の政策において、2014年4月にはエネルギー基本計画で有望な2次エネルギーとして水素社会

実現を目指すことが明記され、また、同6月には水素燃料電池戦略ロードマップが示され、202

0年までに累計台数140万台、自立商用展開可能な水素ステーションのコストを実現することが

目標とされている。重要機器である圧縮機の低コスト化のニーズが高い。 

ステージⅡはステージⅠの仕様で実機を試作し、集計コストの30％ダウンを目標に実オーダー

ベースでのコストダウンを図る。量産時のコストを算出し、現状14000万円と言われる圧縮機の

コストが目標コスト6500万円を実現可能なことを確認する。 
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ステージⅠのコスト集計では98,332,000円と目標にはあと30％程のコストダウンが必要である

が、バルブ等の購入機器類の価格が現状市場立ち上がり期における不安定な状態であり、相当

の安全サイドの見積価格になっているとうかがわれ、実オーダーベースの交渉で仕様や数量が

明確になった段階ではコストダウンが可能と考えられる。 

 

(5) ステージⅡの成果、達成具合、課題研究開発の内容 

① ユーザー仕様の確認 

最終製作仕様を確認した。吐出圧力については99.5MPaまで対応可能な構造とするが、部品耐圧

気密試験および運転試験の実施先の選択肢を広げることと客先ニーズそして消費電力などを総

合的に判断して82MPaに設定した。容量については340Nm3/h、吸入圧力については0.4MPaまで構

造的に対応可能であるが、水素供給源装置の吐出圧力に余裕があるため、0.6MPaに設定した。 

② 法規対応の確認 

最新の高圧ガス保安法の解釈を確認したところ従来は使用可能であったFCDが事実上使用でき

ないことがわかり、鋳鋼の使用を前提に設計変更することとした。 

上記材料変更に伴い、緻密な冷却ジャケットの構成が困難となり、ロッドシール方式からピス

トンシール方式に設計変更した。 

③ 製作工程の検討 

上記設計変更を含む詳細設計に基づき、材料手配および検査、機械加工その他の加工方法の検

討、組立方法につき検討を行い、工程を作成。 

④ ダイヤフラム・ピストン複合型高圧水素圧縮機の試作 

ステージⅠにおいて設計され、さらに上記設計変更された圧縮機を材料手配から部品加工、組

立を行った。各工程で必要な時期に必要な検査を受検した。完成した試作機は当社工場におい

て窒素ガスによる運転評価試験を実施し、計算によって実ガスにおける性能を評価し，問題な

いことを確認し実証ステーションに据付を実施した． 

 

要 目 仕 様 
型番 TCH511DP 

型式 
ピストン・ダイヤフラム複合

型無給油 5段圧縮水冷式高圧

水素圧縮機 
取扱いガス 水素ガス 
吸入圧力 0.6 MPa (0.4 ～ 0.7 MPa) 
吐出圧力 82 MPa  
容量 340 Nm

3
/h 

電動機 90 kW (初号機のみ 110kW) 
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⑤ 実ガスでの性能試験 

実証ステーションに設置した試作機を実ガスで，NEDO事業殿お立会のもと性能の確認を実施し

たところ，前記目標の仕様を満足することが確認された． 

 



成果詳細-(432) 
 

 
 

⑥ コスト見通し 

本事業における実績を集約して26年度FSにおける現状コストをベースとしてコストを検討した

ところ，下記に示すように，2台目以降個別生産機で約1億600万円，設計見直し10台ロット機で

約7500万円そして量産段階における生産習熟機で目標の約6500万円を達成できる見通しを得た． 
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３．２ 成果の意義 

 

本プロジェクトは JHFC における十分な実績を持つ複合型水素圧縮機のスケールアップであり、他の

競合技術に対して、信頼性の面で優位性がある。また、漏れの影響が大きい高圧段に無漏洩のダイヤフ

ラム式を配する事で消費電力が小さく省エネである。海外の同様の製品に対しても競争力は高く、ま

た、保守管理においても国内メーカーとして顧客満足度の高いサービスを実現可能であり、国内での生

産の意義は大きい。また、国内で水素ステーションの基幹要素である圧縮機が生産されることにより水

素発生装置、ディスペンサーそして蓄圧器などと連携して日本の輸出案件として強力な体制を構築でき

ることになる。世界中で燃料電池自動車が普及する段階では我が国の経済への貢献は非常に大きなもの

になると考えられる。 

 

 

 

４．まとめ及び課題、事業化までのシナリオ 

 

ステージⅡにおいて試作機が完成し，実証ステーションにおける実ガス評価の結果，目標性能を達成

し，目標コストについて達成の見通しを得た．信頼性の高い国産機のニーズは非常に高く、当社として

は本プロジェクトと一部並行して 2号機（商用 1号機）の製作を開始しており、その後繰り返し生産体

制に入る予定である。本プロジェクトで開発した水素技術は水素ステーション以外の水素圧縮機にも生

かされ、再生可能エネルギーの安定化のためのエネルギー貯蔵ニーズなど、エネルギー産業全体に貢献

できるものと考えている。 
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素
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蔵
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課題番号：II-10 
水素利用技術研究開発事業／燃料電池自動車及び水素ステーション用低コスト機器・システム等

に関する研究開発／ 

燃料電池自動車用水素貯蔵材料に関する研究開発 
国立大学法人九州大学 

国立大学法人東北大学 

株式会社アツミテック 

日本重化学工業株式会社 

 

1.研究開発概要（事業の背景・目的・位置付け） 

事業の背景 

 平成 26 年に販売開始された燃料電池自動車の車載水素貯蔵技術としては、「高圧容器システム」

が採用された。しかしながら、燃料電池自動車の本格普及に向けては、「高圧容器システム」に比

べて軽量、コンパクトで、低コストあるいは現状の高圧容器システムに対して車載時の占有容積

が大幅に縮小する等画期的な技術的優位性が見込まれる有望な技術を有する「水素貯蔵材料容器

システム」（水素吸蔵合金等の水素貯蔵材料を容器に組み込んだシステム）の実用化が必要とされ

ている。 

 

事業の目的 

 燃料電池自動車の本格普及に向けて、「高圧容器システム」に比べて軽量、コンパクトで、低コ

ストなどの現状技術に対して優位性のある「水素貯蔵材料容器システム」の実用化を目指し、自

動車メーカーが委託先として積極的に参加した平成 24 年度 NEDO 事業「燃料電池自動車用水素貯

蔵材料に関する調査研究事業」で制定した事業の目標に基づき、燃料電池自動車に搭載するため

の水素貯蔵材料容器システムに必要な材料開発およびシステム開発を行う。  

 

事業の位置付け 

 現在の燃料電池自動車の水素車載用容器には「高圧容器システム」が採用されたが、高圧容器

システムは中型セダンタイプ（いわゆる C セグメント）の自動車では有効であるが、外体積、重

量、価格、形状自由度な

どの点で多くの課題を

抱えている。そのため、

多くの車種の燃料電池

自動車を製造する時期

（下記 FCCJ 作成のシナ

リオ参照）には、「高圧容

器システム」にない優位

性を持つ「水素貯蔵材料

容器システム」が必要不

可欠になる。 
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２.研究開発目標（設定の理由、妥当性も含め） 

最終目標 

 水素 5 kg を搭載した場合、質量貯蔵密度 6 質量％ 以上、容器体積 100L 以下、コスト 30～

50 万円以下、かつ燃料電池自動車の低温起動や全開加速に適合する水素放出性能を有すること 

 

設定の理由および妥当性 

 平成 24 年度 NEDO 事業「燃料電池自動車用水素貯蔵材料に関する調査研究事業」において、ト

ヨタ自動車、日産自動車、本田技術研究所などを含むステークホルダーを委託先とし、関係業界

からの生の意見や要望を聞きながら、燃料電池自動車の現状と今後の展開を想定しつつ目標値を

設定した。本事業では、上記調査研究によって定められた目標値を取り入れて、事業を進めてき

た。設定された目標は市販の燃料電池自動車の車載容器と比較して、小型軽量かつ安価で形状に

自由度があるとともに、走行中に十分な水素供給量を持ち低温においても水素供給が可能な水素

車載容器を実現することを目指している。本事業では、燃料電池自動車の車種拡大かつ大量生産

時に水素車上搭載の重要な選択肢を提供することを目的としている。 

 

３．研究開発成果 

３．１研究開発成果、達成度 

（１）金属系水素貯蔵材料の研究開発（平成 27 年度まで） 

① 高密度水素貯蔵材料の探索・開発 

a. V3X 合金の水素吸蔵放出特性 

 目標値を達成可能な高性能水素貯蔵材料の創製を目指して、既存のバナジウム基 A15 型金属間

化合物 V3X (X= Al, Si, Co, Ni, Ga) の水素吸蔵能を第一原理計算により予測し、それを実験的

に確かめた。図１に、候補材料およびその水素化物の結晶構造を示す。第一原理計算により、確

かに水素を吸放出することが確かめられた。しかしながら、この合金系に関しては、計算・実験

両方から、最高でも 2wt%程度の水素貯蔵量が見込めないことが分かった。だが、一方で計算と実

験を有機的に進めることの有効性・重要性を示すことができ、高性能水素貯蔵材料の研究開発指

針として提案することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ A15 型 V3X (X = Al, Si, Co, Ni, Ga)高性能水素貯蔵材料の候補 

 

 

 

水素化 

X 
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b．水素誘起空孔の積極的利用 

 一般に良く知られている水素吸蔵合金における水素の入り方(原子間の隙間に水素が一つず

つ入る)では水素貯蔵量に限界があり、更なる水素の高密度化が課題である。そこで、合金中に多

量に水素が入ることが期待される「超多量空孔生成(SAV)」（水素が金属中に入る際に金属原子が

押し出され(空孔(隙間)になる)、そこに水素が複数個入るというもの）という現象を積極的に利

用することを試みた。 

 「ハーフホイスラー合金」と呼ばれる材料は、その結晶構造中に初めから空孔を多くもち(図

２)、SAV により水素を大量に貯蔵出来る可能性があると考えた。空孔の無いホイスラー合金を高

温(400℃)、高水素圧(6MPa)下でハーフホイスラー合金に変わることを期待して行った水素吸蔵

を行った結果、水素吸蔵量は 1 wt％以下であるが、水素と金属原子比で考えると、多くの水素が

吸蔵されていることが分かった。なお測定値は外気温度に影響を受ける場合があるが、今回は影

響が無いことを確認している。この実験から、従来の合金に対する考え方を越える SAV 関連の水

素吸蔵の可能性があると推定できる。その際には、軽元素を主成分とすることで高い水素吸蔵量

実現が期待できる。計算科学と実験を組み合わせて、従来は知られていない高性能水素貯蔵材料

の探索を行い新しい材料設計指針を提案したが、水素吸蔵量は達成できなかった（△）。 

 

 

 

 

 

 

 

図２ ハーフホイスラー合金の結晶構造図 

 

②低コスト高耐久性を有する BCC 系水素吸蔵合金の開発 

 1996 年トヨタ自動車の FCV 第一号車に搭載された水素貯蔵材料容器システムに充填されたバ

ナジウム系材料は事業発足当時では、実際に利用可能な唯一の水素貯蔵材料であった。バナジウ

ム(V)は、その製法に由来して高価な原料として知られているが、日本重化学工業では V 酸化物

（V2O5）を原料とし「テルミット反応法」と「希土類金属を用いた脱酸素法」を用いて合金を作

製することにより、低コスト化が見込めることを見出した。更なる低コスト化を狙い、上記のプ

ロセスを 1 ステップ(１回のテルミット反応法)で合金作製まで行うことを試みた。１ステップで

合金を作製する際に難しいポイントは、「Tiが仕込み組成通りに合金に入らない」ことと、「合

金の酸素量が下がらない(脱酸素処理がうまくいかない)」ことである。これらを解決するため

に、ルツボの材質および形状の、原料の反応順序、及び原料の融点調整の三つの工夫を施すこと

で低コスト BCC 合金の製造法開発に成功した(〇)。 

 

（２）吸着系水素貯蔵材料の研究開発 

 燃料電池自動車の実用化に向け、高容量であり、なおかつ水素放出が可逆的で加熱が不要であ

る水素貯蔵材料の開発が求められている。高表面積炭素や多孔性有機金属錯体などの物理吸着系

の材料開発が進められているが、室温での貯蔵量は 35 MPa 以上の超高圧でも 2～3 wt%が限界で
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あり、本事業の目標値である6 wt%を達成するには物理吸着とは異なる原理の導入が必須である。

多孔性炭素などの担体に Pt 等の金属ナノ粒子を担持すると、気相の水素分子(H2)が金属表面に解

離吸着し、H ラジカルが担体へ移動し貯蔵されるスピルオーバー現象を用いれば、室温での水素

貯蔵量が約 2 倍に増加するとされている。このような「物理吸着＋スピルオーバー」の貯蔵方式

には大きな可能性があるが、スピルオーバーによる貯蔵メカニズムに不明な点が多いため、研究

グループ間での実験の再現性に乏しく、材料設計の指針が立てられないのが現状である。図３に

スピルオーバーの概念図を示した。 

 本研究開発では、スピルオーバー水素貯蔵メカニズムの解明のため、ゼオライト鋳型炭素

（Zeolite Templated Carbon; ZTC）を利用する。ZTC は化学的に安定で分子構造の明らかな規則

正しい炭素骨格から成る物質であり（図４）、原理解明および最適構造の予測するベース材料とし

て理想的である。しかも、吸着系材料として世界最大の水素吸蔵量（30 ℃、34 MPa で 2.2 wt%）

を示す。ZTC をベースに、水素吸蔵量 5～6 wt%の達成に必要な材料開発指針を得るための種々の

実験的検討を行った。更に、水素貯蔵材料容器システムの設計に必要な材料のデータを取得し、

試作・設計した装置の性能評価のために供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ スピルオーバーによる水素貯蔵過程の概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ ゼオライト鋳型炭素（ZTC）の標準モデル。 

点線で囲まれた部分は鋳型となった Y 型ゼオライトのスーパーケージに対応する 
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①Pt ドープ ZTC における物理吸着およびスピルオーバー貯蔵の最大化 

 Pt ナノコロイドを ZTC 上に直接担持するプロセスを用いることにより、再現性のある Pt 担持

ZTC(PtNC/ZTC)を調製した。また、調製した PtNC/ZTC を用いて水素吸着等温線の測定方法を検討

し、低圧領域で信頼性の高いデータを得る手法を確立した。その上で、水素貯蔵への Pt 担持の影

響、温度の影響に関する検討を行った。スピルオーバー機構による水素貯蔵の量は、化学吸着量

と物理吸着量を差し引くことにより総括貯蔵量から抽出することができた。スピルオーバーに基

づく貯蔵量は、273～353 K の温度範囲において温度上昇と共に増加した。また、得られた温度依

存性はシミュレーションの計算結果と傾向が一致した。実験結果は、100 kPa では 273 K におい

ても、金属から炭素表面へ水素ラジカルが移動することを示唆した。103 kPa より低圧の結果に

基づいて概算した 34 MPa での水素貯蔵量は大よそ 4 wt%となった。しかしながら、この値はまだ

実用上必要とされるマイルストーン(約 6 wt%)に到達していないことから、スピルオーバーによ

る吸着量をより一層上昇させるため吸着材料の高密度化を図るなどの新たなアプローチを取るこ

ととした(△)。 

 

②炭素への水素ラジカル直接ドープによる貯蔵メカニズムの解明 

 スピルオーバーで表面に吸着したラジカル水素による水素貯蔵メカニズム解明のため、分子構

造が既知である炭素材料 C60 への水素ラジカル付加量を測定した。比較として用いたケッチェン

ブラック（KB）に比べ、C60は単位表面積あたりの水素ラジカル貯蔵量が大幅に大きいことが明

らかとなり、C60や ZTC のように湾曲した炭素表面を持ち、炭素が sp3性を帯びている材料では

スピルオーバーした水素ラジカルと材料が強く相互作用することが示唆された。この結果から、

湾曲した炭素材料合成への指針を得ることができた(〇)。 

 

③安価な金属のナノクラスターによるスピルオーバー貯蔵の検討 
 白金（Pt）は高価な金属であるので、安価な金属によるスピルオーバー現象の実現のために

Ni および Fe を選択した。これらの金属の前駆体であるメタロセンは炭素材料に強い相互作用

で吸着し、粒径 1 nm 以下の金属ナノクラスターを ZTC に高分散に担持することができた。こ 
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図５ Ni 担持 ZTC。Pt に匹敵するスピルオーバー活性を確認 
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の方法で調製した Ni 担持 ZTC は Pt 担持 ZTC と同様の水素吸脱着挙動、温度依存性を示し、そ

のスピルオーバー活性は常温付近で粒径約 4 nm の Pt ナノ粒子に匹敵することを明らかにした。

そのうち、2 ～ 5 nm の Ni 粒子はほとんどスピルオーバー活性を示さず、1 nm 以下の微小な

Ni ナノクラスターが主に活性を示していることが示唆された。一方、Fe 種はナノクラスターで

あってもスピルオーバー活性を示さなかった。ここでは、安価な Ni を用いることで Pt と同等の

性能を得ることができた（〇）。 
 
④水素貯蔵量の評価 
 Pt の分散度が高い Pt/C を用いて 25 °C および 50 °C での 10 MPa までの高圧水素貯蔵量の評

価を行った。化学吸着量と物理吸着量の寄与を差し引くことでスピルオーバー水素貯蔵量を求め

た。いずれの温度でもスピルオーバー貯蔵が生じているが、10 MPa におけるその寄与は全体の

吸蔵量の 20～25%程度である。また、50 °C の場合の方が 25 °C の場合よりスピルオーバー貯蔵

量が小さくなっているが、この傾向は 0.1 MPa までの低圧領域とは反対となっている。高圧領域

におけるスピルオーバー貯蔵の挙動は低圧領域とは大きく異なっていることを明らかにした。 
 

 
図６ 高圧領域まで測定した、ZTC と MSC-30 の水素吸蔵量 

 
 また、図６にあるように ZTC と MSC-30 の様々な温度における水素吸着等温線を測定した。

ZTC と MSC-30 の表面積には違いがあるが、測定した温度および圧力範囲では水素貯蔵量には

大きな違いは無かった。また、等温線から吸着熱を計算したところ、両者とも 8 kJ/mol 程度であ

ることが判った（◎）。 
 

⑤多孔質炭素材料と Mg-Ni 系合金ナノ粒子等の複合化とその水素貯蔵特性の評価 
 多孔質炭素材料（ZTC を含む）を株式会社アツミテックが開発している Mg-Ni 系合金ナノ粒子

等の水素吸蔵合金と組み合わせる検討を行う。二種類の貯蔵材料を複合化することで両者の長所

を活かすことができ、貯蔵能のみならず放出速度等も含む実用性能の向上が期待できる。さらに、

炭素と合金ナノ粒子を共存させることで水素スピルオーバーが発現する可能性もある。そこで、

この二種類の貯蔵材料を混合した系の水素貯蔵特性を調べ、本混合系を容器に充填した車載用水

素貯蔵システムの性能解析のための基礎データとする。 

 多孔質材料として MSC-30、金属系材料として LaNi5合金を用いて混合粉砕物の水素吸蔵能を測
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定した。室温での測定を行ったところであるが、水素吸蔵特性について合金単体と混合粉砕物の

違いは見いだせていない。低温化することで、顕著な変化を観測できると予想している。今まで

に報告されていない材料開発の指針であり、更なる材料の高性能化が期待できる（◎）。 

 

⑥ZTC の大量合成とその細孔構造の最適化 
 上記の複合系の混合割合やその状態を多様に変化させた試料の水素貯蔵特性を調べるため、比

較的大量の ZTC を合成する。さらに ZTC の合成方法を改良することでその細孔構造をさらに水

素貯蔵に適したものにする。 
 平成 29 年度には、一定量の合成が可能になり、後に述べる高密度化（ペレット化）の実験に供

することが可能となった。その結果、市販の高性能炭素材料である MSC-30 を用いてデータを取

得してきたが、ZTC のデータを直接、取得できるようになった。早速、ZTC の基本データを容器

シミュレーションに提供し、ZTC を充填した水素貯蔵材料容器システムの性能を推算することが

できた（〇）。 
 

⑦車載用水素貯蔵システムの解析結果の評価 
 上記⑤および⑥の項目について水素貯蔵特性の結果を元にアツミテックと九州大学で解析およ

びシミュレートした車載用水素貯蔵システムの性能を実際に必要とされる目標値および要求仕様

と比較し、自動車メーカーとしての視点からシステムや貯蔵材料の改善点等を提示した（〇）。 
 

⑧車載用水素貯蔵システムのための多孔質炭素材料の高密度化 

 車載用水素貯蔵システムでは、より小さな体積でより多くの水素を吸蔵させることが求められ

る。そのためには吸着材料の水素吸蔵量を高めることのみならず、吸着材料の高密度化が求めら

れる。そのため、多孔質炭素材料（ZTC を含む）の高密度化を行った。具体的には、圧力を掛けて

成形するペレット化を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ ZTC と MSC-30 のペレットの単位体積当たりの水素吸蔵量 
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 図７には、ペレット化した ZTC と MSC-30 の水素吸着等温線を示し

た。ペレット化することで ZTC の単位体積当たりの水素吸着量は、MSC-

30 と比較して、はるかに大きくなることが判った。このデータを水素

貯蔵材料容器システムのシミュレーションに提供し、高密度化したZTC

を用いた場合の容器システムの性能評価を行った。 

 図８には、ペレット化することで高密度化した ZTC の写真を示した。

ペレット化することで、大幅な容器性能向上ができることが判った

（◎）。 

          図８ 高密度化した ZTC 

 

（３）軽量水素貯蔵材料の研究開発 

①Mg-Ni 系水素貯蔵材料の開発 

 軽量な水素吸蔵材料である Mg(重量水素密度 7.6wt%)を主材料とする Mg 系材料の吸蔵温度、吸

蔵圧力を燃料電池自動車への搭載が可能な温度域、圧力域とする目的で Mg-Ni 系合金材料を薄膜

化、ナノ粒子化にした材料の水素吸蔵特性を調査した。更には、製造レベルでの実用化、低コス

ト化を目的にナノ粒子を大量に製造するための装置開発を行った。材料レベルの実用化開発と並

行して製造方法、製造装置の開発を行った。材料に関わるデータを水素貯蔵材料容器モデルでの

実証およびシミュレーションによる確認のため、提供している。 

 Pd 触媒層でキャップされた Mg-Ni 薄膜にて中間年度目標 6wt%を超える水素吸蔵 7.5wt%を確認

し、最終目標レベルの水素吸蔵量を達成した。また、Mg-Ni ナノ粒子においても薄膜と同様に

7.5wt%以上の水素吸蔵量を確認した。ナノ粒子は Mg-Ni2 元系材料とし、Pd 触媒を用いずに室温、

定圧環境下での水素吸蔵を確認した。図９に、Mg-Ni ナノ粒子の常温における水素吸蔵を示した。

水素吸蔵特性の測定にあたって従来は別々であったナノ粒子の製造と水晶振動子マイクロバラン

ス（QCMPCT）法による水素吸蔵量測定を一体化、in-situ 化した装置を用いて、より測定精度を

向上させて水素吸蔵特性の評価を実施した。図１０に In-situ QCMPCT 装置の概念図と外観写真

を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ Mg-Ni ナノ粒子の常温における水素吸蔵および放出 

 

10 mm 
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図１０ In-situ QCMPCT 装置の概念図と外観写真 

 

 Mg-Ni ナノ粒子のラボレベルでの大量生産を目的に、大量に材料金属を蒸発させ、効率高くナ

ノ粒子を捕集する装置開発を行った。大量に材料を蒸発させるため、材料に直接電流を流しジュ

ール加熱により材料を蒸発させナノ粒子を得る方法を変更し、坩堝に材料を投入しヒーター加熱

により材料を蒸発させナノ粒子を得る方法を採用した。生成したナノ材料の効率的な捕集のた

め、蒸発室及び周辺の冷却、ガス導入経路の改善（エアカーテン方式）、高電圧の印加の３項目

を検証し、それぞれにおいて効果を確認する事ができた。これらの改善点を導入した装置を作成

した。図１１に捕集効率向上の方策と大量蒸発装置を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 捕集効率向上の方策（左図）と大量蒸発装置（右図） 

 

 さらに、容器システムとするためにはナノ材料を容器に効率的かつ空気や水分による汚染なし

に充填する必要がある。そのため、ナノ材料の担体への担持および容器への充填の可能性につい

て検証した。具体的には、ロール状のシートを巻き取りながらナノ材料を担持し、空気に触れる

ことなく材料が担持されたロールを容器に充填することを実証した。 

 また、ナノ材料の容器システムへの実装にためには、ラボレベルを超えた大量生産が必要であ
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る。そのため、プラズマを利用した連続加熱真腔チャンバーを試作した。具体的には材料の溶解

に溶接トーチを利用し、さらに原料金属をワイヤー状として材料の連続供給を可能とした。この

原理に基づいて図１１（右図）に示した材料蒸発部を改造した。改造後の写真を図１２に示した。

この装置を用いて、ナノ粒子 100ｇの製造を行う事に成功し、ナノ粒子を kg オーダーで製造する

事に目処が付いた（〇）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ 大量生産（kg オーダー）を目指した材料蒸発部の試作 

 

②固溶体系水素貯蔵材料の開発（平成 27 年度まで） 

 1996 年にトヨタ自動車の燃料電池自動車第一号に搭載された Ti 系 BCC 構造水素貯蔵材料は現

状では、水素貯蔵材料として最高性能を有するが、吸蔵された水素の約３割程度が放出されず常

に材料中に留まることが課題であった。その残留している水素まで利用できれば、目標値全ての

達成は難しいが、コンパクトで形状自由度の高い容器システムが実現可能と想定し、残留水素の

状態解析を行った。Ti系 BCC 材料は構成する材料の中性子散乱能の総和がゼロとなり実験が極め

て難しいが、本研究開発では Nb を添加することで材料性能を維持しながら中性子回折による結

晶構造解析に成功した。その結果、残留水素は合金材料の格子内で複数のサイト間を運動してお

り、そのために安定化して放出されないと結論された。今後は、運動を制限することなどにより 

Ti 系 BCC 構造水素貯蔵材料の性能がフルに活用されることが期待される。図１３には J-PARC で

測定された中性子回折データとその構造をリートベルト解析した結果を示した（△）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３ Ti0.1V0.6Cr0.2Nb0.1水素化物の中性子回折データのリートベルト解析 
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③窒素系水素貯蔵材料の開発（平成 27 年度まで） 

 窒素系水素貯蔵材料は窒素原子が構成する構造へ陽イオンと水素が侵入と放出を行う事で水素

吸蔵および放出が進行する。この材料は無機物の水素貯蔵材料の中では水素との反応温度が最も

低く、最終目標を達成可能な材料系であるため、最適な窒素系水素貯蔵材料を見出すための探索

実験を行った。 

図１４ には窒素系水素貯蔵材料の基本構造を示した。窒素原子が面心立方（FCC）格子を形成し、

その格子を維持したまま陽イオンおよび水素原子が侵入あるいは放出される。すなわち窒素系水

素貯蔵材料では、金属系水素貯蔵材料でおいて獲得された様々な経験則を活用して材料の開発を

進めることができるとも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

図１４ 窒素系水素貯蔵材料における窒素骨格 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１５ KH を触媒として添加した三成分系複合材料の水素放出 

 

 従来は窒素系の材料を一種ないしは窒素系同志あるいは窒素系材料と水素化物の二種を複合し

た系について、検討が進められて来たが、本事業の目標値を達成することが可能な材料は見出さ

れていないため、本研究開発では、三成分系の探索を行った。その結果、二種類のアミド（窒素

系水素貯蔵材料）と一種類の水素化物からなる複合材料 Mg(NH2)2-4LiH-LiNH2が 150℃から水素を

放出し、中間目標値を越える 7.7wt%の放出量を示すことを見出した。しかしながら、反応速度、

水素放出量などを更に向上させるため、各種の触媒を探索した。具体的には、NaH、KH、TiH2、Ni、

Ce 化合物である。その中でも KH は、図１５に示すように触媒を添加する前の三元系複合材料よ

りも 60℃低い定温から水素を放出し、放出量も 7.7wt％から 9.0wt%へと増加させることができ

た。この材料については、耐久性などの今後の課題もあるが、水素貯蔵量に関しては目標値を大

きく達成することができた（〇）。 
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④透過電子顕微鏡法を用いた水素貯蔵材料の構造解析（平成 27 年度まで） 

 軽量水素貯蔵材料の水素吸蔵・放出反応について、透過電子顕微鏡（TEM）を用いた原子レベル

での構造解析を実施し、反応メカニズム解明に向けた知見を得る。具体的には、固溶体系水素貯

蔵材料について、水素吸蔵・放出後の材料組織を TEM 観察し、残留水素がトラップされやすい構

造・組成について、また、特性劣化挙動などの情報を得て吸蔵量増大に貢献することを目的とす

る。 

 水素を含む微細構造解析を行うため、電子顕微鏡の加速電圧に関して観察条件の検討を行った。

使用した透過電子顕微鏡 JEM-2400FCS は加速電圧 60kV、120kV、200kV の三段階で加速電圧が可変

である。電子線による試料損傷を考慮した場合、低加速電圧が有利と考えられる。一方、低加速

電圧の場合には、試料透過能が低化し、試料厚に敏感となる。また、空間分解能の点では、加速

電圧は高い方が有利となる。これらを検討するためにサイクル試験後の水素を含んだ

Ti1.4V1.1Mn0.5Hx水素化物を用いて加速電圧 60kV および 200kV での観察を行った結果を図１６に示

す。観察は同一箇所を対象として行っている。加速電圧 60kV の場合は、試料の厚さ変化および厚

さ方向に存在するダメージ層の影響によるコントラスト変化が大きいことがわかる。また、これ

らの影響により、原子像のコントラストはややぼやけてしまい、詳細な原子位置の判定はやや困

難となっている。対して、加速電圧 200kV の場合は全体的にコントラスト変化が少なく、HAADF-

STEM 像と ABF-STEM 像の両方で安定した原子象が観察されている。電子線損傷を考慮した場合、

低加速電圧が望ましいが、加速電圧 200kV の観察時においても明確な構造変化は認められないこ

とから、空間分解能および試料厚さに対する優位性から、水素を含んでいて電子線によって水素

が放出されやすいとされている水素貯蔵材料において、加速電圧 200kV での観察を行うことが最

適であることが判った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６ 加速電圧による STEM 観察像の変化(上)加速電圧 60kV、(下)加速電圧 200kV 

 

 アツミテックで開発している、Mg-Ni ナノ粒子の透過電子顕微鏡観察を上記の条件で行った。

図１７に低倍で観察した粉末形状を示す。粉末は粒径 300nm 以下の直線的な形状を持った粒子で
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ある。また、粒子外周のコントラスト変化から、板状の外壁で構成された中空粒子を形成してい

るものと判断出来る。この形状は、表面積を大きくできることから吸着材料としては有利な形状

であることが判った。このナノ粒子中に含まれる微量 Ni の分布状態を確認するため高分解能観

察を行った結果を図１８に示す。Mg-Ni の 1 次粒子は粒径～30nm 程度で、配向性を持って板状に

形成されていた。また、HAADF-STEM 像の Z-コントラストにより、図中矢印で示した部分が Ni 原

子である可能性が高いと推察される。この像から Ni 原子はランダムに配置しているものと考え

られる。 

 Ni 原子の存在を確認するため、EDS による元素マッピングを行ったが、電子線損傷により、粒

径～30nm の微結晶が再結晶化し一様な結晶構造を示すようになった。また、Ni に相当すると考え

られるコントラストも認められない状態となっていた。Ni 元素の存在状態を確認するための EDS

測定には、損傷を押さえたうえで微量元素を検出可能とする分析条件の検討を行う必要があるこ

とが判った。 

図１７ Mg-Ni ナノ粒子の低倍 HAADF-STEM 像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１８ Mg-Ni ナノ粒子の高分解能 HAADF-STEM 像と ABF-STEM 像 

 

 Mg 系水素貯蔵材料の他にも、固溶体系水素貯蔵材料の透過顕微鏡観察を行い、劣化に伴う特定

の元素の偏析を確認できた。この現象が、固溶体系水素貯蔵材料の劣化の機構の一因であること

を明らかにすることができた。 

 透過電子顕微鏡での材料観察では、具体的なメカニズム解明には不十分な点もあるため、第一
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原理計算を用い、理論解析から固溶体系水素貯蔵材料である Ti-V 系合金の水素化特性の解析を

行った。なお、計算は一般に幅広く利用されている周期系の第一原理計算ソフトウェア VASP を

用いて行った。 

 合金中の金属原子の配位状態が水素拡散ひいては水素吸蔵特性に影響することが実験的に知ら

れている。Ti-V 二元合金は高温で全率固溶体であるが、500℃以下の相図については詳しく知ら

れておらず、実際に材料を使用する環境での規則構造の有無について正確には分かっていない。

そのため、第一原理計算を用いて Ti-V 二元系の規則構造の有無を検討した。特に水素化した後の

金属原子の配位状態を調査するため、構造の良く知られた二水素化物 Ti1-xVxH2（0 ≤ ≤ 1）を対

象とした。 

 Ti-V 二元合金のうち、Ti0.5V0.5 の平衡水素圧を例として取り上げ、一水素化物の構造解析の結

果を示す。実験的に、二元合金の一水素化物は bcc 構造を持ち、水素サイトは Tと Oが混在する

と言われているが、x = 0.5 では Tが優勢と考えられている。Ti0.5V0.5H の構造を確認するため、

bcc 格子の O、Tサイトに水素を配置し、安定性を比較した。構造緩和の結果と、構造毎の第一原

理エネルギーをまとめ、図１９に示す。検討の結果、平衡水素圧の絶対値の再現やや困難な事が

分かった。しかしながら、その一方でプラトー圧は Ti0.5V0.5よりも Ti1.0V1.1Mn0.9の方が高い傾向

や、三元合金については第一・第二プラトー圧比が一桁程度である点が再現されたことから、第

一原理計算を用いて Ti-V 系合金の平衡水素圧を定性的に検討することが可能であることが判っ

た。このように、電子顕微鏡観察によって Mg-Ni ナノ材料が中空であるとの活性の根本を突き止

める事に成功すると共に第一原理計算による計算が困難とされてきた固溶体系の水素放出温度な

どの傾向を求めることができた（〇）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１９ Ti0.5V0.5と Ti1.0V1.1Mn0.9の平衡水素圧の計算値と実験値の比較 

 

（４）中性子を用いた高性能候補材料の評価 

 NEDO 事業であった水素貯蔵材料先端基盤研究事業（愛称：HYDRO-STAR）において世界有数の中

性子施設である J-PARC に中性子全散乱装置 NOVA 建設した。以下の実験は NEDO 事業で建設した

NOVA を用いて測定したものである。 

 高エネルギー加速器研究機構では、J-PARC において九州大学が作製した重水素化 Nb 添加 Ti-

V-Cr 合金（Ti0.1V0.3Cr0.3Nb0.3、Ti0.3V0.3Cr0.3Nb0.1）について、中性子全散乱測定を実施した。 
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 一水素化物（Ti0.1V0.6Cr0.2Nb0.1D1、Ti0.3V0.3Cr0.3Nb0.1D1）と二水素化物（Ti0.1V0.6Cr0.2Nb0.1D2、

Ti0.3V0.3Cr0.3Nb0.1D2）の構造を比較するために中性子全散乱測定を NOVA を用いて実施したところ、

一水素化物の中性子散乱強度が著しく低いためリートベルト解析は困難であり、試料容器などか

らのバックグラウンドを低減するなどの改善が必要であることがわかった。一方、二水素化物の

実空間 2体相関プロファイルでは 2Å以下の Nb-水素相関情報に注目することにより、リートベル

ト解析から示唆される水素位置を決定するための詳細な局所構造解析を実行できることが判り、

在留水素の存在およびそのメカニズムについて解明するための重要な情報を提供することができ

た(〇)。（図２０） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２０ 左：Ti0.1V0.6Cr0.2Nb0.1と Ti0.3V0.3Cr0.3Nb0.1の一水素化物および二水素化物の中性子全散乱

プロファイル。右：二水素化物の実測された実空間 2体相関プロファイルと結晶構造パラメータ

から導出された 2体相関プロファイル。 

 

 

（５）車載用水素貯蔵システムの構築と評価 

 水素貯蔵材料容器システムに関する解析として、最初に燃料電池自動車のリバース解析を行っ

た。具体的には、燃料電池自動車の走行に必要な水素供給条件を求めるリバース解析とそれを基

づいて水素貯蔵材料容器システムの仕様を決めるフォワード解析である。 

 リバース解析の結果、図２１にあるように自動車の標準走行モード（わが国のみではなく国際

的な標準を参考）での走行に必要な水素量を求めることができた。ここで求めた水素供給量を確

保できるような水素貯蔵材料容器システムの設計（フォワードエンジニアリング）を行った。 
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図２１ モード走行時に必要な水素量 
 

 図２２には、本研究開発で対象とする燃料電池自動車の水素貯蔵材料容器システムを示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２２ 本研究開発にて提案の燃料電池自動車用水素貯蔵材料容器システム 

 

 図２２に示したシステムは、本研究開発の最終目標である水素 5 kg を搭載した場合、質量貯

蔵密度 6 質量％ 以上、容器体積 100L 以下、コスト 30～50 万円以下、かつ燃料電池自動車の

低温起動や全開加速に適合する水素放出性能を有することに加えて、水素容器形状の自由度を有

する車載用システムの実現を達成可能なものである。 

 自動車業界からの強い要望に形状の自由度がある。現状技術である 70MPa の高圧容器システム
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は高い圧力を安全に貯蔵するために形状が円筒系に限られる。また、5kg の水素搭載で容器体積

は 200L を越えると想定される。これらはガソリンあるいはディーゼル自動車と比較して、燃料自

動車を設計する場合に極めて困難な状況をもたらしている。 

 そのため、上記のシステムでは、扁平な形状を有する軽量水素貯蔵材料を充填したメイン容器

とリバース解析で求められた加速時などに必要な水素量を担保するための小型のプリチャージ容

器を組み合わせたシステムとした。メイン容器の強度計算を行い SUS304 相当材では板厚 20mm で

は 10MPa 以下にする必要があることを明らかにした。また、最適化を進めて扁平容器重量 100kg

以下で充填圧力 0.3MPa 以下が望ましいことを併せて明らかにした 

 急発進・急加速時に用いられるプリチャージ容器は炭素系材料を充填材料の候補とし水素圧

10MPa にて検討した。その結果、SUS304 相当材では 5mm 肉厚で 10kg 程度の容器重量になること

を確認するとともに、容器体積は数 L以下となる見込みであることを示すことができた。 

 プリチャ－ジ容器の検討の中で、東北大学で成功した ZTC の高密度化のデータを用いて容器体

積のシミュレーションを行った。5kg の水素を充填した場合の結果を図２３に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２３ 高密度化炭素材料（ZTC）を充填した 70MPa の高圧容器の高性能化(5kg 水素充填) 

 

 70MPa の圧力容器に充填したと仮定した高密度化した ZTC の現状データ用いると、上記のよう

に重量密度および容器体積において目標値を達成可能な容器システムが実現することが判った。

特に、容器の体積が半分になることで必要なカーボンファイバーの分量が激減して、コストが半

分以下になることが予想される。また、炭素系水素貯蔵材料を用いる事から、急発進・急加速に

対しても容器からの水素供給が対応が可能と容易に推定される。 

 メイン容器については、小型の容器を設計試作して、低温始動時の特性を中心に水素放出の検

討を進めている。そのために、最低温度－40℃まで到達可能な低温ベンチを設計製作して水素容

器の評価に供した。 

  

容器総体積 (L) 

300 200 100 

40 

80 

120 

容
器

総
重

量
 (

kg
) 

70MPa 

高圧容器 

70MPa ZTC 高密度化 

70MPa ZTC 高密度化(目標推定値) 

水素 5kg 充填 



成果詳細-(452) 
 

 

 

 

 

 

 

1.  

 

 

 

 

 

 

図２４ 実験用水素貯蔵材料容器システムと水素放出のシミュレーション結果と実験値 

 

 材料の特性と容器形状から、容器およびシステムの性能評価を行うために必要なシミュレーシ

ョン技術の開発を行った。図２４には、アツミテックで製作した小型容器とそれからの水素放出

をシミュレーションおよび実験結果から得られた水素放出データ（図中○印）を示した。実験値

と計算値が極めて良く一致しており、水素貯蔵材料容器システム性能のシミュレーションが可能

であることが示された。 

 以上のように、実験とシミュレーションから、図２５に示す形状自由度の高いシステムの提案

をすることができた。 

 

図２５ プリチャージ容器と扁平メイン容器からなるシステム 

 

 メイン容器に充填する材料について、参加機関全体で検討しており、炭素材料と金属系材料の

複合化により、水素貯蔵量などで両者の単純な足し合わせではない効果が見出されている。新し

い水素貯蔵材料の設計指針として、本研究開発の成果として発信する事としている。以上のよう
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に二つの水素貯蔵材料容器システムの提案を実験とシミュレーションに基づいて行うと共に、炭

素系水素貯蔵材料と軽量あるいは金属系水素貯蔵材料との複合材料について新たな材料開発の指

針を得ることができた（◎）。 

 

３．２ 成果の意義 

 高圧容器システムは高圧水素の物性に基づくと、ハイブリッド自動車用燃料タンクの数倍の体

積があり、それと共に高価な炭素繊維を使用するため高いコストが大きな課題である。何れも、

現状技術では解決が困難とされていて、燃料電池自動車の車種拡大および大量生産時までには革

新的な技術の展開が求められている。 

 本研究開発で開発した水素貯蔵材料容器システムは、これらの課題を唯一解決可能なものであ

り、燃料電池自動車の車種拡大および大量生産が実現する時期には、水素の車上搭載に必要不可

欠な技術となると想定される。 

 すなわち、現状の高圧容器システムのみでは達成が困難と考えられる燃料電池自動車の普及と

市場拡大に大きく貢献するための技術を、本研究開発によって提示することができた。 

 

３．３ 開発項目別残課題 

①当初課題として取り上げていたが、プロジェクト進捗に従い、より重要度の高い課題に集中す

るため、優先度を下げるべきと判断した。 

 金属系水素貯蔵材料、固溶体系水素貯蔵材料および窒素系水素貯蔵材料は平成 27 年度の中間

評価の際に、開発された材料は目標値の一部を大きく達成したものもあったが、その一方で全て

の目標を同時に達成が困難であることおよび残された事業の期間ではその解決が困難であると判

断されたため、炭素系水素貯蔵材料と軽量系水素貯蔵材料の内 Mg-Ni ナノ粒子材料の研究開発と

それら二つの水素貯蔵材料の車載への取組に集中するために優先度を下げるべきと判断して平成

27 年度限りとした。 

 

②プロジェクト進捗に従い、新たに見いだされた。 

 炭素系水素貯蔵材料の高密度化を図ることで、既存のインフラストラクチャーを利用する水素

充填圧力 70MPa と炭素系水素貯蔵材料を組み合わせた場合に、容器体積の大幅な軽減を達成する

可能性があることを示した（図２１参照）。より一層材料の高密度化を進めることで、更なる高性

能化が期待できる。 

 炭素系水素貯蔵材料と軽量あるいは金属系水素貯蔵材料との複合材料は、単独の材料性能の足

し合わせ以上の性能が最終年度に見出されている。本研究開発からの材料開発の新しい指針とし

ての提案である。今後の水素貯蔵材料開発の指針として広く活用されることが期待される。 
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４．まとめ及び課題、事業化までのシナリオ 

４．１ まとめ 

 水素 5 kg を搭載した場合、質量貯蔵密度 6 質量％ 以上、容器体積 100L 以下、コスト 30～

50 万円以下、かつ燃料電池自動車の低温起動や全開加速に適合する水素放出性能を有する車載用

システムの開発を最終目標として研究開発を進めてきた。金属系、炭素系、Mg-Ni ナノ材料、固

溶体系および窒素系水素貯蔵材料の材料開発の成果から、水素貯蔵材料容器システムへ充填する

候補材料として炭素系と Mg-Ni ナノ材料を選択し、容器システム開発を実験とシミュレーション

の両面から進めてきた。その結果、目標値を達成可能な二つの容器システムを提案することがで

きた。また、材料開発においても、新規な複合水素貯蔵材料の創製指針を提案した。 

 

４．２ 課題および今後の方針 

（１）課題 

 本事業で開発した「水素貯蔵材料容器システム」はラボレベルの実験とシミュレーションによ

る性能確認の段階である。実サイズでの性能データを取得可能なサイズでの実証が必要である。 

 また、本事業において、容器に充填する水素貯蔵材料の更なる高性能化の可能性が示されたよ

うに、継続して材料の高性能化のための技術開発を推し進めることが肝要である。 

 更に、「水素貯蔵材料容器システム」を実際に燃料電池への車載に必要な各種試験の実施につい

て、自動車メーカーを中心に今後行う必要がある。 

 

（２）今度の方針 

 自動車メーカーとの密接な連携の基に進めて来たプロジェクトであるため、技術情報を自動車

メーカーと共有する事によって、燃料電池自動車の品種拡大および大量生産を実現するために、

技術開発を継続することが期待される。 

 材料開発については、大学および研究機関での継続した研究開発が強く望まれる。 

 

４．３ 事業化までのシナリオ 

 現時点で燃料電池自動車の車種拡大および大量生産の実現を含むシナリオは FCCJ（燃料電池実

用化推進協議会）が 2016 年 3 月に発表した同協議会のシナリオ改定版のみである（前掲）。その

シナリオに従うと、2020 年代後半から 2030 年代前半にかけて自立拡大が開始するとされ、2030

年には延べ生産台数が 65万台に達するとされている。 

 「水素貯蔵材料容器システム」は、自立拡大が開始され、燃料電池自動車の車種拡大および大

量生産が行われる時期に、実際に車載が開始されると想定される。すなわち、燃料電池自動車は

長距離ドライブが可能な点が電気自動車に比べると利点であるので大量の水素をコンパクトに搭

載する技術が、特に大型の乗用車やバス・トラックなどへの水素搭載の実現には必要とされる。

その一方で、小型の乗用車へは軽量かつ安価な水素搭載システムが要求されることになると想定

される。その時期までに「水素貯蔵材料容器システム」の実証に必要なシミュレーションを主と

する設計指針の確立、充填する水素貯蔵材料の高性能化などの基礎的研究開発を行い、自動車メ

ーカーによる実装のための各種試験へとつなげる。水素貯蔵材料を用いた容器システムに関して、

現状では特段の規制緩和などの必要性は低いと考えられるので、一旦、技術開発が進展すれば、

実用化への障壁は低いと予想される。 
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Fumihide Ohtake, 

Hirotomo Nishihara, 

Hiroyuki Itoi, 

Takashi Kyotani 

2013 年 11 月 5 日 4th Asian 

Conference on 

Coordination 

Chemistry 

(招待講演) 

Template 

carbonization for 

advanced 

nanomaterials 

Hirotomo Nishihara 

2014 年 3 月 14 日 研究会：グラフェンを

「作る・測る・使う」

技術開発の将来 

(招待講演) 

鋳型ナノカーボンの合

成とエネルギー貯蔵へ

の応用 

西原洋知 
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2014 年 3 月 20 日 先端炭素材料セミナ

ー2014 

（招待講演） 

多孔質炭素材料への金

属クラスターの高分散

化 

糸井弘行 

2014 年 3 月 27 日 日本化学会第 94 春季

大会 

(口頭発表) 

メタロセンを前駆体と

した金属ナノクラスタ

ー担持ゼオライト鋳型

炭素の水素吸着挙動 

大嶽文秀、西原洋知、糸

井弘行、伊藤仁、京谷隆 

2014 年 4 月 16 日 

（公開日） 

J. Phys. Chem. C 

(学術雑誌) 

Experimental and 

Theoretical Study of 

Hydrogen/Deuterium 

Spillover on Pt-

Loaded Zeolite-

Templated Carbon 

Hirotomo Nishihara, 

Somlak 

Ittisanronnachai, 

Hiroyuki Itoi, Li-

Xiang Li, Kimichi 

Suzuki, Umpei 

Nagashima, Hiroshi 

Ogawa, Takashi 

Kyotani, Masashi Ito 

2014 年 4 月 25 日 

（公開日） 

水素の辞典 

(書籍, 朝倉書店) 

炭素材料による室温で

の可逆的水素貯蔵 

西原洋知、京谷隆、伊

藤仁、内山真 

2014 年 7 月 3 日 Carbon2014 (ポスタ

ー発表) 

Hydrogen Adsorption 

in Zeolite-Templated 

Carbon Decorated with 

Metal Nanoparticles 

Prepared by Using 

Metallocene as a 

Metal Source 

Fumihide Ohtake, 

Hirotomo Nishihara, 

Hiroyuki Itoi, 

Masashi Ito, Takashi 

Kyotani 

2014 年 8 月 19 日 XXIII International 

Materials Research 

Congress 2014 (招待

講演) 

Templated Nanocarbons 

for Energy Storage 

H. Nishihara, T. 

Kyotani 

2014 年 8 月 25 日 第 52 回炭素材料夏季

セミナー (ポスター

発表) 

フラーレンによる水素

スピルオーバー効果の

促進 

志村智哉、西原洋知、

大嶽文秀、京谷隆 

2014 年 11 月 1 日 10th International 

Conference on 

Separation Science 

and Technology 

(ポスター発表) 

Hydrogen Adsorption 

in Zeolite-Templated 

Carbon Decorated with 

Transition-Metal 

Nanoparticles 

Hirotomo Nishihara, 

Fumihide Ohtake, 

Hiroyuki Itoi, 

Masashi Ito, Takashi 

Kyotani 

2014 年 12 月 8 日 第 41 回炭素材料学会

年会,(Keynote 

Templated nanocarbons 

and carbon-coated 

Hirotomo Nishihara, 

Takashi Kyotani 
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lecture) materials for energy 

storage 

2014 年 12 月 8 日 第 41 回炭素材料学会

年会 

(ポスター発表) 

フラーレンをモデル担

体としたスピルオーバ

ー水素の直接分析 

志村智哉、方立駿、西

原洋知、大嶽文秀、京

谷隆 

2014 年 12 月 8 日 第 41 回炭素材料学会

年会 

(口頭発表) 

メタロセンを原料とす

る遷移金属担持炭素の

調製と水素貯蔵への応

用 

大嶽文秀、西原洋知、

糸井弘行、伊藤仁、京

谷隆 

2015 年 1 月 21 日 Pure and Applied 

Chemistry 

International 

Conference 2015 (招

待講演) 

Nanocarbons and 

composite materials 

for energy storage 

H. Nishihara, T. 

Kyotani 

2015 年 2 月 4 日 兵庫県立大学大学院

工学研究科物質系工

学専攻物質制御計測

科学研究グループ主

催招待講演会 

(招待講演) 

物理吸着とスピルオー

バーによる水素吸蔵 

西原洋知 

2015 年 6 月 26 日 第 4 回酸化グラフェ

ン研究会 

(招待講演) 

グラフェンから成る多

孔体とその酸化特性 

西原洋知 

2015 年 7 月 2 日 International 

Symposium on 

Zeolites and 

MicroPorous 

Crystals 2015 

(招待講演) 

Zeolite-Templated 

Carbons and Their 

Applications 

H. Nishihara, T. 

Kyotani 

2015 年 8 月 10 日 第 53 回炭素材料夏季

セミナー 

（ポスター発表） 

有機金属錯体を利用し

た多孔質炭素への金属

ナノ粒子の高分散化の

検討 

三岡雅尚、糸井弘行、

大澤善美 

2015 年 8 月 25 日 Special Seminar at 

University of 

Concepcion 

(招待講演) 

Nanocarbons and 

composite materials 

for energy storage 

H. Nishihara 

2015 年 8 月 28 日 Special Seminar at 

University of Chile 

Nanocarbons and 

composite materials 

H. Nishihara 
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(招待講演) for energy storage 

2015 年 11 月 18 日 10th International 

Conference on the 

Physical Properties 

and Application of 

Advanced Materials 

(基調講演) 

Synthesis of Novel 

Carbon Materials by 

Using Porous 

Inorganic Templates 

H. Nishihara, T. 

Kyotani 

2015 年 11 月 19 日 第 29 回日本吸着学会

研究発表会 

(口頭発表) 

微小な Ni クラスターを

担持した多孔質炭素の

水素吸脱着挙動 

西原洋知、大嶽文秀、

Castro-Muniz 

Alberto、糸井弘行、丸

山純、京谷隆 

2015 年 12 月 2 日 第 42 回炭素材料学会

年会  

(口頭発表) 

多孔質炭素に高分散さ

せた均一な粒径を有す

る微小金属ナノ粒子の

スピルオーバーを利用

した水素貯蔵特性の考

察 

三岡 雅尚、糸井 弘

行、大澤 善美 

2015 年 12 月 19 日 Pacifichem2015 

(招待講演) 

Preparation of 

carbon-based fusion 

materials and their 

applications 

H. Nishihara, T. 

Kyotani 

2016 年 5 月 26 日 第 78 回材料理化学セ

ミナー 

(招待講演) 

3 次元グラフェン構造体

の合成 

京谷隆 

2016 年 6 月 17 日 第６回酸化グラフェ

ンシンポジウム 

(口頭発表) 

高比表面積フラーレン

ポリエステルの合成 

針谷明夫、西原洋知、

大和田真生、京谷隆、

仁科勇太 

2016 年 6 月 26 日 The International 

Conference on Small 

Science (ICSS 2016) 

(招待講演) 

Graphene-based 3D 

frameworks for energy 

storage 

H. Nishihara, T. 

Kyotani 

2016 年 7 月 12 日 Carbon2016 

（ポスター発表） 

Nitrogen and boron 

co-doping in ordered 

microporous carbon by 

using hard template 

method 

Alberto Castro-Muñiz, 

Hirotomo Nishihara, 

Tetsuya Hirota, Mao 

Ohwada, Li Li-Xiang, 

Tetsuya Thuda, Susumu 

Kuwabata, Takashi 

Kyotani 

2016 年 8 月 3 日 SAGA-LS 研究成果報 Nanocarbons and 西原洋知、大嶽文秀、
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告会 

(口頭発表) 

composite materials 

for energy storage 

Castro-Muniz 

Alberto、糸井弘行、丸

山純、京谷隆 

2016 年 8 月 29 日 第 54 回炭素材料夏季

セミナー 

（ポスター発表） 

フラーレンを主成分と

した多孔質材料の合成 

針谷明夫、西原洋知、

大和田真生、Alberto 

Castro Muniz、京谷

隆、仁科勇太 

2016 年 8 月 29 日 第 54 回炭素材料夏季

セミナー 

（ポスター発表） 

ゼオライト鋳型炭素を

ベースとした水素貯蔵

材料の開発 

佐藤耀介、西原洋知、

Alberto Castro 

Muniz1、 糸井弘行、京

谷隆 

2016 年 11 月 4 日 EMN Phuket Meeting 

2015 

Graphene-based porous 

carbons for energy 

applications 

Takashi Kyotani, 

Hirotomo Nishihara 

2016 年 11 月 10 日 第 30 回日本吸着学会

研究発表会 

(招待講演) 

カーボン系材料のナノ

空間制御とエネルギー

貯蔵への応用 

西原洋知 

2016 年 12 月 7 日 第 16 回多元物質科学

研究所研究発表会 

（ポスター発表） 

多孔質フラーレンポリ

エステルの合成 

針谷明夫, 西原洋知, 

大和田真生, Alberto 

Castro-Muniz, 京谷隆 

2017 年 2 月 3 日 International 

Symposium on 

Materials for 

Chemistry and 

Engineering (IMCE 

2017) 

(招待講演) 

Template Synthesis of 

Graphene-Based 

Carbons for energy 

applications 

T. Kyotani, H. 

Nishihara 

2017 年 3 月 23 日 J. Phys. Chem. C 

(学術雑誌) 

Fine Dispersion of Pt4

－5 Subnanoclusters and 

Pt Single Atoms over 

Porous Carbon 

Supports and Their 

Structural Analyses 

with X-ray Absorption 

Spectroscopy 

H. Itoi, H. 

Nishihara, S. 

Kobayashi, S. 

Ittisanronnachai, T. 

Ishii, R. Berenguer, 

M. Ito, D. Matsumura, 

T. Kyotani 

2017 年 4 月 10 日 2017 International 

Forum on Graphene 

(招待講演) 

Template Synthesis of 

Graphene-based 

Nanocarbons as Energy 

Storage Media 

T. Kyotani 
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2017 年 5 月 24 日 「ナノ多孔性材料と

その産業応用」に関す

る先導的研究開発委

員会第 4回研究会 

(招待講演) 

炭素材料の空間空隙制

御 

京谷隆 

2017 年 6 月 9 日 電磁波励起反応場第

188 委員会平成 29 年

度第 1 回ワークショ

ップ 

(招待講演) 

炭素材料のナノ構造制

御と機能化 

京谷隆 

2017 年 7 月 20 日 6th Symposium on 

Challenges for 

Carbon-based 

Nanoporous 

Materials 

(招待講演) 

Graphene-based 

nanoporous carbons 

for energy 

applications 

T. Kyotani, H. 

Nishihara 
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発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2015 年 5 月 18 日 Chemical 

Communications, 

51, 10018 (2015) 

“A Li-Mg-N-H 

composite as H2 

storage material: A 

case study with 

Mg(NH2)2-4LiH-LiNH2” 

B. Paik, H.-W. Li, 

J. Wang, E. Akiba 

(投稿中) Dalton Transaction “KH-modified three-

component Mg(NH2)2-

LiNH2-LiH composites 

as promising hydrogen 

storage materials” 

Huai-Jun Lin, B. 

Paik, H.-W. Li, J. 

Wang, E. Akiba 

2015 年 9 月 26 日 エネルギーデバイス

増刊 

“水素吸蔵合金の最新開

発、応用動向と実用化へ

の課題” 

秋葉悦男 

2015 年 9 月 30 日 シーエムシーリサー

チ 

“第 3章 無機系水素貯

蔵材料の現状と課題”, 

水素社会実現に向けた水

素エネルギー技術とビジ

ネス展望 

秋葉悦男（分担執

筆） 

2016 年 1 月 1 日  化学と工

業 2016 年 1 月号 

“水素貯蔵技術” 秋葉悦男 

2016 年 2 月 10 日 CMC 出版 “第 10 章 水素貯蔵材

料開発動向”, 燃料電池

自動車の開発と材料 

秋葉悦男（分担執

筆） 

2015 年 8 月 13 日 IUPAC-2015 “Ti based Hydrogen 

Storage Materials for 

Mobile and Stationary 

Applications” 

秋葉悦男（招待講

演） 

2015 年 10 月 13 日 World Hydrogen 

Technology 

Convention 

(WHTC2015) 

“Hydrogen and Fuel 

Cell Developments in 

Japan” 

秋葉悦男（基調講

演） 

2015 年 10 月 15 日 World Hydrogen 

Technology 

Convention 

(WHTC2015) 

” Ti Based Hydrogen 

Storage Materials for  

Stationary and Mobile 

Applications” 

秋葉悦男（招待講

演） 

2015 年 12 月 18 日 Pacifichem “Crystal structure 

analysis of Nb doped 

Ti-V-Cr hydrogen 

秋葉悦男（招待講

演） 
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absorbing alloys using 

neutron diffraction” 

2016 年 2 月 26 日 International 

Symposium Hydrogen 

and Energy 2016 

“NITROGEN BASED 

COMPOSITE MATERIALS 

FOR HYDROGEN STORAGE” 

秋葉悦男（招待講

演） 

2015 年 9 月 18 日 日本金属学会秋期年

会 

“A comparative study 

on three-component Li-

/Mg-based 

amide/hydride 

composites for 

hydrogen storage” 

Huai-Jun Lin, 

2015 年 9 月 18 日 日本金属学会秋期年

会 

“燃料電池自動車用水素

貯蔵材料に関する研究” 

秋葉悦男 

2015 年 11 月 11 日 飛行機シンポジウム ”水素エネルギーの社会

への導入の道筋とその課

題” 

秋葉悦男 

2016 年 3 月 22 日 日本金属学会春期年

会 

“The Effect of Ce-

based Additives for 

Hydrogenation/Dehydrog

enation of 

Amide/Hydride 

Composites” 

Huai-Jun Lin, 

2016 年 6 月 8 日 International 

Journal of 

Hydrogen Energy, 

41, 8917-8924 

(2016). 

Activation of 

titanium-vanadium 

alloy for hydrogen 

storage by 

introduction of 

nanograins and edge 

dislocations using 

high pressure torsion 

Kaveh Edalati, 

Huaiyu Shao, Hoda 

Emami, Hideaki 

Iwaoka, Etsuo 

Akiba, Zenji Horita 

2016 年 8 月 22 日 

 

Dalton 

Transactions, 45, 

15374-15381 

(2016). 

Improvement of 

hydrogen storage 

property of three-

component Mg(NH2)2‒

LiNH2‒LiH composites 

by  

additives 

Huai-Jun Lin, Hai-

Wen Li, Biswajit 

Paik, Jianhui Wang, 

Etsuo Akiba 

2016 年 4 月 21 日 

 

The Road to a 

Hydrogen Society: 

Kyushu University 

Hydrogen Project: 

Etsuo Akiba 
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Prospects for 

Developing Zero-

Emission Fuel and 

Outlook for U.S.-

Japan Cooperation 

Challenges to realize 

a hydrogen society 

 

2016 年 5 月 28 日 分子状水素医学生物

学会設立記念大会 

水素社会に向けて 秋葉悦男 

2016 年 6 月 2 日 HydEM 2016 

Hydrides as energy 

materials 

Metal Hydrides: 

Fundamentals and 

application of 

interstitial hydrides 

Etsuo Akiba 

2016 年 6 月 15 日 21st World 

Hydrogen Energy 

Conference 2016 

Hydrogen storage 

property of three-

component LiNH2-

Mg(NH2)2-LiH 

composites 

E. Akiba,  

H. -J. Lin, H. -J. 

Lin, B. Paik, J. 

Wang 

2016 年 7 月 18 日 UNSW ‒ I2CNER 1st 

Energy Workshop 

Hydrogen storage for 

stationary and mobile 

applications 

Etsuo Akiba 

2016 年 8 月 11 日 15th International 

Symposium on Metal 

Hydrogen Systems 

(MH2016) 

Crystal structure and 

hydrogen occupation 

sites of Ti-V-Cr 

hydrogen absorbing 

alloys 

E. Akiba, S. Itano, 

H. Hirano, K. 

Ikeda, T. Otomo 

2016 年 8 月 11 日 15th International 

Symposium on Metal 

Hydrogen Systems 

(MH2016) 

Study on the Effect of 

Ce based Additives on 

Hydrogen Storage 

Properties of 

Amide/Hydride 

Composites 

Huai-Jun Lin,  

Hai-Wen Li, Etsuo 

Akiba 

2016 年 9 月 21 日 日本金属学会秋期大

会 

Ti-V-Cr-Nb 系 BCC 合金

の合成と評価及び中性子

回折測定 

板野祥大、池田一

貴、大下英敏、大友

季哉、秋葉悦男 

2016 年 9 月 21 日 日本金属学会秋期大

会 

Mg(NH2)2-LiNH2-LiH 複合

材料の水素吸蔵・放出特

性と添加物の効果 

 

村上弘樹、Lin 

Huaijun、秋葉悦男 

2016 年 9 月 22 日 日本金属学会秋期大

会 

V の水素化特性における

格子振動効果の第一原理

大谷紀子、桑原彰

秀、小川貴史、世古
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計算 敦人、田中功、松田

潤子、秋葉悦男 

2016 年 9 月 26 日 COMPO 研究会 水素エネルギー研究開発

の展望と課題 

秋葉悦男 

2016 年 10 月 25 日 NEDO 成果報告会 水素利用技術研究開発事

業／燃料電池自動車及び

水素ステーション用低コ

スト機器・システム等に

関する研究開発／燃料電

池自動車用水素貯蔵材料

に関する研究開発 

秋葉悦男 

2016 年 10 月 27 日 第 3 回日本金属学会

水素化物に関わる次

世代学術・応用展開

研究会 

Ti-V 合金の水素化特性

における格子振動効果の

第一原理計算  

大谷紀子, 桑原彰秀, 

小川貴史, 世古敦人, 

田中功, 松田潤子, 

秋葉悦男 

2016 年 11 月 10 日 公益社団法人福岡県

危険物安全協会 

平成 28 年度実務研

修会 

水素エネルギー社会実現

に向けて 

秋葉悦男 

2016 年 12 月 13 日 IEA/HIA Task 32 

Meeting, Berlin, 

Germany 

Metal based hydrides 

for stationary  

applications 

Etsuo Akiba 

2017 年 1 月 24 日 とやま次世代自動

車・エネルギーイン

フラ研究会  

燃料電池自動車普及と水

素社会実現を目指した安

全かつ効率的な水素輸送

と貯蔵 

秋葉悦男 

2017 年 2 月 3 日 I2CNER 

International 

Workshop: Hydrogen 

Storage 

Thermal driven cooling 

and heating supply 

technology 

Yoshinori  

Hamamoto 

2017 年 2 月 3 日 I2CNER 

International 

Workshop: Hydrogen 

Storage 

Studies of  

Hydrogen Storage 

Materials for 38 Years 

Etsuo Akiba 

2017 年 7 月 11 日 World Hydrogen 

Technology 

Convention 

Nitrogen based 

composite materials 

for hydrogen storage 

and effects of 

additives 

E. Akiba, H.-J. 

Lin, H. Murakami, 

R. Taninokuchi, H.-

W. Li 
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発表年月日 発表媒体 発表タイトル 発表者 

2014 年 7 月 4 日 2014 年度 JFCC 研究

成果発表会、(ポスタ

ー発表) 

第一原理計算による水

素吸蔵 Ti-V 合金の固溶

状態解析 

大谷紀子、桑原彰秀、小

川貴史、齋藤智浩、佐々

木優吉 

2014 年 9 月 25 日 日本金属学会 2014 年

秋期(第 155 回)講演

大会、(口頭発表) 

第一原理計算による

Ti1-xVxH2 の固溶状態解

析 

大谷紀子、桑原彰秀、小

川貴史、齋藤智浩、佐々

木優吉、世古敦人、田中

功、松田潤子、秋葉悦男 

2015 年 3 月 18 日 日本金属学会 2015 年

春期(第 156 回)講演

大会、(口頭発表) 

第一原理計算による Ti-

V 系合金の水素化特性解

析 

大谷紀子、桑原彰秀、小

川貴史、齋藤智浩、佐々

木優吉、世古敦人、田中

功、秋葉悦男 

2015 年 7 月 3 日 2015 年度 JFCC 研究

成果発表会、(ポスタ

ー発表) 

第一原理計算による水

素吸蔵合金の特性解析 

大谷紀子、桑原彰秀、小

川貴史、齋藤智浩、佐々

木優吉 

2015 年 7 月 27 日 新学術領域「ナノ構造

情報のフロンティア

開拓」第三回若手の

会、(ポスター発表) 

クラスター展開法によ

るTi1-xVxH2の固溶状態

解析 

大谷紀子、桑原彰秀、小

川貴史、齋藤智浩、佐々

木優吉、世古敦人、田中

功、秋葉悦男 

2015 年 9 月 18 日 日本金属学会 2015 年

秋期(第 157 回)講演

大会、(口頭発表) 

第一原理計算による Ti-

V-Mn 系合金の水素化特

性解析 

大谷紀子、桑原彰秀、小

川貴史、齋藤智浩、佐々

木優吉、世古敦人、田中

功、秋葉悦男 

2015 年 10 月 22 日 第二回水素化物に関

わる次世代学術・応用

展開研究会、(ポスタ

ー発表) 

第一原理計算による Ti-

V 系合金の平衡水素圧解

析 

大谷紀子、桑原彰秀、小

川貴史、世古敦人、田中

功、秋葉悦男 

2015 年 11 月 20 日 2nd INTERNATIONAL 

SYMPOSIUM ON 

FRONTIERS IN 

MATERIALS SCIENCE 

(FMS2015), (Poster) 

Cluster expansion 

studies of Ti-V 

dihydride solid 

solutions 

N. Otani, A. 

Kuwabara, T. Ogawa, 

A. Seko, I. Tanaka, 

and E. Akiba 
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1 
2014 年 3 月

25 日 
特願 2014-062815 

金属担持炭素材料お

よびその製造方法 

日産自動車、東北

大学 

 

 



●
背

景
/研

究
内

容
･目

的
●

実
施

内
容

／
研

究
成

果

●
今

後
の

課
題

実
施

項
目

目
標

計
量

ガ
イド

ライ
ン策

定
計

量
校

正
試

験
装

置
の

開
発

と技
術

検
証

の
タイ

ミン
グ

に
合

わ
せ

て
ガ

イド
ライ

ンの
策

定
を

行
い

、業
界

団
体

に
提

案
す

る
。ま

た
ガ

イド
ライ

ンの
適

正
化

を
進

め
る

。

重
量

法
に

よ
る

評
価

方
法

の
確

立

校
正

試
験

装
置

を
充

填
技

術
の

進
歩

に
即

して
、7

0M
Pa

、
82

M
Pa

用
の

開
発

と製
作

を
行

い
、試

験
装

置
を

使
用

した
実

水
素

ス
テ

ー
シ

ョン
で

の
技

術
検

証
試

験
を

実
施

した
結

果
を

ガ
イド

ライ
ンに

反
映

す
る

。

マ
ス

ター
メー

タ
法

に
よ

る
評

価
方

法
の

確
立

マ
ス

ター
メー

ター
法

校
正

装
置

の
開

発
と製

作
を

行
い

、実
証

設
備

及
び

実
水

素
ス

テ
ー

シ
ョン

に
て

試
験

を
実

施
し、

そ
の

検
証

方
法

を
ガ

イド
ライ

ンに
反

映
す

る
。

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

NE
DO

Hy
SU

T（
ガ

イド
ライ

ン）

タツ
ノ(

重
量

法
、代

替
流

体
法

）

岩
谷

産
業

（
マ

ス
ター

メー
タ）

産
総

研
（

技
術

全
般

助
言

）

九
州

大
(物

性
)

特
許

出
願

論
文

発
表

外
部

発
表

受
賞

等

9
0

２
１

0

実
施

項
目

成
果

内
容

自
己

評
価

計
量

ガ
イド

ラ
イン

策
定

業
界

団
体

に
採

用
され

、全
て

の
商

用
水

素
ス

テ
ー

シ
ョン

の
計

量
検

査
で

活
用

され
る

な
ど波

及
効

果
大

◎

重
量

法
に

よ
る

評
価

方
法

の
確

立

・法
令

照
会

で
の

行
政

指
導

に
沿

い
70

・
82

M
Pa

装
置

を
開

発
・完

成
・水

素
計

量
試

験
法

の
確

立

〇

マ
ス

ター
メー

ター
法

に
よ

る
評

価
方

法
の

確
立

・研
究

委
託

を
して

い
る

大
学

の
協

力
を

得
な

が
ら、

マ
ス

ター
メー

ター
法

に
よ

る
評

価
技

術
を

確
立

し、
水

素
ス

テ
ー

シ
ョン

に
て

その
実

用
性

を
確

認

〇

●
研

究
成

果
まと

め

(I
I-

11
)「

水
素

利
用

技
術

研
究

開
発

事
業

／
燃

料
電

池
自

動
車

用
及

び
水

素
ス

テ
ー

シ
ョン

用
低

コス
ト機

器
・シ

ス
テ

ム
に

関
す

る
研

究
開

発
／

水
素

ス
テ

ー
シ

ョン
に

お
け

る
水

素
計

量
管

理
方

法
に

関
す

る
研

究
開

発
」

●
実

用
化

の
見

通
し

佐
賀

大
(C

FD
解

析
)

（
背

景
）

20
15

年
の

燃
料

電
池

自
動

車
の

普
及

開
始

に
あ

た
り、

一
般

消
費

者
へ

の
水

素
販

売
を

視
野

に
入

れ
た

公
正

な
水

素
計

量
校

正
試

験
装

置
の

開
発

と試
験

方
法

の
確

立
が

必
要

で
あ

る
。

（
目

的
）

１
．

水
素

ス
テ

ー
シ

ョン
に

て
一

般
消

費
者

に
公

正
に

水
素

を
販

売
す

る
た

め
に

必
要

な
水

素
計

量
ガ

イド
ライ

ン
を

策
定

す
る

。
２

．
水

素
ス

テ
ー

シ
ョン

に
お

け
る

デ
ィス

ペ
ンサ

ー
部

の
水

素
計

量
部

に
関

して
、ト

レ
ー

サ
ビリ

テ
ィを

確
保

した
水

素
計

量
試

験
装

置
の

開
発

と評
価

方
法

の
確

立
を

お
こな

う。

(全
般

）
O

IM
L

R1
39

の
高

精
度

等
級

に
対

応
で

き
る

計
量

標
準

器
とし

て
の

装
置

開
発

と、
これ

に
よ

る
水

素
デ

ィス
ペ

ンサ
ー

の
計

量
性

能
の

向
上

（
マ

ス
ター

メー
ター

法
）

・通
信

充
填

等
の

82
M

Pa
充

填
時

に
お

け
る

計
量

評
価

お
よ

び
基

準
流

量
計

の
不

確
か

さ低
減

・設
備

能
力

の
維

持
管

理
を

含
め

た
低

コス
トに

お
け

る
計

量
ビジ

ネ
ス

モ
デ

ル
の

検
討

1
水

素
ス

テ
ー

シ
ョン

現
場

で
の

計
量

検
査

試
験

を
最

小
限

に
す

る
安

価
な

計
量

検
定

方
法

の
技

術
確

立
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の
方

法
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化
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。
2

技
術

確
立

され
た

成
果

に
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き
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ス
テ
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普
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計

量
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検
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１
．

全
て

の
水

素
ST

の
計

量
方

法
を

規
定

す
る

水
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計
量

ガ
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策
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業

界
団

体
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採
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され
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。
２

．
重

量
法

計
量

試
験

装
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を
法

令
照

会
で

の
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で

開
発

・製
作
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水
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ス
テ

ー
シ

ョン
で
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術
検

証
結

果
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い
た

水
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計
量

ガ
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ライ
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策
定

に
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立
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せ
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。
３

．
充

填
後

ノズ
ル

を
外

す
際

の
脱

圧
量

と器
差

の
関

係
を

実
際

の
水

素
ス

テ
ー

シ
ョン

で
の

技
術

検
証

試
験

結
果
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らか
に

した
こと

に
よ
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商

用
水

素
ス

テ
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シ
ョン

で
の

器
差

を
大

幅
に

精
度

改
善
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る
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き
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。
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．
フィ
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ル

ド評
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試
験
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24
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用
ST

16
0カ

所
余

りで
実

施
し、

安
全

性
の

確
認

に
向

け
た

デ
ー

タの
蓄

積
、情

報
収
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適
正
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情
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用
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て
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成

果
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査
結

果
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情
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し、
JI
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よ
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O
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の
中

に
反

映
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マ
ス

ター
メー

ター
法

に
つ

い
て

は
、ト

レ
ー

サ
ビリ

テ
ィー

体
系

の
検

討
を
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い
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正

設
備

お
よ

び
基

準
流

量
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の
製

作
を

行
った
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で
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ス

ター
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ター
の

評
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を
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え
、デ

ィス
ペ

ンサ
ー

試
験

に
て

評
価

方
法

を
確

立
した

。
７

．
水

素
に

よ
る
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タの
基

礎
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し、
代

替
流
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で
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影
響
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を
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成

果
ｻﾏ
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実
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期

間
：

平
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平
成

29
年

度
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・全
て

の
水
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ョン

の
計

量
管

理
方

法
を

規
定

す
る

ガ
イド

ライ
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成
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年

9月
に

作
成

し、
業

界
団

体
に

提
案

の
うえ

採
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され
、ス

テ
ー

シ
ョン

の
計

量
管

理
に

利
活

用
され

て
い

る
。

その
後

、水
素

ス
テ

ー
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ョン
の

検
証

試
験

結
果
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を
踏

ま
え

て
、ガ

イド
ライ

ンの
適

正
化

の
た

め
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イド
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ン
改

定
案

を
３
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作

成
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案
し、

水
素

ス
テ

ー
シ

ョン
の

計
量

管
理

に
貢

献
して

い
る

。
・重

量
法

水
素

校
正

試
験

装
置

を
法

令
照

会
に

基
づ

き
開

発
・製

作
し、

水
素

ス
テ

ー
シ

ョン
で

の
検

証
試

験
結

果
よ

りガ
イド

ライ
ン

策
定

・改
定

の
た

め
の

基
盤

情
報

とし
た

。
・「

自
動

車
用

水
素

燃
料

メー
ター

」の
JI

S化
お

よ
び

国
際

勧
告

で
あ

る
O

IM
L 

R1
39

「自
動

車
用

圧
縮

ガ
ス

燃
料

」の
改

正
に

お
い

て
、本

ガ
イド

ライ
ンを

開
示

す
る

とと
も

に
、本

事
業

の
技

術
成

果
及

び
調

査
結

果
の

情
報

を
提

供
し、

JI
Sお

よ
び

O
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L案
の

中
に
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映

され
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。
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ス
ター

メー
ター

法
は

、ト
レ

ー
サ
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テ

ィー
体

系
の

検
討

、校
正

設
備

の
お

よ
び

基
準

流
量

計
の

製
作

を
行

い
、マ

ス
ター
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ター

の
評

価
検

討
を

終
え

、デ
ィス

ペ
ン

サ
ー

の
評

価
方

法
を

確
立

した
。

委
託

先
：

(一
社

)水
素

供
給

利
用

技
術

協
会

,タ
ツノ

(株
)、

岩
谷

産
業

(株
)、

(国
)産

業
技

術
総

合
研

究
所

（
再

委
託

）

0
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課題番号：Ⅱ－11 
水素利用技術研究開発事業／燃料電池自動車用及び水素ステーション用低コスト機器・システムに関する

研究開発 ／ 

水素ステーションにおける水素計量管理方法に関する研究開発 
一般社団法人水素供給利用技術協（HySUT） 

株式会社タツノ 

岩谷産業株式会社 

国立研究開発法人産業技術総合研究所（AIST） 

１．研究開発概要 

水素供給インフラの先行整備に当たりFCVユーザーに対する水素販売が視野に入り、公平・公正な水素

販売取引を担保するため、水素流量計量の適切な管理が必要である。現在水素ステーションで用いられてい

る流量計はコリオリ式が主流であり、過去のNEDO 事業において流量計器差精度として±1％程度の結果

が得られているが、水素ステーションの充填圧力の上昇や、近年SAE国際規格で定められた充填プロトコ

ル（充填手順）に準拠した結果ではない上、水素ディスペンサーシステム固有の水素脱圧時のロス分などが

考慮された器差精度は計測された実例はない。また近年、計量分野においては器差精度評価ではなく不確か

さ評価に移行している。不確かさ評価によってトレーサビリティが担保されるので、国際的な商取引の整合

性が確保できる。 
将来のFCVおよび水素供給インフラの普及開始及び拡大に備え、水素計量方法や水素ディスペンサーの

評価方法の基準化・規格化を段階的に進め取引計量器化（計量法第 2 条に定める特定計量器化）に備える

必要がある。 
 
従って、本研究では、トレーサビリティを確保した水素計量をシステムとして確立するため、高圧水素計

量技術の開発と技術検証を行う。 
具体的には、2015年からのＦＣＶ及び水素ステーション普及開始への対応及び普及開始後の消費者への

水素販売を実現するために、トレーサビリティが確立されている重量法試験装置開発と検証方法の基準化

に取り組む。並行して国立研究開発法人産業技術総合研究所の有する気体流量国家標準にトレーサブルな

マスターメーター法による校正設備の構築及び臨界ノズルの最適化を行い、開発した重量法・マスターメー

ター法による評価・検証方法について、各水素ステーションにて確実に遂行されるよう、水素計量ガイドラ

インを策定し、業界団体等へ提言を行う。 
 
本研究開発は、一般社団法人水素供給利用技術協会（HySUT）、株式会社タツノ（以下 タツノ）、岩谷

産業株式会社（以下 岩谷産業）、国立研究開発法人産業技術総合研究所（以下 産総研）が協力し、更に

国立大学法人佐賀大学（以下 佐賀大）および国立大学法人九州大学（以下 九大）を再委託先として、以

下に示す研究テーマの取り組みを実施するものである。 
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以下に、研究開発内容テーマを記す（カッコ内は担当社）。 

(1)重量法およびマスターメーター法による水素計量に係る水素計量ガイドライン案の策定（HySUT） 

(2)重量法による評価方法の確立（タツノ、HySUT）（JXTGエネルギー、ENAA、岩谷産業、東京ガス、東邦 

ガスは平成27年度まで） 

(3)マスターメーター法による評価方法の確立（岩谷産業、産総研） 

(4)代替流体による校正方法（出荷前検査）の検証、基準化（タツノ） 

(5)高圧水素特性解明による臨界ノズルの最適化と不確かさ低減のための CFD 解析（岩谷産業、産総研）

（再委託先：佐賀大、九大） 

(5)-1 CFD解析による臨界ノズル内流動特性の解明（担当：国立大学法人佐賀大学） 

(5)-2 高圧水素物性の解明（担当：国立大学法人九州大学） 

 
図１に本事業の研究体制を示す。 
なお、図中の番号（1）～(5)は上記の役割分担に相当する。 
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＜平成27年度までの体制図＞ 

 

 

            

            

                         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1-1 研究体制スキーム（委託期間：平成25年5月1日から平成28年3月31日まで） 
  

岩谷産業株式会社 

研究実施場所：兵庫県尼崎市 

研究開発内容の以下の項目について統括、調査、技術開発、各種データの検討および

取りまとめを行う。              

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(3) (5) 

Ｎ

Ｅ

Ｄ

Ｏ 

委託 

株式会社タツノ 

研究実施場所： 神奈川県横浜市 

研究開発内容の以下の項目について統括、調査、技術開発、各種データの検討およ

び取りまとめを行う。 

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(2)(4) 

佐賀大学（再委託先） 

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(5)-1  

九州大学（再委託先） 

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(5)-2  

産業技術総合研究所 

研究実施場所： 茨城県つくば市 

研究開発内容の以下の項目について統括、調査、技術開発、各種データの検討および

取りまとめを行う。              

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(3) (5) 

東京ガス（研究分担先）実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(2) 

JXTG ｴﾈﾙｷﾞｰ（研究分担先）実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(2) 

東邦ガス（研究分担先）実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(2) 

岩谷産業（研究分担先）実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(2) 

エンジニアリング協会（研究分担先）実施項目（研究開発の内容に記載の

番号）(2) 

水素供給・利用技術研究組合（HySUT）＜代表幹事＞ 

研究実施場所：本部（東京都港区） 

研究開発内容の以下の項目について統括、調査、技術開発、各種データの検討および

取りまとめを行う。 

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(1)、(2)、(3) 

プロジェク

トリーダー 
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＜平成28年度以降の体制図＞ 
 
 

            

            

                         

 

 

 

 
 
 
 
 
 
   
 
 
 

 
 

  
 
 

 
 
 

図1-2 研究体制スキーム（委託期間：平成28年4月1日から平成30年2月28日まで） 
 

 

  

一般社団法人 水素供給利用技術協会（HySUT）＜代表幹事＞ 

研究実施場所：本部（東京都港区） 

研究開発内容の以下の項目について統括、調査、技術開発、各種データの検討および

取りまとめを行う。 

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(1)、(2)、(3)-1 

岩谷産業株式会社 

研究実施場所：兵庫県尼崎市 

研究開発内容の以下の項目について統括、調査、技術開発、各種データの検討および

取りまとめを行う。              

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(3) 

Ｎ

Ｅ

Ｄ

Ｏ 

委託 

株式会社タツノ 

研究実施場所： 神奈川県横浜市 

研究開発内容の以下の項目について統括、調査、技術開発、各種データの検討およ

び取りまとめを行う。 

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(2)(4) 

佐賀大学（再委託先） 

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(3)-2-1  

九州大学（再委託先） 

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(3)-2-2  

産業技術総合研究所 

研究実施場所： 茨城県つくば市 

研究開発内容の以下の項目について統括、調査、技術開発、各種データの検討および

取りまとめを行う。              

実施項目（研究開発の内容に記載の番号）(3) 

プロジェク

トリーダー 



成果詳細-(474) 
 

２．研究開発目標 

 
(1)重量法およびマスターメーター法による水素計量に係る水素計量ガイドライン案の策定（HySUT） 
HySUT内に「水素計量基準検討会」を設置し、重量法、マスターメーター法それぞれの実施者よりの成

果報告を基に、運営中の水素ステーションの水素計量器の検定周期等を踏まえ、水素計量ガイドラインを策

定する。また、水素計量上の誤差となる水素ステーションの脱圧ロス量を把握し、試算値との比較・検証を

行い、水素計量ガイドラインの計量試験方法等に反映させる。 
 
(2)-1重量法による評価方法の確立（タツノ、HySUT）、（JXTGエネルギー、ENAA、岩谷産業、東京ガ

ス、東邦ガスは平成27年度まで） 
重量（質量）測定のトレーサビリティは既に確立しており、トレーサビリティの観点からは速やかに実施

することが可能である。しかしながら、70MPa級と高圧化して重量増加した試験容器への水素充填におい

ては、充填する水素の重量比率が小さいこと、更に屋外測定のため風等の影響、また高圧ガス保安法など法

的規制への適合等の問題があり、いかに高い検証精度を得られるかが課題である。 
 2015年の燃料電池自動車普及開始に間に合わせるために、水素ステーションでの充填比較に適した試

験容器及び秤量器を設計・製作し、水素ステーションでの検証試験を実施し、水素計量ガイドラインに必要

なデータを収集して，利用可能な形で提示する。 
JPEC S0003（2014）では70MPa超の82MPa充填が可能となる。計量試験装置もこれに対応する必要

があり、先の70MPa装置の成果を踏まえてgtr容器を搭載した計量試験装置を新規開発する。 
この新装置を用いて 82MPa 化 ST の検査もガイドラインに従い実施、そのデータをフィードバックし

て、ガイドラインを更新し向上させて行く。 
 
(2)-2 重量法による82MPa計量充填の評価方法の確立 
新しい水素充填プロトコルである JPEC S0003（2014）では 70MPa 超の 82MPa 充填が可能となる。

計量試験装置もこれに準拠した水素充填に対応する必要があり、先の70MPa装置の成果を踏まえてgtr容
器を搭載した計量試験装置を新規開発する。 
この新装置を用いて82MPa化されたSTの検査もガイドラインに従い実施、そのデータをフィードバッ

クし、ガイドラインを更新し向上させて行く。 
 
(3)マスターメーター法による評価方法の確立（岩谷産業、産総研） 
マスターメーターは水素の流量を計測することにより水素の充填量を算出する為、水素流量のトレーサ

ビリティを確保する必要がある。しかしながら現状設備では低圧・小流量域のみであり、水素ステーション

にて利用される様な高圧・大流量域まで範囲を新たに構築する必要がある。 
産総研が所有する国家標準にて臨界ノズル式標準流量計から系統付けされた標準流量計でマスターメー

ターを校正することで、トレーサブルなマスターメーターを得る。このマスターメーターを水素ステーショ

ンに持込み、各ステーションのディスペンサーの検査を実施し、水素計量ガイドラインに必要なデータを収

集して，利用可能な形で提示する。 
 
(4)-1  代替流体による校正方法（出荷前検査）の検証（タツノ） 
メーカーによる水素流量計及び水素ディスペンサーの製造において、流量計への特性値（K値）の値付け
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と、出荷時のに計量精度検査が必要である。このとき、全ての流量計、ディスペンサーについて水素ガスで

の試験を義務付けることは、安全上から大掛かりな設備と工数時間が掛かり、多大なコストが必要となる。

このコストは水素ステーションの建設費、運営費に反映され、燃料電池自動車の普及を妨げることが懸念さ

れるため、代替流体による校正・検査を行なえる事が必要である。 
 
(4)-2  流量計の水素による校正方法と代替流体における代替手法の確立代替流体を用いた校正方法は、

精度に影響ので、影響度の確認とその補正について検証する必要があり、予め指針を示し、これに従い行う

のが重要である。このために、流量計や計量器への各影響因子についてデータを取り評価する。評価は、流

量計又はディスペンサーを水素及び代替流体を用いて検査装置，検査方法手順について条件を変えて校正

を実施し，本研究の中で製作した重量法計量精度評価装置と、マスターメータ法の校正装置、および校正装

置で校正した流量計とを比較検証し、利用可能な形でデータを提示する。 
 
(5)高圧水素特性解明による臨界ノズルの最適化と不確かさ低減のためのCFD解析（岩谷産業、産総研）

（再委託先：佐賀大、九大） 
(5)-1 CFD解析による臨界ノズル内流動特性の解明（担当：国立大学法人佐賀大学） 
水素の高圧(高レイノルズ数)領域における流出係数がノズル上流のよどみ点状態の圧力の増加とともに

減少することが実験的に示されている．しかしながら，この原因については明らかにされていない．本プロ

ジェクトは，実在気体効果を考慮したCFD解析を行い，流出係数に及ぼす状態方程式や乱流モデルの影響

を音速も含めて精査するとともに，ノズル形状の影響や質量流量と背圧の関係等の関係を明らかにする．ま

た， 他のガス種（窒素，ヘリウム）の広範囲圧力領域での流出係数と，水素の場合の流出係数との比較を

行い，予測精度に及ぼすガス種等の影響を推定し，不確かさの低減を行う．さらに，臨界背圧比以下の領域

において，流動場（水素，窒素，ヘリウム）に及ぼすノズル上流側よどみ点での圧力および質量流量等の効

果を調査し，流出係数の予測精度の向上を目指す．これらの結果を踏まえて，臨界ノズル内の高圧水素特性

の解明による最適化と不確かさ低減化を目指す。 
 
 (5)-2 高圧水素物性の解明（担当：国立大学法人九州大学） 
高圧領域の物性及び動的挙動を解明し，その音速挙動等を正確に反映させることにより，高圧領域での直

接校正が可能となり，不確かさが1 %台に改善される可能性が期待される。九州大学において100 MPa高

圧水素供給設備を用いて，高圧水素の物性データベースを提供してきた実績があり，本プロジェクトでは音

速推定の観点から，さらに詳細な物性データ取得を行い，佐賀大学においてその動的挙動を

CFD(Computational Fluid Dynamics：数値流体力学)にて解析することにより，高圧領域の音速を正確に

推定することが可能であると期待される。さらに，CFDにより推定された物理量をマスターメーター校正

装置において比較・検証することにより，不確かさ1 %台の実現を目指す。 
 
３．研究開発成果 

３．１ 研究開発成果、達成度 

 (1)重量法およびマスターメーター法による水素計量に係る水素計量ガイドライン案の策定（HySUT） 
水素計量誤差に繋がる脱圧ロス量を水素ステーションで把握し、水素計量器だけでなく、ディスペンサ

ー部も考慮した水素計量システムを対象とした水素計量ガイドラインを水素計量基準検討会での議論や広

くインフラ業界メンバーの意見を踏まえて、平成 26 年 9 月に完成させた。その上で、業界団体に提言し、
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平成 26 年 12 月にガイドライン化され、全ての商用水素ステーションで利用されている。さらに、各水素

ステーションでのデータを収集・分析し、より適正なガイドラインとすべく、下記の表のように、３回にわ

たって改定案を作成した。 
 

ガイドライン案（承認日） 主な改定ポイント 
初版（平成26年9月30日）          － 
改定版①（平成27年12月28日） STの82MPa試験対応を追加（付属書B：外挿法） 
改定版②（平成28年3月16日） 検査充塡装置ガイドラインの追加 
改定版③（平成29年2月22日） JISとの用語統一、付属書Bの修正 

 
また、経済産業省で主導している「自動車用水素燃料メーター」の日本工業規格（JIS）化において、

2015年度に設置されたJIS原案作成委員会に、当該事業での成果である水素計量ガイドラインを開示する

とともに、委員として事業の技術成果及び調査結果を情報提供するなどして協力した結果、平成28年5月

20日に JIS B 8576として制定された。さらに、国際規格であるOIML-R139（車両用圧縮ガス燃料計量

システム）を改定し、水素計量システムに対応させるための新規プロジェクトに協力し、当該事業での情

報・成果を提供するとともに、OIML国内ワーキンググループおよびOIML国内委員会に委員として参加

して、OIML-R139 改定に向けてのワーキングドラフト（WD）およびコミッティドラフト（CD）を完成

させ、世界の関係各国に提案した。このように標準化の分野では、当初計画を大きく上回る達成度と波及効

果を得られたと考えている。 
 

(2)重量法による評価方法の確立（タツノ、HySUT、JXTG エネルギー、ENAA、岩谷産業、東京ガス、

東邦ガス） 
(2)-1 水素計量における重量法（衡量法）における質量計測 
水素は最も密度の低いガスであるため、エネルギー密度を高めて車両充填するためには超高圧にする必

要がある。水素を扱う超高圧の容器は水素脆性などの材料的な問題もあり、強度上から重量が非常に重くな

る。 充填では軽い水素を重たい容器に詰めて計量する必要があるため、重量物を計れて超高精度な水素防

爆であるハカリが必要であり、メーカーの協力により特殊ハカリを開発し、供給いただいた。このハカリの

能力は400kgの総重量に対して、±1gの精度を水素防爆下で得られるものである。計量証明には特定計量

器が必要であるが、特定計量器は重力加速度の影響から固定使用が基本であり、現地検査で水素に使用でき

る特定計量器は存在しないので、ハカリ装置は重力加速度、空気密度、環境影響などに対応し、現地で、ト

レーサビリティのとれた標準おもりとJISによる校正方法で校正してから計量検査を行うようにしている。 
 
(2)-2 計量装置における測定環境対応と安全対応 
屋外にて計量を実施するため、温度、湿度、気圧、振動、風、雨、など多くの外乱を排除するために、

特殊な 2 重のケースに収めるなどの工夫をした。振動の緩衝し、雨風を防ぎ温度湿度の影響を最小限にし

た。使用するタンクは、ハカリの能力の制約があり、鋼製のタンクではなく、実績のある軽量の車両用容器

を用いる必要があった。 高圧ガス保安法上の７条３ステーションにおいて充填の対象は車輛であること

から、検査充填を行うため、車両に固定した容器以外の高圧ガス容器に、「充填」、「品質」、そして「計量」

の３検査において検査充填をすることができることを、高圧ガス保安室に照会いただいた上で、製作、申請
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を行った。 装置には、ガス検知器などの安全管理機器や覆いを設けて、安全な状態を保ちながら充填する

ため常時監視を行う。ここで、充填状態での移動はせずに計量検査終了後、速やかにかつ安全に、大気圧近

くの低圧への脱圧を行う。 このような諸条件を勘案した装置とその運用が決められ、計量充填が可能とな

った。これらの条件はマスターメーター法にも通じる部分が多々あり、開発した装置技術、運用技術は今回

だけでなく、今後も役立つものと考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 重量法におけるトレーサビリティ 
 
(2)-3 基礎試験 
装置の健全性、安全性を確認することは、非常に厄介な問題で困難であったが、HyTRECが運用開始さ

れて可能になった。 HyTRECで、水素による実使用状態での充填試験を実施して装置自体の健全性を確

認した。 試験内容としては ①気密、耐圧試験 ②安全装置の作動、監視状況の確認 ③装置の機能確認 

④ハカリの能力（使用モード、10g、1g、0.1gの確認、校正確認）⑤外乱（温度、湿度、気圧、風、振動な

ど）の影響の確認 があげられる。 これらにより、装置の改良点を明確にし、主に運用面での改造を数回

にわたり実施し、安全に効率よく、確実な計量試験が可能になった。 
水素充填プロトコルのJPEC S0003（2014）が発効し、82MPa充填が可能となり、計量でもその対応

が必要になったため、gtr 容器を車メーカーより特別に提供いただいて、新たな計量試験装置を開発した。

この装置は車輛になっており、自走できて設置が容易になっている。（2014）プロトコルに対応した通信充

填も搭載しており、装置の制御や監視の自動化し記録も出来るようになっているなど、先の装置開発の成果

を生かして多くの改良が加えられている。HyTRECとJERIでの安全検証、複数ステーションの協力によ

る、70MPa装置と、82MPa装置車輌の比較実証試験で検証をして、2014プロトコル対応化が済んだステ

ーションにつき、フィールドでの運用を始め、データの収集分析を深めている。 
 
(2)-4 82MPa充填プロトコル対応（H28～29） 
水素充填プロトコルのJPEC S0003（2014）が発効し、82MPa充填が可能となるので、計量でもその対

応が必要なため、gtr容器を車メーカーより特別に提供いただいて、新たな計量試験装置を開発した。この

装置は車輛になっており、自走できて設置が容易になっている。（2014）プロトコルに対応した通信充填も

搭載しており、装置の制御や監視の自動化し記録も出来るようになっているなど、先の装置開発の成果を生

かして多くの改良が加えられている。 車用gtr容器を充填試験に用いるため、充填性能、水素品質並びに

水素計量に於ける検査充填が可能とするため、法的な通達を頂き、更に「検査充填ガイドライン」を制定し

て、運用できるようになった。 本計量試験装置もこの検査充填ガイドラインによる初めての検査充填装置

であるが、車載仕様になっているところが更に新しい試みになっている。 装置完成に於いては、HyTREC

        

   標準錘    ⇒ 校正 ⇒ 計量試験装置（ハカリ） 
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とJERIでの実水素を用いて、充填試験を実施して十分安全に使用できることを確認検証し、実用に供する

ものとなった。 
 

 
 

(2)-5 重量法の実証試験 
HySUT 実証水素ステーションの千住ST、海老名ST、とよたエコフルST において、計量充填の試験

を実施し、季節も含めて各種充填条件による試験により、計量への影響因子の分析をした。 
影響因子としては ①脱圧ロス量 ②計量システムの構成 ③充填ディスペンサー能力制御仕様（プレ

クール温度、昇圧率制御等）④外乱（温度変化、湿度変化、気圧変化、風、振動、他）⑤繰り返し性 ⑥人

的要因 など多岐にわたる。実証実験の結果に基づき、水素計量ガイドライン策定に向けた必要なデータ提

供を行った。 
当初より脱圧ロス量の影響が大きいと考えられ、それがこの実証試験で確認されたのは大きな成果であ

る。また脱圧ロス量は早期に大きく改善できる部分だということも分かった。本プロジェクトの実証試験結

果と策定した計量ガイドラインの情報はNEDOの成果報告などを通じて、運用社やメーカーの知るところ

となり、立ち上げ最中であった商用ステーションにおいても、脱圧ロス量の改善がなされ、すべての商用ス

テーションで25g以下に抑えられるに至った事による水素計量性能向上への寄与は多大である。 
 

(2)-6 データの収集確認 
水素 ST のシステム構成は、設置場所、設置時期、エンジニアリングメーカ、計量機メーカ、使用機器

などにより大きく異なっているのが実情であり、その影響を反映した性能となる。 また、水素STでの水

素計量充填試験は、(2)-2 の状況から日に数回が限度であるため、実証試験でのデータだけでは内容が非常

に限られており、実態の把握に至らない。そこで、全商用水素ステーションの計量精度について、開発した

同計量試験装置を使用して試験を行っていただき、提供されたデータを分析した。 その結果、H27 年度

オープンした水素 ST の脱圧ロス量は 25g 以下に抑えられ、脱圧ロス量の補正を行った場合、数ｇ程度に

バラツキは抑制されている。残るバラツキは充填制御などの影響とみられる。 これらにより、重量法の試

験方法と運用に関して、目的を達成できたことが実証されたと考える。また、この中で装置自体の改良点も

いくつか見つかっており、順次改良している。 まだまだ、データ数量は少なく解明できてないバラツキが

残っている。JIS規格化、OIML勧告の計画の中で精度の向上が望まれており、更なる研究が必要となる。

環境の変化に即して技術も進化させて行くことが肝要である。 
 

   

   82MPa計量充填試験車輌装置 
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(2)-7 82MPa装置の検証と従来装置の整合性確認、82MPa移行ステーションデータ収集分析 
順次切り替わる複数の(82MPa ステーションの協力による、70MPa 装置と 82MPa 装置車輌の比較実

証試験で精度性能の検証をし、性能に遜色ない同レベルの検査試験が可能で、検査データの一貫性が取れる

ことを確認した。2014プロトコル対応化が済んだステーションにつき、フィールドでの検査試験運用を開

始し、データの収集とその分析を深めている。 1年目、2年目になるステーションデータの分析では、多

くに変化が無い物の、一部に変化の明確なステーションが見られた。ステーションシステム側の装置や部品

に生じたトラブルの影響しているものがあり、修理により性能は戻る。このことから、定期的な計量性能の

確認はやはり必要であることが、裏付けられた。 また、一部で許容誤差内であるものの、原因不明の性能

変化が見られる。これが経年変化であるかどうかについては、追跡調査が必要で、その結果次第で検査周期

について、想定することが出来るようになる。 
 

(3)マスターメーター法による評価方法の確立（岩谷産業、産総研） 
(3)-1 トレーサビリティ体系の構築と基準流量計の選定 
マスターメーター法はトレーサビリティが確保された流量計（マスターメーター）を用いて、ディスペン

サーの充填量を評価する方法である。流量計のトレーサビリティの区分は「流量」として区分されており、

水素ステーションにおける水素の充填量の評価を実施する事から、水素ガスを用いて、マスターメーターは

値付けをされている必要がある。 
マスターメーターの使用範囲は水素ステーションで使用されている条件と同等の条件（最大流量 

3.6kg/min、最大圧力 82MPa、最低温度 -40℃）にて、値付けを行う必要がある。日本における流量の国

家標準は産総研が所有する気体流量標準であり、そこで値付けされた臨界ノズルが供給されている。産総研

が供給する最大流量は 0.1kg/min（@700kPa_abs）である事から、計測流量を 0.1kg/min から 3.6kg/min
までおよび最大圧力を 700kPa_abs から 87.5MPa まで拡張する必要がある。しかしながら、拡張の方法、

基準流量計、流量校正設備などがこれまで検討されていない事や設備がない事から、これまでは水素流量計

においてトレーサビリティの確保されたものは低圧小流量に限られていた。 
産総研が所有する気体流量標準を 1 次基準、ディスペンサーを評価する流量計を 3 次基準とし、その間

を結ぶ流量計を 2 次基準とした（図 3-1）。2 次基準流量計は海外の標準機関でも標準流量計として利用さ

れている臨界ノズル式の流量計とした。3次基準流量計はステーション等で利用されているコリオリ式の流

量計を選定した（2次基準流量計にて値付けされる事によりトレーサビリティが確保され、マスターメータ

ーとなる）。 

 
図3-1 トレーサビリティ体系と基準流量計 
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2次標準流量計は仕様の異なる3台の流量計を用いる事で、流量の拡張および圧力の拡張を行った。産総

研にて供給されたノズル（最大計測流量 0.1kg/min）を10本まとめて使用することが可能な流量計を2.1
次基準流量計（マルチノズル式臨界ノズル流量計）とする（これまで岩谷産業では本流量計を用いて、流量

計に関する研究開発を実施してきた。）。これにより最大計測流量を 0.1kg/min から 1.0kg/min まで拡張さ

れる。さらなる流量の拡張として、最大計測流量 0.36kg/min となる臨界ノズルを10本まとめて使用する

事が可能な流量計を 2.2 次基準流量計（マルチノズル式臨界ノズル流量計）とする。それぞれのノズルは

2.1次基準流量計を用いて値付けを行う事で、トレーサビリティの確保を行う。これにより、最大計測流量

を 1.0kg/min から 3.6kg/min まで拡張される。2.2 次基準流量計は流量拡張を主目的とした事から最大使

用圧力を0.9MPaとした。使用圧力の拡張として、最大使用圧力 82MPa となる臨界ノズル式流量計を2.3
次基準流量計とする。2.3次基準流量計は2.2次基準流量計にて値付けを行う事でトレーサビリティの確保

を行う。2.3次基準流量計に供給される水素ガスは最大82MPaであるが、2.3次基準流量計を通過後に2.2
次基準流量計の使用圧力まで減圧させ供給する事により、評価試験は可能となる。2.3次基準流量計を用い

て、3次基準流量計にあたるコリオリ式流量計の値付けを行う事で、コリオリ式流量計はマスターメーター

として使用する事が可能となる。 
表3-1 2次基準流量計の仕様 

 2.1次基準 2.2次基準 2.3次基準 

種類 
マルチノズル型 

臨界ノズル式流量計 
最大ノズル本数 10本 

マルチノズル型 
臨界ノズル式流量計 
最大ノズル本数 10

本 

シングルノズル型 
臨界ノズル式流量計 

 

計測流量範囲 0.05-1.0kg/min 0.15-3.6kg/min 0.5-3.6kg/min 
最大使用圧力 700kPa_abs 0.9MPa 82MPa 
上位基準流量計 １次基準 2.1次基準 2.2次基準 

その他 
既存流量計 
（国内唯一） 

新規製作 
（世界初） 

新規製作 
（世界初） 

 
(3)-2 基準流量計の評価試験（値付け） 
各基準流量計の評価試験は試験設備より供給された水素ガスを減圧弁にて試験圧力にて調整を行い、評

価対象となる基準流量計に供給される。評価対象となる基準流量計通過後は上位基準流量計へ供給され、使

用した水素は必要に応じて大気放出する。 
ISO9300 型臨界ノズルにおいてはこれまで様々な研究がされており、ガス種、ノズル径、試験条件によ

らず理論レイノルズ数を基にノズル特性である流出係数を求められている。これらの知見を基に低圧領域

において大流量を発生させるノズルおよび計測機器等をシステム化した 2.2 次基準流量計の製作を行い、

各ノズルの値付けを岩谷産業㈱が所有する 35PMa 流量計評価試験設備および日本自動車研究所（JARI）
にて試験を実施した。これにより、世界初となる水素にて値付けされた最大流量 3.6kg/min を計測する事

が可能な流量計である。 
また産業技術総合研究所に最大供給圧力35MPaまで高圧水素の供給が可能であり、2.1次基準流量計を

常設する事で最大の標準発生流量を 1.0kg/min まで発生させる事が可能な、高圧水素流量計校正設備を設

置し、国内で唯一の高圧水素を計測する事が可能な設備とした。 
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同様に 2.3 次用の臨界ノズルについても設計および製作を実施した。ISO9300 型臨界ノズルにおける水

素での高圧特性を用いた試験に関する研究は少なく、過去に産業技術総合研究所にて行われた結果を基に

ノズル径の選定を行い、2.3 次基準流量計の製作を行った。2.3 次基準流量計は高圧領域にて使用する事か

ら、シングルノズルタイプとし、各ノズルの値付けを公益財団法人水素エネルギー製品研究試験センター

（HyTReC）およびJARI にて試験を実施した。ISO9300型ノズルにおいて高圧水素を用いての評価によ

り、ノズル特性を表す流出係数においては高圧領域かつ水素を用いた際には特異的な結果を示す事が新た

に示された。また、高圧水素を長時間安定して供給を行うための蓄圧器、高精度制御用減圧弁等の導入や大

気圧程度で放出される2.2次基準流量計の水素ガスを安全に放出させる水素用100m3級ガスバックを新た

に設ける事により、水素での高圧領域での評価試験が可能となった。これにより、世界初となる水素にて値

付けされた最大流量3.6kg/minを計測する事および最大圧力 82MPaで使用する事が可能な流量計である。 
3次基準流量計は水素ステーションにて使用する事が可能であるコリオリ式流量計とし、値付けには2.3

次基準流量計を用いて行い、HyTReCおよびJARIにて評価試験を実施した。2.3次基準流量計にて発生さ

せた標準流量を、高圧用熱交換器を用いる事により-40℃まで冷却し高圧・大流量・低温にした水素を試験

体となるコリオリ流量計に供給する事により評価試験が可能となった。これにより、世界で初めて高圧大流

量領域におけるトレーサビリティが確保され、計測の確からしさを示す不確かさにおいて3%程度の能力を

持つ事が示された流量計（マスターメーター）となった。 
これらの試験が可能であり、各基準流量計の値付けが可能である事が試験により証明された事により国

内における水素を用いた高圧大流量域までの「流量」におけるトレーサビリティ体系が構築される。 
 

(3)-3水素ステーションにおけるディスペンサー評価 
上記、事前に評価試験設備にて評価されたコリオリ流量計であるマスターメーターを用いてディスペン

サーの評価試験を水素ステーションにて実施した。試験方法は、ディスペンサー出口からマスターメーター

評価装置を介して高圧水素容器へ行うというFCVと同様の充填方法にて充填を行い、その際のディスペン

サーおよびマスターメーター評価装置にて計量された充填量の比較を行った。また、高圧容器およびハカリ

が搭載されている重量法試験装置を用いて、重量法による充填量の計量も行う事でマスターメーター法と

重量法によるクロスチェックを行った。これらの結果、マスターメーターによる基礎評価技術は確立でき

た。 
 
(4) 代替流体による校正方法（出荷前検査）の検証、基準化（タツノ） 
水素は高圧ガスで危険物である、安全に取り扱う作業と、設備や人的な要素運用などで非常な制約が受

け、機器の製造上、管理上、運用上の重い負担となっている。これを打開する手法に代替流体試験がある。

水素を使わずとも安全性、健全性、そして機能、能力、性能を確認できるのが望ましい。装置機器は窒素や

ヘリウムにより高圧ガスによる試験が可能である。流量計であるコリオリメータは質量流量計であるので

水による代替が可能であると考えられる。しかしながら、水で校正したコリオリ流量計が、実際の使用状態

の水素で計量精度を確認した事例はないため確証の実例が無い状況で、代替流体試験での性能確認の可否

が問われている。本事業では、代替流体相互で試験を行い、水素においては実使用状態・条件でコリオリ流

量計の計量充填を行って、流体代替確証を得るのが目的である。 。 
(4)-1 水素を用いた校正方法の研究 
 NREL の協力が得られたので、トレーサビリティの採れた衡量法試験装置を用いて、流量計の校正デー

タの取得を試みた。 装置自身の精度はあるものの、実流試験では、振動などの環境外乱の影響を受けやす
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いことが分かった。温度因子や、圧力因子も校正精度に影響が大きいことが分かり、防振や、温度安定化な

どと繰り返し性に関するデータ数の効果などを把握し、改善を施し、再度、校正方法と、検査方法について

検討し、各種条件におけるデータを取得し、分析を行った。 
(4)-2 水素による検査への試験条件の影響、代表的な代替流体との相関性の確認 
 ステーションを模して、ディスペンサーと重量法試験装置との間に被試験コリオリ流量計をシリアルに

接続して、各種条件で充填で校正を実施、各因子の影響と相関について検討しする、これらを基に 
 
(5)高圧水素特性解明による臨界ノズルの最適化と不確かさ低減のための CFD 解析（岩谷産業、産総研）

（再委託先：佐賀大、九大） 
(5)-1 CFD解析による臨界ノズル内流動特性の解明（担当：国立大学法人佐賀大学） 
2 次基準流量計として選定した臨界ノズル式流量計はこれまで低圧力では多くガス種にてその特性を評

価されてきたが、高圧水素における特性についてはほとんどされていない。高圧領域に対応したノズルの製

作および評価を行う場合には多く時間と費用がかかることから、CFDによりノズルの形状が流量計測に与

える影響について評価を行った。 
CFDによる評価を行うにあたり、高圧域における状態方程式および乱流モデルの選定を行う必要がある

為、高圧領域における過去の実験結果と各モデルの計算結果を比較した。その結果、状態方程式では、R-K
式および九州大学が提案している状態方程式が実験結果と良く一致した。乱流モデルについてはk-ωモデ

ルが実験結果と良く一致する結果となった。これらのモデルを用いて、ノズル形状の特性について評価を行

った。 
ノズル形状のパラメーターとして、ノズル径（D）、ノズルの局率半径（ｒ）、ディフューザーの角度（θ）、

ディフューザーの長さ（L）を選定した。また、ノズルの特性を示す指標として流出係数（Cd）および臨界

背圧比（Pd/Pu_cri）にて評価を行った。 
ノズル部でのガスの流れは無次元数であるレイノズル数にて表される事から、低圧力領域では、ノズル径

の影響は無いことが知られていたが、高圧力の領域ではノズル径異なると同じレイノルズ数であっても流

出係数に差が出る結果となった。 
ノズルの局率半径の影響について評価した結果、局率半径が大きくなるにつれ流出係数は大きくなり、あ

る値（r=2D程度）で一定になる結果となった。 
ディフューザーの角度について評価した結果、角度が大きくなるにつれ流出係数は大きくなり、ある値

（θ=3°程度）で一定になる。結果となった。 
ディフューザー長さについて評価した結果、流出係数には大きな影響は無い結果となった。臨界背圧比は

長い方が臨界背圧比は高い値（Pd/Pu_cri = 0.95程度）を示す結果となった。これらの結果により、ノズル

の形状特性を考慮した臨界ノズルの提案を行う事が可能となった。 
 

表3-2 ノズル形状がノズル特性に与える影響 

 ノズル径 
（D） 

局率半径 
（r） 

ディフューザー角 
（θ） 

ディフューザー長 
（L） 

流出係数 
（Cd） 影響有り 影響有り 影響有り 影響なし 

臨界背圧比 
（Pd/Pu_cri） － － － 影響有り 

－：評価未実施 
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高圧水素の条件下において臨界ノズルにおけるよどみ点温度における流出係数の影響について評価した

結果、レイノルズ数が同値となる様によどみ点温度を上昇させると流出係数は低下する結果となった。試験

結果と定性的に一致する結果であり、高圧領域においては特有の結果である事が示された。 
 
 (5)-2 高圧水素物性の解明（担当：国立大学法人九州大学） 
CFDによる解析を行う上で水素ガス物性値は極めて重要であるが、高圧力の領域においては全ての物性

が計測されてはおらず、状態方程式を元に算出されている事が多い。ノズルにおけるCFD計算において水

素の音速は低圧力の領域のみ計測されている為、高圧域（最大20MPa）での計測を実施した。試験装置は

内部に所定圧力の水素を充填した後、外部に設置してあるスピーカーより信号を入力し、マイクにて信号の

計測を行う。得られた信号周波数より、高圧領域での水素の音速について算出を行う。測定した音速と状態

方程式より求められる音速を比較し、0.2%以内にて一致する結果であった。これにより、音速の実測デー

タに基づいた物性データベースの提案を行う事が可能となった。 
 

３．２ 成果の意義 

①当事業の成果である、計量システムが備えるべき性能要件や公正な計量方法の規定を、さらには性能要

件を検定できる重量法試験装置についても 2014 年 12 月のＦＣＶ商用化時期に遅れることなく提供できた

ことにより、全ての商用水素ステーションの開所に貢献することができる等、成果を目に見える形で社会へ

反映した。 

②「自動車用水素燃料メーター」の日本工業規格（JIS）化において、水素計量ガイドラインや検証結果

等の情報提供を行うなど、当該事業成果は業界を超えた形で利活用され、平成28年5月20日に JIS B 8576

として制定された。このように本事業成果が国内の規格化に貢献することができた。 

③ 国際規格である OIML-R139（車両用圧縮ガス燃料計量システム）の改定に向けて同様に当該事業成果

を利活用することにより、国際規格案を策定することができた。国際規格を日本主導で規格化することによ

り、日本のディスペンサーメーカーが海外展開する際や輸出する際の障害が少なくなり、国際競争力を高め

られる効果が期待できる。 

④マスターメーター法については高精度で簡便な水素計量法として期待されており、将来的には短時間

での計量校正とコストダウンに繋がる技術開発として意義がある。 

⑤諸外国でも同様の重量法試験装置を開発し、試験を行っているが、各影響因子への対応について、最も

進歩的な技術を確立し、世界最高レベル装置の計測精度（±1.5g：1/400000）を得ることができた。 

⑥2014年末のＦＣＶ(Fuel Cell Vehicle)販売開始に先立ち、水素計量試験への環境影響を低減できる測

定システムを構築し、これまでは入手できなかった試験容器及び特殊で高精度な水素防爆のはかりを製作・

搭載した日本初の「基準器」装置を研究開発し、完成させ、特許出願を行った。 

⑦従来試験が出来なかった一般高圧ガス保安規則７条の 3 の水素ステーションでの試験について、法令

照会などで一年余りを要したが、各方面の協力を得て法的対応がなされた（充填、計量、品質共通）。 

 

これまでの成果をもとに日本が取り組んでいる計量基準化（ガイドライン）や試験装置の技術レベルのベ

ンチマークとして、米国政府（エネルギー省及びその管轄の再生可能エネルギー研究所）やカリフォルニア

州政府、米国国立標準技術研究所（NIST）などと技術情報交換会議を実施し、その位置づけを確認するとと

もに将来の国際規格化を考えた際の協調の方策についても検討できたことは大きな意義があったと考えて

いる。今後も欧米の関係機関と密に情報交換を行うことにより、技術開発の方向性や基準化の方針などにつ
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いて参考にしていくこと、さらに発展させて日本が取り組んでいる計量基準（ガイドライン）を国際規格に

主導にしていく端緒を作り、水素計量機器メーカのグローバル進出の足掛かりを作れるものと考えている。 

 

３．３ 成果の最終目標の達成可能性 

 代替流体法においても重量法同様、試験装置製作と技術検証実施者と密接な連携を図ることによりベー

スデータを得て、当初の目標は達成した。 代替流体法については、ヨーロッパに於いてもEUプロジェク

トを立ち上げ、MIDのおける型式承認試験と検定方法、これに於いての代替流体の影響と、温度・圧力につ

いて、PTBなどが中心となり研究を開始していて技術開発競争となりつつあり、研究の手を緩められない状

況であり、早期の代替流体による校正の確立が望まれるところである。 

 マスターメーター法による評価方法の確立については、検討したトレーサビリティ体系をもとに基準流

量計の評価を実施した。合わせてマスターメーターを用いたステーションでのディスペンサー評価試験を

実施し、マスターメーター法技術は確立した。 

  

４．まとめ及び課題、事業化までのシナリオ 

４．１ 重量法における課題、事業化までのシナリオ 

 計量精度について、ガソリンの 0.5％に対して水素では 10％である。各国では OIML ベースの２%が目標

としており、本格的な商用水素の普及にはディスペンサーの更なる精度向上の研究が必要である。さらに

2020 年台後半の水素計量器の特定計量器化が予定されており、水素ステーションの計量精度を定期的に確

認していくことが必須であるとされている。このため、本プロジェクトの成果物である水素計量ガイドライ

ンと計量検査装置・運用手法を活用し、更に改良開発を行ったうえで、計量検査を事業化する検討を進め

る。 

今後、本プロジェクトの４年間にわたる検査データ・知見をベースに、さらに積み重ねていくことで、計

量管理運用ガイドラインを適切に改定（適正化）していく必要がある。これにより計量検査事業者の継続的

な事業を下支えしていくことができると考えられる 

 

４．２ マスターメーター法における課題、事業化までのシナリオ 

70MPaでの商用ステーションにおけるマスターメーター法による評価試験を基に、82MPaに対応した評価

装置の製作/評価およびマスターメーターにおける更なる精度向上が必要となる。 

基準流量計および試験設備の不確かさ低減に向けた改良等を行い、これらの能力の維持管理を行う為のビ

ジネスモデルについて検討やマスターメーターを用いた商用ステーションにおけるディスペンサーの計量

評価におけるビジネスモデルについても検討を行う必要がある。 

 

４．３ 代替流体法における課題、事業化までのシナリオ 

代替流体法はメーカーやエンジニアリングにとって、設備や維持、管理、計量システム製造コスト削減に

有効で大きな利用価値があるものとなるので、諸外国に先んじて確立する計画である。プロジェクトでは先

ず水素における精度試験の技術指針を得た。今後、代替流体を用いた研究を進めて、基準となる水素との確

からしさを比較確認し、有効性を検証して代替流体法をガイドライン化することにより、事業化の礎とす

る。 

 

５．研究発表・特許等 
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－研究発表・講演、文献等、その他－ 

No. 年月 発表先 題目 発表者 

1 2013.5.24-26 

1st International 

Workshop on H2-

Infrastructure and 

Transportation 

Activities of H2 

Metering in JAPAN 

Mr. Tetsuji 

Nakamura 

2 2014.3.13 
European Hydrogen 

Energy Conference 

Hydrogen 

Thermophysical 

Properties Database 

Compiling a New 

Equation of State 

and Correlations 

Based on the Latest 

Experimental Data at 

High Temperatures 

and High Pressures 

迫田直也 （九州大） 

 

3 2014.5.8-9 

2nd International 

Workshop on H2-

Infrastructure and 

Transportation 

Activities of H2 

Metering in JAPAN 

Mr. Tetsuji 

Nakamura 

4 2014.10.25 
日本機械学会 流体工

学部門講演会 

水素用臨界ノズル式流

量計特性に関する

EFD/CFD 研究  

森岡敏博（産総研） 

5 2014.11.8  
日本機械学会 熱工学

コンファレンス 2014  

高圧水素の熱物性計

測・・水素インフラの

普及に向けた研究の取

組み  

迫田直也 （九州大） 

 

6 2015.6.24-25 

3rd International 

Workshop on H2-

Infrastructure and 

Transportation 

Activities of H2 

Metering in JAPAN 

Mr. Tetsuji 

Nakamura 

7 2015.7.13-16  

The International 

Symposium on 

Experimental and                    

Computational 

Aerothermodynamics 

of Internal Flows   

Numerical Study on 

Low Reynolds Number 

Flows in Critical 

Nozzles  

 

松尾繁（佐賀大） 

8 2015.19.19-21 
第6 回ICHS2015（水

素安全国際会議2015） 

Measurement device 

of hydrogen 
Mr.Osawa 
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9 2016.2.3.-4 
水素先端世界フォーラ

ム２０１６ 

Metering test 

apparatus & method 
Mr.Osawa 

10 2016.3．2-4 FC EXPO 
Metering test 

apparatus & method 
Mr.Osawa 

11 2016.3．7-9 
平成27年度衝撃波シ

ンポジウム 

70MPa高圧水素におけ

る臨界ノズル特性に関

する研究 

森岡 敏博（発表

者）、伊藤 優、井上 

吾一、繁森 敦、寺尾 

吉哉 

12 2016.5.24-26 

4rd International 

Workshop on H2-

Infrastructure and 

Transportation 

Activities of H2 

Metering in JAPAN 
森岡敏博（産総研） 

13 
2016 年6 月 

16 日～17 日 

口頭発表 

第21 回動力・エネルギー技

術シンポジウム 

球形共鳴器による高圧水素

中の音速測定 

田崎允浩、新里寛英、迫

田直也、山口朝彦、河野

正道、高田保之 

14 
2016 年9 月 

6 日 

口頭発表・論文発表 

第48 回化学工学会秋季大

会 

高圧水素インフラ構築に向け

た水素の熱物性計測と水素

物性データベースの応用 

迫田直也、黒木太一、新

里寛英、河野正道、門出

政則、高田保之 

15 
2016 年 

12 月号 

誌上発表 

水素エネルギー協会会誌

（Vol.41、№4） 

高圧水素熱物性の精密測定

と水素物性データベースの

応用 

迫田直也 

16 2017.3.1-3 FC EXPO 
Metering test 

apparatus 
Mr.Osawa 

17 2017年5月号 計測技術 
高圧水素ガスディスペ

ンサー 
大滝 勉 

18 2017.5.18 

5thInternational 

Workshop on H2-

Infrastructure and 

Transportation 

Activities of H2 

Metering in JAPAN 
Dr.Tsutomu Otaki 

19 2017.6.16 

高分子学会 水素・燃

料電池材料研究会（水

素分離や精製、貯蔵材

料・技術に関する研

究） 

水素ステーション関連

技術およびインフラ普

及に向けた取り組み 

小林 芳郎（HySUT） 

20 2017.7.6 
FCCJ：FCV・水素イン

フラWG 

HySUTの活動状況（水

素関連技術開発、安全

安心技術開発等） 

小林 芳郎（HySUT） 

21 2017.9.15 
自動車計測セミナー 

（測定計測展） 

水素燃料計量システム

の評価試験技術 
中西功（HySUT） 
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－特許等－ 

No. 出願日 出願番号 発明の名称 委託会社名 

1 2015年9月28

日  

特願2015-18938 計測ハウジング内の結

露を防止するために乾

燥ガスで満たす校正装

置 

株式会社タツノ 

2 2015年9月28

日 

特願2015-189387 周囲環境の影響を受け

ることなく水素の重量

を高精度に測定する校

正装置 

株式会社タツノ 

3 2015年9月28

日 

特願2015-189393 水素の重量を効率よく

安全に測定する校正装

置 

株式会社タツノ 

4 2015年9月28

日 

特願2015-189397 温度、圧力の変化による

浮力補正を行う校正装

置 

株式会社タツノ 

5 2016年3月29

日 

特願2016-066864 臨界ノズル式ガス流量

計及びガス流量計の調

整方法 

岩谷産業株式会社、

国立研究開発法人

産業技術総合研究

所 

 

6 2016年3月29

日 

特願2016-066865 調整済みガス流量計 岩谷産業株式会社、

国立研究開発法人

産業技術総合研究

所 

7 2016年3月29

日 

特願2016-066866 水素ガスディスペンサ

ーの評価方法 

岩谷産業株式会社、

国立研究開発法人

産業技術総合研究

所 

8 2016年3月29

日 

特願2016-066867 調整済み水素ガスディ

スペンサー 

岩谷産業株式会社 

9 2016年3月29

日 

特願2016-066868 水素ガスディスペンサ

ーの評価装置、及び車 

岩谷産業株式会社 
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―その他特記事項― 成果普及の努力（プレス発表等） 

・プロジェクトとして FCCJ、HySUT「水素計量ガイドライン」、を制定し、業界団体を通じて、ステーショ

ン運用社、自動車会社、水素計量の規格と計量検査の推奨、活動し、全ステーションで計量検査を実施す

るに至った。 

 

・日本工業規格JIS「自動車用水素燃料メーター」の制定に本プロジェクトの成果を活用し技術協力した結

果、平成28年5月20日に JIS B 8576として制定された（官報告示）。 

 

・国際規格であるOIML-R139（車両用圧縮ガス燃料計量システム）を改定し、水素計量システムに対応させ

るための新規プロジェクトに協力し、当該事業での情報・成果を提供するとともに、OIML 国内ワーキン

ググループおよびOIML国内委員会に委員として参加して、OIML-R139 改定に向けてのワーキングドラフ

ト（ＷＤ）およびコミッティドラフト（ＣＤ）を完成させ、世界の関係各国に提案した。 

 

以上 
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化
され

た
検

証
設

備
に

て
プ

ロセ
ス

性
能

を
達

成
す

る
。ま

た
検

証
設

備
で

の
コン

パ
クト

化
要

素
を

反
映

し、
ス

キ
ッド

化
商

用
設

備
を

試
設

計
す

る
。

FC
V用

水
素

燃
料

仕
様

を
クリ

ア
す

る
精

製
技

術
の

開
発

有
機

ケ
ミカ

ル
ハ

イド
ライ

ド法
で

は
、水

素
中

に
トル

エ
ン

等
の

炭
化

水
素

が
含

ま
れ

る
が

、F
CV

用
水

素
燃

料
仕

様
IS

O
14

68
7-

2 
(2

01
2)

 を
クリ

ア
す

る
た

め
に

、P
SA

精
製

設
備

の
検

証
運

転
試

験
に

て
C1

換
算

に
て

、2
 p

pm
以

下
の

炭
化

水
素

を
達

成
す

る
。

脱
水

素
設

備
の

低
コス

ト化
既

存
の

オ
ンサ

イト
商

用
ス

テ
ー

シ
ョン

水
素

製
造

設
備

と同
等

の
設

備
コス

トと
す

る
た

め
に

、検
証

設
備

の
プ

ロセ
ス

を
も

と
に

、商
用

設
備

の
試

設
計

と積
算

を
実

施
。

●
研

究
目

標

●
実

施
体

制
及

び
分

担
等

NE
DO

千
代

田
化

工
建

設
株

式
会

社
（

全
実

施
項

目
）

特
許

出
願

論
文

発
表

外
部

発
表

受
賞

等

０
０

５
０

実
施

項
目

成
果

内
容

自
己

評
価

水
素

ス
テ

ー
シ

ョ
ン用

脱
水

素
設

備
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
、お

よ
び

コン
パ

クト
化

検
証

設
備

の
設

計
・製

作
・

建
設

を
終

了
し、

現
在

は
運

転
試

験
中

で
あ

り、
一

定
の

運
転

条
件

に
て

、性
能

が
達

成
され

た
。商

用
設

備
の

試
設

計
は

、継
続

中
。

○
（

11
月

末
デ

ー
タ取

得
、1

2月
末

デ
ー

タ分
析

、
1月

末
試

設
計

終
了

）

FC
V用

水
素

燃
料

仕
様

を
ク

リア
す

る
精

製
技

術
の

開
発

検
証

設
備

の
設

計
・製

作
・

建
設

を
終

了
し、

現
在

は
運

転
試

験
中

で
あ

り、
一

定
の

運
転

条
件

に
て

、性
能

が
達

成
され

た
。

○
（

11
月

末
デ

ー
タ取

得
、1

2月
末

デ
ー

タ分
析

）

脱
水

素
設

備
の

低
コス

ト化
商

用
設

備
の

試
設

計
、お

よ
び

コス
ト低

減
検

討
は

、
継

続
作

業
中

。

○
（

1月
末

試
設

計
終

了
）

●
研

究
成

果
まと

め

(I
I-

12
)「

水
素

利
用

技
術

研
究

開
発

事
業

／
燃

料
電

池
自

動
車

及
び

水
素

ス
テ

ー
シ

ョン
用

低
コス

ト
機

器
・シ

ス
テ

ム
等

に
関

す
る

研
究

開
発

／
有

機
ケ

ミカ
ル

ハ
イ

ド
ラ

イ
ド法

脱
水

素
設

備
の

水
素

ス
テ

ー
シ

ョン
用

小
型

化
・低

コス
ト

化
」

●
事

業
化

の
見

通
し

有
機

ハ
イド

ライ
ド法

大
規

模
水

素
供

給
チ

ェー
ンに

よ
る

安
価

な
水

素
を

メチ
ル

シ
クロ

ヘ
キ

サ
ン（

M
CH

）
の

形
で

効
率

よ
く輸

送
し、

ス
テ

ー
シ

ョン
に

て
水

素
を

取
出

す
た

め
、脱

水
素

設
備

を
ス

テ
ー

シ
ョン

向
け

に
シ

ス
テ

ム
の

最
適

化
・コ

ン
パ

クト
化

・低
コス

ト化
を

研
究

す
る

。 脱
水

素
検

証
機

を
設

計
・製

作
・運

転
し、

性
能

確
認

を
行

い
、商

用
機

試
設

計
に

て
、コ

ン
パ

クト
化

・低
コス

ト化
を

検
討

す
る

。

1.
次

項
に

示
す

技
術

課
題

な
どを

検
証

機
設

計
に

反
映

し、
製

作
・建

設
の

後
、運

転
試

験
に

て
性

能
を

検
証

した
。

従
来

の
脱

水
素

反
応

器
の

長
さを

半
減

す
る

た
め

、触
媒

サ
イズ

・反
応

管
サ

イズ
の

最
適

化
水

素
純

度
の

た
め

に
、精

製
設

備
（

PS
A）

を
設

置
PS

Aオ
フガ

ス
を

脱
水

素
反

応
熱

源
とし

て
、熱

媒
加

熱
炉

に
導

入
通

常
運

転
に

加
え

、プ
ロセ

ス
の

起
動

・停
止

・負
荷

変
動

な
どを

自
動

化
2.

商
用

機
試

設
計

に
つ

い
て

、検
証

機
設

計
と運

転
試

験
に

て
得

た
デ

ー
タを

も
とに

、シ
ス

テ
ム

の
簡

素
化

とコ
ンパ

クト
化

を
反

映
した

基
本

設
計

と詳
細

設
計

方
針

を
作

成
した

。

事
業

終
了

に
向

け
て

、次
項

を
継

続
す

る
。

1.
運

転
試

験
を

継
続

し、
各

種
運

転
条

件
の

変
更

に
対

す
る

設
備

性
能

の
感

度
分

析
を

実
施

す
る

。
2.

商
用

機
試

設
計

を
進

め
、設

備
の

コン
パ

クト
化

・低
コス

ト化
に

目
途

を
立

て
る

。

本
研

究
終

了
後

の
事

業
化

に
向

け
た

ス
テ

ップ
は

、
次

項
の

とお
り。

1.
検

証
機

に
よ

る
FC

V需
要

へ
の

水
素

供
給

実
証

お
よ

び
耐

久
性

試
験

2.
商

用
機

試
設

計
の

課
題

研
究

（
触

媒
の

さら
な

る
改

良
に

よ
る

不
純

物
低

減
や

PS
A圧

力
変

動
低

減
に

よ
り、

シ
ス

テ
ム

安
定

化
・機

器
削

減
・コ

ンパ
クト

化
・低

コス
ト化

の
推

進
）

3.
商

用
機

本
設

計
お

よ
び

製
作

4.
商

用
機

で
の

性
能

確
認

お
よ

び
耐

久
性

試
験

0
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課題番号：II-12 
水素利用技術研究開発事業／燃料電池自動車及び水素ステーション用低コスト機器・システム等

に関する研究開発／ 

有機ケミカルハイドライド法脱水素設備の水素ステーション用小型化・

低コスト化 
千代田化工建設株式会社 

 

１．研究開発概要 

 

千代田化工建設は、有機ケミカルハイドライド法による水素供給チェーン事業を目指しています。 

資源国で調達した水素とトルエンを化学反応により MCH（メチルシクロヘキサン）という常温常圧

で液体の物質に変換（水素化反応）して貯蔵輸送し、水素需要国にてトルエンと水素に分離（脱

水素反応）して需要家に水素を気体として供給するものです。（下図１「有機ケミカルハイドライ

ド法水素供給チェーン模式図」参照。） 

 

 
図１「有機ケミカルハイドライド法水素供給チェーン模式図」 

 

前述の有機ケミカルハイドライド法による水素供給チェーン事業では、大規模に水素を供給する

ために、大型プラントを前提としたシステムおよび設備を開発しました。 

一方、水素ステーションに代表される水素の分散利用が拡大する中、MCH（メチルシクロヘキサン）

を水素ステーションに供給し、オンサイトにて TOL(トルエン)と水素に分離（脱水素反応）して供

給するため、厳しい品質要求のある水素ステーション向けとして、脱水素システムの最適化・小

型化・低コスト化を研究開発します。（下図２「水素ステーション向け脱水素設備構成」参照。） 

大規模水素供給チェーンにおいては、水素価格の低減が期待され、そのチェーンの需要の一部と

して水素ステーション向け等の分散型利用を計画しています。 
 

 
図２「水素ステーション向け脱水素設備構成」 
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２．研究開発目標 

 

２．１ 開発課題と目標 

 

有機ケミカルハイドライド法（メチルシクロヘキサンを適用）による海外水素の大量輸送が実行

され、常温常圧の液体として既存の石油・石油工業インフラを利用して低廉な水素を水素ステー

ションまで供給できるようになった際、水素ステーションにてメチルシクロヘキサンのオンサイ

ト脱水素を行うことにより、FCV 向け水素のコスト低減が期待できる。有機ケミカルハイドライド

法水素ステーションによる FCV への水素供給は、世界で初めての試みであり、これに向けた、主

たる要素技術である水素ステーション用有機ケミカルハイドライド法脱水素設備の開発が必要と

なる。 

 

開発の課題とその目標は以下の通り。 

 

【開発課題 1】 水素ステーション用脱水素設備のシステムの最適化、およびコンパクト化 

ガソリンスタンドに併設する必要から、ガソリンスタンド内に設置できるようコンパクトな設備

が求められる。また、脱水素設備は、高圧ガス保安法の高圧ガス設備適用を避けたシステムとす

る必要がある。 

        ・脱水素反応器の小型化 

        ・水素精製装置の小型化 

        ・全体設備の小型化 

＜開発目標 1＞ 

設備サイズ：約 3ｍ×6ｍ×3ｍH 

（300Nm3/h 規模のオンサイト水蒸気改質装置と同レベル） 

 

【開発課題 2】 脱水素設備の低コスト化 

他の水素ステーション（オフサイト、およびオンサイトを含む）での水素供給コストと同等また

はそれ以下とするための、低コスト化が必要である。 

＜開発目標 2＞ 

設備コスト：脱水素設備（300Nm3/h 規模）約 9千万円 

（300Nm3/h 規模のオンサイト水蒸気改質装置と同レベル） 

（有機ケミカルハイドライド法水素ステーション普及期に於いて） 

 

【開発課題 3】 FCV 用水素燃料仕様（ISO14687-2）をクリアする精製技術の開発 

有機ケミカルハイドライド法では、水素中にトルエン等の炭化水素が含まれるが、C1換算で 2ppm

以下（トルエンでは 2/7ppm 以下）に精製する必要がある。 

このような系での水素精製方法は世の中にない。 

＜開発目標 3＞ 

水素中のトルエン濃度 2/7ppm 以下を達成する PSA システムの構築 
 

２．２ 目標設定の理由 

 

＜開発目標 1＞ 

水素ステーションは、単独での設置もあるが、ガソリンスタンドでの併設が今後大きな割合を占

めるものと考えられる。有機ケミカルハイドライド法についても、既存ガソリンインフラ（油槽

所、タンクローリ、貯蔵タンク等）を活用していくことのメリットを考えると、ガソリンスタン

ドでの併設は必要不可欠である。このためには限られた敷地内に収まるよう、設備のコンパクト

化が必要となる。 

尚、有機ハイドライド法脱水素設備は、メチルシクロヘキサンを液相で昇温するため、0.2MPa 以

上となると高圧ガス設備に該当していたが、H28 年 11 月 1日の改正に於いて「液化ガスの対象の

再整理を踏まえた見直し」がなされ 1MPa を超える場合を「高圧ガス」の対象とすることとなった。

したがって当初 0.2 MPa 未満で計画していたものを、1MPa 未満まで圧力範囲をあげることとした。

圧力を上げることは、後段の圧縮機および PSA には望ましいものの、平衡上反応が悪くなるため、
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その最適化を図る必要がある。 

（現在、消防庁の消防防災科学技術研究推進制度「水素スタンド併設給油取扱所の安全評価技術

に関する研究」事業の中で、有機ケミカルハイドライド法水素スタンドをガソリンスタンドに併

設した場合の安全性についてアセスメントを実施しており、安全性を確保しつつ、ガソリンスタ

ンドに併設していくことを検討している。） 

 

＜開発目標 2＞ 

有機ケミカルハイドライド法水素ステーションは、オンサイトで水素を発生させるものであり、

同様なオンサイト水素ステーションとして、都市ガス改質、および LPG 改質によるオンサイト水

素ステーションがある。競争力を持つためには、当該水素発生設備である都市ガス改質装置、お

よび LPG 改質装置と同等、またはそれ以下の脱水素設備とする必要がある。 

 

＜開発目標 3＞ 

FCV 用水素燃料仕様は、ISO14687-2 (2012)で規定されており、有機ケミカルハイドライド法によ

る水素を、FCV に供給するためには、必須の要件である。安定的に供給できる生成システムを構築

する必要がある。 

 

参考） FCV 用水素燃料規格（抜粋） 

水素純度： 99.97％以上      

H2O：  5ppm 

全炭素： 2 ppm 

O2：    2 ppm 

CO2：  2 ppm 
CO：  0.2 ppm 

S：  0.004 ppm 
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３．研究開発成果 

３．１ 研究開発成果、達成度 

 

（１） 成果と達成度の概要 

 

表 1「成果と達成度一覧」 

開発項目 最終目標 成果 達成度 

① 水素ステー

ション用脱水素

設備システムの

最適化、および

コンパクト化 

大型プラント向けに開発されて

きた脱水素システムを水素ステ

ーション向けに最適化およびコ

ンパクト化された検証設備にて

プロセス性能を達成する。また

検証設備でのコンパクト化要素

を反映し、スキッド化商用設備

を試設計する。 

検証設備の設計・製

作・建設を終了し、現

在は運転試験中であ

り、一定の運転条件に

て、性能が達成され

た。商用設備の試設計

は、継続中。 

○ 

（11 月末デー

タ取得、12月末

データ分析、1

月末試設計終

了） 

② FCV 用水素

燃料仕様をクリ

アする精製技術

の開発 

有機ケミカルハイドライド法で

は、水素中にトルエン等の炭化

水素が含まれるが、FCV 用水素

燃料仕様 ISO14687-2 (2012) 

をクリアするために、PSA 精製

設備の検証運転試験にて C1 換

算にて、2 ppm 以下の炭化水素

を達成する。 

検証設備の設計・製

作・建設を終了し、現

在は運転試験中であ

り、一定の運転条件に

て、性能が達成され

た。 

○ 

（11 月末デー

タ取得、12月末

データ分析） 

③ 脱水素設備

の低コスト化 

既存のオンサイト商用ステーシ

ョン水素製造設備と同等の設備

コストとするために、検証設備

のプロセスをもとに、商用設備

の試設計と積算を実施。 

商用設備の試設計、お

よびコスト低減検討

は、継続作業中。 

○ 

（1月末試設

計終了） 
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（２） 水素ステーション用脱水素設備システムの最適化 

 

 

設計： 

水素ステーション向けに機器サイズ・構造やシステムを最適化できるよう検証設備を設計

した。最適化のために、過去に開発した大規模向け脱水素デモプラント設備から課題を検

討し、改訂した。（表 2「検証設備の設計課題一覧」参照。） 

 

 

表 2「検証設備の設計課題一覧」 

設計時の検討項目 本研究のステーション向け検証設備 ←大規模向け脱水素デモプラント

設備 

設備容量・設計圧力 製品水素流量：30 Nm3/h 

1 MPaG 未満（低圧でも運転試験を計

画） 

←脱水素流量：50 Nm3/h 

←1MPaG 以上 

MCH 蒸発器・過熱器 熱媒による蒸発・過熱器１器 ←水蒸気・電気ヒーターなど３器

にて構成 

脱水素反応器 反応管や触媒のサイズ変更などにより、機器長さ ３m以下にほぼ半減 

熱媒加熱炉 都市ガスバーナー加熱炉 

PSA オフガス混焼 

←電気ヒーター 

水素精製 冷却後の気液分離に加えて、PSA 

製品水素品質： ISO14687-2 

（全炭化水素 メタン換算 2 ppm 以下  

= トルエン残留濃度 0.28 ppm 以下） 

←冷却後の気液分離 

運転制御の自動化 定常運転時の自動制御に加えて、起

動・停止などのシーケンスを概ね自動

化 

←定常運転時の自動制御 

 

製作・建設： 

脱水素反応器の長さが大幅に低減されたことにより、脱水素システムを工場にてスキッド

組立てし、車両輸送が可能となった。（写真 1「建設完了時の設備」を参照。） 

過去に運転試験を行った大規模プラント向けデモプラントの脱水素設備（容量 50 Nm3/h）

は、全高約 10 m となる現地組立てのプラントであった。 
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写真 1「建設完了時の設備」 

 

運転試験： 

フィード流量を 30～100%に変更し、製品水素流量が追従することを確認。（グラフ１「負

荷変動時の運転データ」を参照） 

 

グラフ１「負荷変動時の運転データ」 
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脱水素反応器圧力を変更した際のフィード転化率データを取得。（グラフ 2「100％フィー

ド運転データ・運転圧力変更」を参照。） 

脱水素反応器負荷および温度の変更に対しても、同様にデータを取得し、性能感度を分析

する。 

 

 
グラフ 2「100％フィード運転データ・運転圧力変更」 

 

（３） FCV 用水素燃料仕様をクリアする精製技術の開発 

 

フィード流量100%運転にて、製品水素品質がISO14687-2のFCV基準を満たすことを確認。

（表 3「フィード流量 100%運転の製品水素品質」を参照） 

精製設備廻りの運転条件を変更して運転データを取得し、精製設備の性能感度を確認する。 

 

表 3「フィード流量 100%運転の製品水素品質」 

組成 分析結果（ppm） ISO14687-2 規格値(ppm) 

H2O < 0.1 5 

全炭化水素（C１ basis) < 1 2 

O2 < 1 5 

He < 100 300 

Ar 、N2 < 100 100 

CO2 < 0.2 2 

CO < 0.2 0.2 

全硫黄化合物（H2S basis） < 0.0001 0.004 

HCHO < 0.01 0.01 

HCOOH < 0.001 0.2 

NH3 < 0.001 0.1 

全塩素化合物 < 0.001 0.05 

M
CH

転
化

率

脱水素反応器運転圧力

取得データ(運転圧力変更)

MCH転化率(高負荷)
MCH転化率(低負荷)

高低

高
低
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（４） 水素ステーション用脱水素設備のコンパクト化と低コスト化 

 

検証機（水素容量：30 Nm/h）の設計・製作・運転試験による知見を反映し、商用設備（水

素容量：300 Nm/h）の試設計を行い、システムの簡素化・設備のコンパクト化を検討する。 

研究は継続中であり、事業期間中に終了見込み。 

 

コンパクト化 

検証機によるデータなどを反映したプロセス設計と商用機の基本設計方針は完了し、今後

は、設備のハードウェア基本設計を実施している。 

サイズ目標は、水蒸気改質型オンサイト設備と同等レベルの脱水素設備と設定し、試設計

にてコンパクト化を検討する。 

検証機として、試験目的で設置されていた機器・計器を簡素化し、その配置と配管取廻し

を最小化する。 

現行のシステムではプロセス的に必要な機器とそのサイズについて、削除もしくは縮小で

きるシステム改善可能性を検討し、課題として抽出する。 

 

低コスト化 

商用機試設計に従いコスト積算を実施し、コスト低減を検討する。 

上記のコンパクト化にて検討した通り、検証機よりシステムを簡素化し、かつ、対象機器

の構造が単純化できるプロセス条件にてシステムをまとめるなどの対応を行っている。 

また、上記コンパクト化に記載のとおり、将来のシステム改善可能性のコスト影響に関し

ても検討する。 

 

 

３．２ 成果の意義 

 

目標へのステップ 達成状況 

１ 検証設備の基本設計にて、脱水素反応器を工場製作スキッド内

に収まるよう設計 

達成 

２ 検証設備の基本設計にて、PSA オフガスを熱媒加熱炉燃料とし

て利用するシステムの設計 

達成 

３ 検証設備の詳細設計にて、脱水素設備の小型化・省スペースの

検討 

達成 

４ 検証設備の運転試験にて、新たなサイズの脱水素反応器、PSA

精製システム、PSA オフガスの熱媒加熱炉導入などの性能確認 

部分的達成、事業

期間中に完了予定 

５ 商用機試設計にて、検証設備の基本設計（プロセスデザイン）

検討成果を反映、およびシステム最適化 

達成 

６ 商用機試設計にて、検証設備の詳細設計（ハードウェアデザイ

ン）コンパクト化検討成果を反映 

事業期間中に完了

予定 

７ 商用機コスト積算にて、システム最適化とハードウェアのコン

パクト化によるコスト低減検討、および課題の抽出 

事業期間中に完了

予定 
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成果の意義： 

有機ケミカルハイドライド法による小型脱水素設備の運転性能検証、および、商用脱水素シス

テム試設計とそのコスト低減検討を実施することにより、具体的な商用ステーション設備を構

築する。 

 

 

３．３ 開発項目別残課題 

 

（１） 水素ステーション向け脱水素設備の検証機による運転試験 

「実施項目①水素ステーション用脱水素設備システムの最適化、およびコンパクト化」と

「実施項目② FCV 用水素燃料仕様をクリアする精製技術の開発」の両項目に対応する脱

水素設備の検証機運転試験は、計画工程に従い継続している。 

今後の作業計画として、下記の項目について、種々の運転条件にて運転・性能データ計測

および分析し、事業期間内に終了見込み。 

• 脱水素反応圧力・温度・熱媒流量などの変更ケース 

• PSA 回収率などの変更ケース 

• 熱媒加熱炉燃料の混焼率変更ケース 

• 自動化シーケンスの過程におけるプロセス設定値や時間設定の最適化 

 

（２） 水素ステーション向け脱水素設備の商用機試設計 

「実施項目①水素ステーション用脱水素設備システムの最適化、およびコンパクト化」と

「実施項目③脱水素設備の低コスト化」の両項目に対応する脱水素設備の商用機試設計は、

計画工程に従い継続している。 

検証機によるデータなどを反映したプロセス設計と商用機の基本設計方針は概ね完了し、

今後は、設備のハードウェア基本設計およびコスト積算・コスト低減検討を実施し、事業

期間内に終了見込み。 

 

 

４．まとめ及び課題、事業化までのシナリオ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来に向けた主な成将来に向けた主な成果将来に向けた主な成果 

① 検証機による次項目などの達成により、水素ステーション向け脱水素設備の基本

システムを構築できた。 

 反応器の長さ半減 

 脱水素システムおよび製品水素精製システム（PSA）の性能確認 

 熱媒加熱炉への PSA オフガス導入 

② 商用機試設計にて、設備の工場製作・スキッド化・スキッドでの車両輸送に目途を

立てた。 

今後の実用化に向けたステップは、次のとおり 

① 検証機による FCV 需要への水素供給実証および耐久性試験 

② 商用機試設計の課題研究（触媒のさらなる改良による不純物低減や PSA 圧力変

動低減により、システム安定化・機器削減・コンパクト化・低コスト化の推進） 

③ 商用機本設計および製作 

④ 商用機での性能確認および耐久性試験 
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上記、実用化に向けたステップを下記の表４「事業化へ向けた概略工程」に示す。 

 

表４「事業化へ向けた概略工程」 

 
 

 

５．研究発表・特許等 

 

表 5「研究発表・講演、文献等、その他」 

No. 年月 発表先 題目 発表者 

１ 平成 29 年 3

月 

AIChE (American 

Institute of 

Chemical Engineers) 

Spring Meeting にお

ける講演 

Hydrogen Storage and 

Transportation using 

SPERA Hydrogen 

Process for 

realizing Low-Carbon 

Society 

千代田化工建設

株式会社 

中島 悠介 

２ 平成 29 年 4

月 

5th International 

Workshop on 

Hydrogen 

Infrastructure & 

Transportation にお

ける講演 

Introduction of 

Liquid Organic 

Hydrogen Carrier 

(LOHC) Technology 

千代田化工建設

株式会社 

伊藤 正 

３ 平成 29 年 7

月 

第 7 回世界水素技術

会議における講演 

Large-Scale Hydrogen 

Storage and 

Transportation 

Technology 

千代田化工建設

株式会社 

高野 宗一郎 

４ 平成 29 年 8

月 

化学工業日報の新聞

記事 

MCH 脱水素装置 FCV

燃料向け実証 千代田

化工 水素ステーショ

ン設備用 

- 

５ 平成 29 年 9

月 

JPI（日本計画研究

所）セミナーにおけ

る講演 

世界に先駆けた国際間

水素サプライチェーン

商用化事業の全容 

千代田化工建設

株式会社 

遠藤 英樹 
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課題番号：Ⅱ－１３ 
水素利用技術研究開発事業／燃料電池自動車及び水素ステーション用低コスト機器・システム等

に関する研究開発／ 

低コスト・プレクーラーの研究開発 
株式会社巴商会 

１．研究開発概要 

ステージⅠで設計及び設計性能試験を実施したシェルアンドコイル型熱交換器を４本製作

し、チラーユニットと共にカナダ Powertech 社に移送し、ディスペンサーに設置後、模擬

タンク及び FCV に充填試験を実施し SAEJ2601 充填プロトコルを満足する事を確認し、併

せて商用に適する事も確認する。試験内容・結果検証においては、九州大学 先端科学研究

センター門出政則特任教授、迫田助教授に指導を仰ぐ。結果検証に基づき、プレクールの最

適化設計（イニシャルコスト・ランニングコスト）、非揮発性ブラインの採用検討を実施す

る。また、87.5MPa フル充填とＦＣバス等の大型車両を想定した、大容量タンク向け充填

も実施する。 
 
２．研究開発目標 

本研究開発は、プレクーラーの価格を半減（現行価格：４，０００万円～５，０００万円目

標価格：量産時２，４００万円）する為に、ステージⅠで設計及び単体性能を確認したシェ

ル&コイル型プレクーラー熱交換器ユニットとチラーユニットから成る新開発のプレクーラ

ーシステムを Powertech 社の急速充填試験設備にて模擬タンクに充填試験を実施し、

SAEJ2601 充填プロトコルに基づく圧縮水素充填技術基準を満たすことを確認し、商用化を

図り、設備価格及びシステム効率（イニシャル及びランニングコスト）について検証を実施

する。 
 

３．研究開発成果 

３．１研究開発成果、達成度 

（１）プレクーラー熱交換ユニットの設計・製作 

①プレクーラー熱交換ユニットの仕様 

熱交換コイルに使用する新規材料のオーステナイト系ステンレス HRX-19®（新日鐵住金㈱製造）

は、平成 26 年 5 月 27 日に特定設備検査事前評価適用の認可（26高機第 148 号）を受け、高圧

ガス保安法第 56 条の 3 の規定に則り特定設備検査受検を経て、平成 27 年 1 月 20 日に特定設

備検査合格証が交付された。 

プレクーラー熱交換ユニットは、外径φ9.53mm、肉厚 2.5mm、長さ 30m の HRX-19®長尺管をコ

イル加工し、市販 SUS 管による環状シェル管内に収納したもので、その構造を図 1、外観写真

を図 2 に示す。 

 

プレクーラー熱交換ユニット開発機の設計では、小型化、低コスト化、高信頼性、保守点検

の容易さを考慮して以下の開発方針を設定した。 

  ・構造が単純で信頼性が高いシェル＆コイル型熱交換器タイプを採用 

・小口径コイル成形が容易な HRX-19®による高強度・薄肉管を採用 

  ・高価な伝熱管以外の部材には市販の規格材を採用 



成果詳細-(502) 
 

  ・ディスペンサー側面への設置可能なユニット構造を採用 

    ・保守点検が容易となる伝熱コイル取り出し可能な組立構造を採用 

                          

     

                

図 1 プレクーラー熱交換ユニット 

 

 

             

 

図 2 外観写真 

１ユニットは熱交換器２基で構成される。 

 
プレクーラー熱交換ユニットの研究開発は、計画通りの成果を達成した。 

 
 ②プレクーラー熱交換ユニットの冷却性能評価 

  プレクーラー開発機の水素冷却性能は、水素流の伝熱性能がブライン流に比べて遥かに高い 

ので殆どブラインが流れるコイル管外流によって決まる。コイル管内流は従来の研究結果に 

おいて信頼できる性能式が得られており、コイル管外流については本研究開発ステージⅠの 

基礎試験によって図 3 のごとく性能を得た。実測値（○）は、碁盤目配列した管群を横 

切る流れによる伝熱性能（細黒鎖線）に近似できることが分かった。 
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図 3 熱交換ユニットのコイル管外流の熱伝達性能 

 
 
（２）ブラインの選定 

代表的な低温用冷却媒体にはエーテル系のブラインと水溶液系の FP40 があり、両者の性能を

表 1にて比較する。FP40 は、エーテル系ブラインに比べて以下の特長があり、殊に熱伝導率

と比熱が高いことはブライン貯留による冷凍機システムの低コスト化を志向した本システム

に適したブラインであり、これを選定した。 

・熱伝導率が高い → 熱交換ユニットの小型化、基数削減に有効 

・比熱が大きい  → ブライン貯留槽の小型化に有効 

・不揮発性    → 取り扱いが容易、貯留槽など構成機器の構造簡素化に有効 

・低価格     → ブライン貯留タイプの本冷凍機システムとの整合性が高い 

 

表 1 ブライン性能の比較 
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/
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使用温度 沸点 凝固点 蒸気圧 密度 粘度 比熱 熱伝導率
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ブライン 
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フロロ
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剤、蟻酸 

など 
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-40～40 110 -55 － 1381 0.0276 2.287 0.43 ○ ショーワ

種類 主成分 性質 製造者 価格 
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（３）冷却性能推定 

 

水素充填流量 5kg/3min（=100kg/h、27.7g/sec）、水素入口温度 40℃、ブライン(FP40)入口温

度 -40℃の条件下で水素出口温度-37±2℃を目標冷却性能に設定すると、熱交換ユニット 2

並列 x2 直列=計 4基では冗長となる。2並列 x1直列＝計 2基の組み合わせによる冷却性能は

図 4に示す通りで、目標性能（図中黄色枠）を達成するためブライン流量 250 ㍑/min を選択

することで水素流量が基準値 5kg/3min の 1.4 倍（140kg/h）まで冷却できる見通しである。 

 

 

 

  図 4 熱交換ユニット 2並列 x１直列による水素出口温度の変化 
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（４）冷凍機システムの設計・製作 

 ①冷凍機システムの仕様 

水素ステーション用冷凍機の特徴は短時間の間欠運転であり、予冷したブラインを貯留して 

おくことで冷凍機の定格冷凍能力を削減するコスト低減策が有効であることをステージⅠで 

提案した。ブライン貯留量による冷凍能力低減への効果の試算値を図 5に示す。貯留槽 

内ブライン流動をバルクフローと仮定すると理想的には 1回の水素充填に要するブライン量 

の約1/2を貯留しておくことにより冷凍機の定格冷凍能力を約1/2に低減することができる。 

 

   

 

        
図 5 貯留槽を備えたチラーユニット構成と冷凍能力削減効果 

 

プレクーラー熱交換ユニットの交換熱量から設計した本冷凍機システムは、250 ㍑の貯留槽を備 

えた冷凍能力 21.9kW（5.67 冷凍トン）の水冷式低温チラーユニットであり、その構造を図 6 
概仕様を表 2 に示す。実機でのブライン貯留量は、槽内 250 ㍑のほかに配管、熱交換器など 

にある分を合算すると約380㍑を蓄えており１回の充填に要するブライン量(250㍑/minx3min)の 

約 1/2 を確保することになる。本チラーユニットは、従来機の冷凍能力約 40kW に比べて大幅な冷 

凍能力低減を図ることになり、コスト低減に寄与するものである。 

水素急速充填試験では、ブライン流量 250 ㍑/min 一定運転のほかに、充填前の待機時ブライン循 

環流量を定格時の 60%（150 ㍑/min）に低減する省エネルギー運転モードを付加して、ブライン流 

量切替時の冷却応答性と省エネルギー効果を調べる。 

膨張弁

圧縮機

凝縮器 蒸発器

プレクーラーへ

ブライン
貯留槽

冷却器へ

48%

0%

20%

40%

60%

80%

0 200 400 600

ブライン貯留タンク容量　㍑

冷
凍

能
力

低
減

率
　

％



成果詳細-(506) 
 

      
図 6 チラーユニットの構成 

 

 

 

表 2 チラーユニットの概仕様 

           
 

熱交換器膨張タンク

貯留槽

冷媒圧縮機（スクリュー）ブラインポンプ

2040 1320

2
3
7
5
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②定格運転性能 

冷凍機定格運転性能について電気加熱ヒータによる模擬熱負荷を与えて、ブライン供給温度の 

時間変化を調べた結果を図 7 に示す。ブライン流量 250 ㍑/min：一定として模擬熱負荷を 

無負荷運転状態から 24kW 一定 x3min を 2min 間隔で繰り返した。熱負荷を与えてから約 0.9min 

までは冷凍機が待機運転のままで貯留槽内ブラインだけで熱負荷を処理し、その後定格運転に 

入るが熱負荷が無くなってからも約 1min 定格運転を継続する。その間のブライン供給温度は最 

大 1.0℃温度上昇するが、-39℃を上限とした低温のブラインを供給でき、運転時の最大消費電 

力 29.4kW、無負荷時では約 25kW であった。 

2 回目以降でのブライン温度と消費電力はほぼ同一の変化をしており、インターバル 2min によ 

り初期状態に戻ることが確認された。 

 

          

図 7 チラーユニットの定格運転性能 

 

 

③省エネルギー運転性能 
待機時のブライン循環量を 150㍑/minに低減して消費電力を抑制する省エネルギー運転モード 

における冷却性能応答性の試験結果を図 8 に示す。模擬熱負荷は、ブライン流量を減じた 

省エネ運転状態から 24kWx3min を 7min 間隔で繰り返し与えた。熱負荷を与えた直後から約 

25sec までのブライン往き温度は、ブライン貯留槽内のブラインによりマイナス 40℃を維持し 

その後通常運転モードに入りブライン温度は最大約 1.2℃上昇するが、マイナス 38.8℃を上限 

として低温ブラインを連続して供給できた。待機時の消費電力は約 18.5kW となり定格運転時に 

比べて 26%低減できた。 
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図 8 チラーユニットの省エネルギー運転性能 

 
（５）高圧水素急速充填試験設備 
開発中のプレクーラー／チラーシステムの冷却性能を、圧縮水素充填技術基準 JPEC-S 
0003(2014)に定める充填圧力区分「70MPa」級且つ供給燃料温度区分－40℃の充填条件にお 
いて、プレクーラー出口水素温度が充填開始後 30 秒以内に-40℃≦Tfuel≦-33℃の供給燃料温度 
許容範囲に維持でき、プレクーラーと冷凍機の設計計画時の初期性能を有することを実証試験 
により確認するため、実証試験は、燃料供給ステーションおよび車両の周辺状況をシミュレー 
ションできる Powertech Labs Inc.社（以下 PLI と称す）の急速充填試験設備を使用した。 

  
設備は２つの熱環境室を持ち、一つは高圧水素蓄圧器（貯蔵バンク）用、もう一つはプレクー 
ラーと燃料装置用容器（テストタンク）用に供している。貯蔵バンクは合計容量 3,000 ㍑の 12 
本のシリンダーから成りカスケード式に供給される。 
 

 それぞれの貯蔵バンクは水素を 87.5MPa まで充填されている。貯蔵バンクの環境システムは 
-40℃～＋50℃までの環境が作られる。それぞれの充填においてテストタンクは SAE J2601*1) 
ルックアップテーブルに規定される APRR に基づく一定の率で加圧される。充填プロファイル 
は、プログラムされた通りに貯蔵バンク、カスケードバルブ及び流量コントロールバルブを開 
閉する流量制御ソフトウエアを通して自動的にコントロールされる。流量コントロールバルブ 
は、プレクーラーの上流に設置され、ノズルの圧力変換器は流量コントロールソフトウエアへ 
のフィードバックとして使用される。供給燃料温度は熱電対で計測され、貯蔵バンクと流量計

の前後、プレクーラーにも設置されている。急速充填設備の概要図を図 9 に示す。 
 

*1） プロトコルの国際的な規格である、米国自動車技術会（SAE=Society of Automotive  
Engineers）SAE J2601 Fueling Protocols に基づく条件下で充填を実施した。日本国内で適用

される JPEC-S 003(2014)に規定される充填プロトコルと同一の内容である。 
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   図 9 Powertech Labs Inc.急速充填試験設備 
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（６）プレクーラー性能試験条件 

 ①基本性能検証試験 

水素急速充填試験は、圧縮水素充填技術基準 JPEC-S 0003(2014)に制定されたルックアップ 
テーブル H70-T40 4-7kg＿NON-COMMUNICATIONS にみる充填条件の中で充填速度と外 
気温度が最も高いワーストケース 2 種と、利用頻度が高いケース 1 種の以下に示す計 3 種を選 
択した。 
1) 高速充填性能試験（Test ID:1A） 

目標圧力上昇率が最大の APRR＝28.5MPa/min で外気条件の 0℃の高速充填 
2) 高利用頻度充填性能試験（Test ID:1B） 

利用頻度が高いと想定される外気 20℃、初期圧 2.0MPa、APRR=21.8MPa/min 充填 
3) 高温・長時間充填性能試験（Test ID:1C） 

外気条件が最も高温の 50℃で到達圧力が最大の 77.8MPa となる高温・長時間充填 
テストマトリックスを表 3 に示す。冷凍機ブライン流量は設計定格の 250 ㍑/min で測 
定を実施した。 
 

表 3 基本性能検証試験マトリックス 

 
 
 
②省エネルギー性能検証試験 

 冷凍機消費電力低減に向けて、 
1) 省エネルギー性能試験 

待機時にはブライン流量を定格の 60%（150 ㍑/min）とし、充填開始とともに定格流 
量まで増量する省エネルギー運転モードにおける消費電力と水素冷却への追随性を調 
べる。水素充填条件は基本性能試験のワーストケース 2 種とする。 
 

表 4 省エネルギー性検証試験マトリックス 

 

 

APRR 外気温度 初 期 圧 目標圧力 Test ID

28.5MPa/min 0℃ 0.5MPa 74.0MPa 1A

21.8MPa/min 20℃ 2.0MPa 72.1MPa 1B

5.1MPa/min 50℃ 0.5MPa 77.8MPa 1C

用途

1直列x2並列
（2基）

Light Duty
Vehicle Fueling
自動車向け充填

種類：Type4

容量：147㍑
　　（5.9kg)

冷凍機能力
ブライン吐出量

21.9kW

250㍑/min

プレクーラー
充填技術基準／充填プロトコル

SAE J2601(2014)／ H70-T40 4-7kg  NON-COMMUNICATIONS

タンク

APRR 外気温度 初 期 圧 目標圧力 Test ID

21.9kW

28.5MPa/min 0℃ 0.5MPa 74.0MPa 3A

5.1MPa/min 50℃ 0.5MPa 77.8MPa 3B

28.5MPa/min 0℃ 0.5MPa 74.0MPa 2A

5.1MPa/min 50℃ 0.5MPa 77.8MPa 2B

用途

待機時／充填時
150/250㍑/min

200㍑/min

SAE J2601(2014) ／ H70-T40 4-7kg  NON-COMMUNICATIONS

冷凍機
ブライン吐出量

1直列x2並列
（2基）

Light Duty
Vehicle Fueling
自動車向け充填

種類：Type4

容量：147㍑
　　（5.9kg)

プレクーラー
充填技術基準／充填プロトコル

タンク
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③適用性検証試験 

開発中のプレクーラー/チラーシステムのより広範囲の適用性を検証するため、 
1) 通信充填試験 

通信充填を用いた SOC100% Top-Off フル充填モード（87.5MPa）をルックアップテ

ーブル H70-T40 4-7kg COMMUNICATIONS に基づく充填条件のうち、高速充填につ

いて充填性能を調べる。 
2) 大容量タンク向け充填試験 

バスなどの大型車への充填を想定して H70-T40 7-10kg  NON-COMMUNICATIONS
に基づく充填条件のうち高速充填について充填性能を調べる。 
 
テストマトリックスを表 5 に示す。 

表 5 適用性検証試験マトリックス 

 
 
 

 

APRR 外気温度 初 期 圧 目標圧力 Test ID

28.0/9.0MPa/min 10℃ 2.0MPa 66.3/87.4MPa 4A

5.1/2.6MPa/min 50℃ 2.0MPa 78.2/87.5MPa 4B

 19.9MPa/min 0℃ 　0.5MPa 73.0MPa 5A

 7.6MPa/min 50℃ 　0.5MPa 77.9MPa 5B

Heavy Duty
Vehicle Fueling
自動車向け充填

種類：Type4

容量：147㍑
    （5.9kg)

用途 プレクーラー

2直列x2並列
（4基）

SAE J2601(2014)／ H70-T40 7-10kg  NON-COMMUNICATIONS

21.9ｋW

250㍑/min種類：Type4

容量：250㍑
    （9.8kg)

タンク
充填技術基準／充填プロトコル

SAE J2601(2014)／ H70-T40 4-7kg  COMMUNICATIONS

1直列x2並列
（2基）

Light Duty
Vehicle Fueling
自動車向け充填

冷凍機
ブライン吐出量
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（７）プレクーラー性能試験結果 

①高速充填性能（Test ID:1A） 

高流量充填モード（APRR=28.5MPa/min、Tout=0℃、Pv＝0.5MPa、P＝74.0MPa）によ

る水素供給圧力（以下、DSP 出口圧力）の時刻変化と技術基準に基づく APRR とその上限

界 APRR_U、下限界 APRR_L を図 10 に示す。DSP 出口圧力の実測値（図中の赤線）は基

準値内に収まり、所定の到達圧力 74.0MPa まで約 160sec で充填できることを確認した。 

 
図 10 Test ID:1A 試験の DSP 圧力変化 

充填中の DSP 出入口の水素温度と、ブライン温度の時刻変化を図 11 に示す。DSP 入口水素温

度（赤線）は充填開始に伴う減圧により最大約 17℃まで上昇するが、プレクーラーによって

DSP 出口水素温度（青線）まで冷却される。DSP 出口温度は充填開始時に外気温度と同じ 0℃
だが約 23 秒後には-35℃まで低下し、その後、水素充填流量の増加とともに上昇するが JPEC-S 
0003(2014)の基準温度限界-33℃（赤鎖線）以下に収まり、熱交換ユニット 2 並列 x１直列＝計

2 基からなるプレクーラーが水素急速充填の冷却性能を満たすことを確認した。 

 
図 11 Test ID:1A 試験の水素／ブライン温度の時刻変化 
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充填中のバンク内圧力、制御弁出口圧力、プレクーラー入口／出口圧力、Vessel 内圧力変化 
と水素充填流量を図 12 に示す。充填終了時に Vessel 内圧力が 72.9MPa に到達して満充填 
され、充填総量は 5.99kg であった。水素充填流量は、充填開始約 75sec 後に最大値 
52g/sec(187kg/h)、平均 37.4g/sec（135kg/h）であった。以上の結果から本プレクーラー／チ 
ラーシステムは、圧力上昇率が最大（28.5MPa/min）でかつ環境温度が最高（０℃）のワー 
ストケース充填モードにおいて所期目標性能を満たすことが確認された。 

 
図 12 Test ID:1A 試験の圧力変化と水素充填量の変化 

 
②利用頻度の高い充填性能（Test ID:1B） 

利用頻度が高い充填モード（APRR=21.8MPa/min、Tout=20℃、Pv＝2.0MPa、P＝
72.1MPa）による DSP 出口圧力の変化、技術基準に基づく APRR とその上限界、下限界を

図 13 に示す。DSP 出口圧力（赤線）は基準値内に収まり、所定の到達圧力 69.2MPa
（SOC=96.0%）まで約 197sec で充填できることを確認した。 

 
図 13 Test ID:1B 試験の DSP 圧力変化 
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充填中の DSP 出入口の水素温度と、ブライン温度の時刻変化を図 14 に示す。DSP 入口 
水素温度（赤線）は充填開始に伴う減圧により約 32℃まで上昇する。DSP 出口温度は、充 
填開始時に外気温度と同じ 20℃で約 25 秒後に-33℃まで低下した。-35℃まで低下するには 
約 32 秒を要し、その後、-35℃以下を維持しており JPEC-S 0003(2014)基準温度限界-33℃ 
（赤鎖線）以下に収まり、熱交換ユニット 2 並列 x１直列＝計２基からなるプレクーラーが 
水素急速充填の冷却性能を満たすことが確認された。 
 

 
図 14 Test ID:1B 試験の水素／ブライン温度の時刻変化 

 
充填中のバンク内圧力、制御弁出口圧力、プレクーラー入口／出口圧力、Vessel 内圧力変化と 
水素充填流量を図 15 に示す。充填終了時の Vessel 内圧力が 69.2MPa に到達して満充填さ 
れ、充填総量は 5.73kg であった。水素充填流量は、充填開始約 75sec 後に最大値 40g/sec 
（144kg/h）、平均 29.1g/sec（105kg/h）であった。 

 以上の結果から、本プレクーラー／チラーシステムが利用頻度の多いと想定される充填モード 
において所期目標性能を満たすことが確認された。 
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図 15 Test ID:1B 試験の圧力変化と水素充填量の変化 

 
③高温・長時間充填モード（Test ID:1C） 

  外気温度が高い長時間充填モード（APRR=5.1MPa/min、Tout=50℃、Pv＝0.5MPa、P＝ 
77.8MPa）による DSP 出口圧力の時刻変化と技術基準に基づく APRR とその上限界、下限界 
を図 16 に示す。DSP 出口圧力（赤線）は技術基準に基づく APRR に沿って上昇し、所定の 
到達圧力 77.8MPa まで約 910sec を要した。 

 
図 16 Test ID:1C 試験の DSP 圧力変化 

 
充填中の DSP 出入口の水素温度とブライン温度の時刻変化を図 17 に示す。充填開始時の 
DSP 出口温度は外気温度と同じ 50℃で、-33℃まで低下するには約 64 秒を要した。JPEC-S  
0003(2014)の基準では充填開始 30 秒以降に-33℃の温度限界（赤鎖線）以下まで冷却すること 
が求められているが、本充填条件ではこれが達成できないことが判明した。本条件の水素流量 
は最大で 13g/sec（47kg/h）であり前２者と比べて 1/2 以下と低いのでプレクーラー熱交換ユ 
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ニット自体の冷却能力は充分足りているので、この現象は熱交換ユニットを出た後の水素導管 
からの熱侵入などの影響により生じているものと予想される。 
 

  
図 17 Test ID:1C 試験の水素／ブライン温度の時刻変化 

 
 

充填中のバンク内圧力、制御弁出口圧力、プレクーラー入口/出口圧力、Vessel 内圧力変化

と水素充填流量を図 18 に示す。充填終了時に Vessel 内圧力が 77.8MPa に到達して満充填

されたことを確認した。水素充填流量は前２者に比べて低く最大 12.8g/sec（46kg/h）、平均

7.4g/sec（26.7kg/h）で、充填総量 6.75kg であった。 
 

           
図 18 Test ID:1C 試験の圧力変化と水素充填量の変化 
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④消費電力の削減効果 （Test ID：3A） 

水素充填待機時のブライン流量を定格流量の 60％に削減することで水素充填の省エネルギ 
ー化を図る目的で Test ID：3A を実施した。図 19～図 20 に定格運転（赤線）と省エネ 
運転（青線）の測定結果を示す。 
図 19 ではブライン流量とブライン温度の出入温度の時刻変化を示す。省エネ運転ではブ 
ライン流量を待機時 160 ㍑/min とし充填開始から 35sec 後に定格値に戻しており、その時 
のブライン往き温度には殆ど差が見られない。戻り温度は、充填開始直後のブライン流量が 
少ない間の省エネ運転時の温度立ち上がりが速くなるが、50sec 後には定格運転時と同様な 
温度変化となる。 
1 回目の充填終了後に 2min インターバルを置いて 2 回目の充填が開始される時刻（経過時 
間 300sec）のブライン往き温度（薄青線）は、定格流量一定運転（桃線）とほぼ同一で-
39.5℃となり、初期温度-39.8℃に対して約 0.3℃の差が見られる。初期温度と同一になるに

は更に約 20sec を要しており、充填開始時に待機時流量から定格流量までの時間間隔（現在

35sec）を減らすなどの対策が必要である。現状、待機時→充填時へのブライン流量切替信

号をブライン戻り温度を検知して実施しているところを、充填開始の別な信号により実施す

ることで対応可能と考えられる。 
 
 

 
 図 19 省エネ運転性能（その１） 

 
 消費電力の変化を図 20 に示す。省エネ運転により待機時の消費電力は約 23.1kW→17.4kW 
へ 25%低減できた。充填終了から約 120sec 後まではブライン貯留槽を予冷するため定格負荷 
運転が継続し、その後約 50sec 後に待機運転モードに戻る。  
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    図 20  消費電力の時刻変化 

 
⑤通信充填による高速充填試験結果 （Test ID：4A） 
圧縮水素充填技術基準 JPEC-S 0003(2014)に制定されたルックアップテーブル H70-T40 

 4-7kg COMMUNICATIONS にみる充填条件の中で、プレクーラー冷却性能にとって過酷条 
件となる高速充填試験の測定を実施した。 

水素供給圧力（DSP 出口圧力）の時刻変化と技術基準に基づく APRR とその上限界

APRR_U、下限界 APRR_L を図 21、充填システムの各部圧力変化と温度変化を図 22、図

23 にプレクーラー冷却性能を示す。結果は以下の通り。 

  ・DSP 出口の到達圧力は 83.4MPa で PLI 試験設備制御によれば SOC=100％に到達し 

て充填を終了した。 

・充填水素流量が最大値を示す時刻付近で供給水素温度最大値を示すことは非通信充填と 

同一だが、その最大値は図 23 に見るように基準値（-33℃以下）を越して数十秒間冷 

却不足となった。 

      
  図 21  Test ID:4A＿充填圧力の変化 
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    図 22 Test ID:4A＿圧力変化 

      
   図 23 Test ID:4A＿温度変化 

 
⑥大容量タンク向け充填（Test ID：5A） 

 バスなどの大型車両へ搭載される大容量タンク向けの充填を想定して H70-T40 7-10kg 
NON-COMMUNICATIONS にみる充填条件のうち、プレクーラー冷却性能にとって過酷条件

となる高速充填試験の測定を実施した。本試験では Vessel には 9.8kg 用の大容量タンクを使 
用し、熱交換ユニットを 2 並列ｘ2 直列＝計 4 基を使用した。  

 
  図の表示方法は前述の通信充填と同一である。 結果は以下の通り。 
  ・充填流量が 60g/sec を超えて SAE J2601 の規制条件によって一旦充填が自動停止され、

約 67sec 後に再開された満充填終了した。 
  ・充填流量が 60g/sec を超えてもプレクーラー出口温度は規制値の温度限界以内に留まり、 

水素 11kg を超える順調な充填ができた。 
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   図 24 Test ID:5A＿充填圧力の変化 

     

図 25 Test ID:5A＿圧力変化 

    
図 26  Test ID:5A＿温度変化 
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（８）コスト分析・試算 

本プレクーラー・システムを構成する主要機器は、熱交換器ユニット及び低温チラーユニ 

ットである。熱交換ユニットの価格構成は、HRX-19 のコイル管及びユニット加工費である。 
開発当初は、2 並列×2 直列＝計 4 基で設計していたが、2 並列×1 直列＝計 2 基の構成で要 
求性能を満たすことが出来たため、設計時の半額で熱交換ユニットの製作が可能となった。 
また、低温チラーユニットは、冷凍能力を従来の 10.36 冷凍トンから 5.67 冷凍トンに低減す 
る事により、冷凍機の価格を低減できる目途が立った。ブラインに関しても、HFE 系ブライ 
ンから、コールドブラインに変更する検討を行った結果、ブライン単価を 1/10 近く減額する 
事が出来た。以上の結果から、イニシャルコストとしての目標価格（量産時：2,400 万円） 
を達成できることを確認した。 
ランニングコストは、低温チラーユニットの冷凍機の冷凍能力の低減、省エネ運転モードの 
検証試験の結果をもとに、商用ステーションで確認を継続する。 
 
 

３．２ 成果の意義 

    現在、FCV 普及の為の水素ステーションの低コスト化を目指して、規制の見直し等の事 
業が推進されており、本普及を加速推進する為には規制見直しの前倒し、低コスト機器 
開発の促進が必要とされている。従って、「低コスト・プレクーラーの研究開発」は、水 
素ステーション機器の低コスト化による水素ステーションの全体の低コスト化を促進し、 
その結果、低コストの水素ガスの供給に繋がり、FCV の普及促進につながるものである。 
また、HRX-19 のコイル管の使用は、新鋼材の実証による実用化の促進及び低コスト化、 
大容量タンク（バス、トラック等）への実証試験は、バス及びトラック等で課題と考え 
られる水素充填時間の短縮化の実証となり、今後普及が期待される、Heavy Duty 
Vehicle への水素充填に関して指針となると思われる。 

 
３．３ 成果の最終目標の達成可能性 

    前述の内容から、最終目標である量産時価格 2,400 万円のプレクーラーの提供は十分に 
可能であり、来年度内には販売できる見通しである。 

 



成果詳細-(522) 
 

４．まとめ及び課題、事業化までのシナリオ 

４．１ まとめ及び課題 

    本研究開発の「低コスト・プレクーラーの研究開発」の目標は、達成できる見込みが十 
分に確認された。しかし、より低コスト化を実現するには以下の課題があると思われる。 

 

 ①プレクーラー熱交換ユニット性能のまとめ 

1)熱交換ユニットを 2 並列 x１直列 計 2 基からなるプレクーラーシステムを開発 JPEC-S  
0003(2014)に制定されたルックアップテーブル H70-T40 4-7kgNON-COMMUNICATIONS 
の充填条件の中で充填速度と外気温度が最も高いワーストケース 2 種と、利用頻度が高いケ 
ース 1 種の計 3 種による水素充填試験を実施して水素充填量、水素冷却温度、到達圧力、

FCV-Vessel 内最終到達温度が技術基準を満たす所期冷却性能を達成できることを確認し

た。結果は以下の通り。 

 
  

2) プレクーラー設計に際して本研究開発ステージⅠの基礎試験にて得た伝熱性能評価式は、 
水素充填流量 1～52g/sec の広い範囲で水素冷却性能を 1℃以下の精度で予測可能であること 
を確認した。 
また圧力損失性能評価式も同様に高い精度で充填中の水素圧力変化を予測できることを確認 
した。 

 
 

　Test ID
高速充填

1A

高利用頻度
充填
1B

高温充填
1C

　充填昇圧平均速度（APRR） MPa/min 28.5 21.8 5.1

　外気温度 ℃ 0.0 20.0 50.0

　Vessel 初期圧力 MPa 0.5 2.0 0.5

　目標到達圧力 MPa 74.0 72.1 77.8

　DSP出口到達圧力 MPa 74.0 69.2 77.8

　充填昇圧平均速度（APRR） MPa/min 27.6 20.8 5.1

　充填時間 sec 160 197 910

　充填水素量 kg 5.99 5.73 6.75

52.0 40.0 12.8

37.4 29.1 7.4

　FCV-Vessel内最終到達温度 ℃ 67.7 60.3 48.9

　充填開始30sec以降に発生した最高水素温度

　水素＿　 FCV-Vessel内部 ℃ 67.7 60.3 62.9

　水素＿熱交換ユニット出口 ℃ -34.3 -35.9 -38.5

　水素＿   プレクーラー出口 ℃ -33.6 -35.4 -23.0

　水素＿ディスペンサー出口 ℃ -33.2 -34.8 -15.5

ブライン＿    プレクーラー出口 ℃ -37.3 -37.3 -38.7

　プレクーラーユニット圧力損失
＊ 6.86 4.88 2.72

＊：流量計、フィルター、遮断弁、ホースなどの圧力損失は除外

試
験

条
件

水素　MPa

　充填水素流量
最大 g/sec

平均 g/sec

試
験

結
果
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②冷凍機システムの性能 

(1) 冷凍機に 250 ㍑のブライン貯留槽を付設することにより、冷凍能力を従来機の約 1/2（約

40kW→21.9kW）に削減して最大水素冷却負荷 41kW 超となる高圧水素急速充填が可能で

あることを確認した。 
(2) 250 ㍑貯留槽内のブラインは、1 回目充填終了後からインターバル 2min 後までに初期温度

に 0.3℃まで回復し、2 回充填／8min の連続充填が可能であることを確認した。 
 

③省エネルギー性能 

待機時の冷凍機ブライン流量を定格の約 60%に低減することで待機時消費電力を 23.1kW→

17.4kW へ 25％削減でき、充填開始直後の水素冷却への応答性にも支障がないことを確認した。   
 
④プレクーラー／冷凍機システム開発機の適用性拡大 

 (1) バスなどの大型車両への充填を想定した大容量充填試験では、熱交換ユニットを 2 並列 x2
直列＝計４基の組み合わせることで、充填速度と温度の最も厳しい条件でも規制値を満た

す充填が可能であることを実証した。 
 (2) 本プレクーラー／冷凍機システムは、高圧水素急速充填の所期性能を満たす性能を有する

がその裕度が少ないため水素供給温度の最大値が充填時間の中央付近（充填流量最大値付

近）で発生し、充填流量の時刻変化に影響される欠点を有することが分かった。 
(3) 本システムの改善策は、今回の一連の試験により設計性能評価式が検証できたため容易に

対応可能である。 
 
⑤使用鋼材の拡大 

   現状においては、HRX-19 のみ使用できるが、規制緩和による低コストの鋼材の実証を実 
施し、使用できる鋼材の拡大を図る。 

 
⑥溶接基準の策定及び食い込み継手の採用 

   本研究開発品のプレクーラー仕様の HRX-19 は本来 100MPa 以上の耐圧を持っているが、 
コーンアンドスレッド継手の使用により肉厚の減少が起こっている。その結果、87.5MPa 
のフル充填には使用できないが、溶接基準の策定、海外では使用できる食い込み継手の使 
用が可能となれば、現行仕様で 87.5MPa フル充填に対応できる。 

 
⑦抽出された課題の改善策 

(1) 熱交換ユニットの冷却性能は、規制値（30sec 以降に-33℃以下）を満たしているが、その

裕度を 1℃以上確保するため最も厳しい充填条件（最大流量 60g/sec、熱交換ユニット入

口温度 20℃）で熱交換ユニット出口-35℃以下を確保することが望ましい。 
→ブライン側伝熱性能向上に向けて環状流路高さを 23.9mm → 19mm へ削減 
ブライン流量を 250 ㍑/min → 280 ㍑/min 以上 へ増加 

(2)省エネルギー運転時の切り替え時間を充填開始後 35sec→0sec へ短縮する 
   →切り替え信号をブライン戻り温度ではなく充填開始信号へ変更 
(3)熱交換ユニットを２並列する際の偏流対策を講ずる。 
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   →水素流路とブライン流路ともに分岐長さ、曲げ回数など均等構造となるよう改善  
 
４．２ 事業化までのシナリオ 

   現行の国内流通のプレクーラーは、本研究開発品と比較して大型でブライン量も多くチラ 
ーユニットも大きいケースが見受けられる。その為、価格的にシステム全体で 4,000～ 
5,000 万円である。しかし、本研究開発品は、弊社のみが持つ高圧ガス特定設備認可品で 
ある HRX-19 を用いたコイル管を使用する事により、低コストで高効率の熱交換システム 
を構築することに成功している。Powertech Labs Inc 社による SAEJ2601 充填性能確認 
が取れたことから、本開発品は、弊社が建設した商用の新砂水素ステーションに２基設置 
し、平成 29 年 7 月 3 日より商用稼働を始めている。 
充填実績としては、8 月末現在で約 30 台のＦＣＶに充填し、商用使用として十分に機能す 
ることが証明された。以下に充填結果の一部を示す。 
 

 
 
また、プレクーラー単品として、ディスペンサーメーカーへの販売も協議しており、その 
一環として商用ステーションでの実用運転と機能ＰＲを行っている。 
 
平成 28 年度から 5 年間の販売見通しを表 5 に示す。 
 

   表 5．販売見通し 

年 度 
販売単価 

（万円） 

販売数 

（式） 

売 上 

（百万円） 

原 価 

（百万円） 

収 益 

（百万円） 

1 年目（Ｈ28 年度） 2,700 1 27 19 8 

2 年目（Ｈ29 年度） 2,500 2 50 35 15 

3 年目（Ｈ30 年度） 2,400 2 48 34 14 

4 年目（Ｈ31 年度） 2,200 3 66 46 20 

5 年目（Ｈ32 年度） 2,100 5 105 73 32 

 

 

５． 研究発表・特許等 

   特になし 
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課題番号：Ⅱ－14 
水素利用技術研究開発事業／燃料電池自動車及び水素ステーション用低コスト機器・システム等

に関する研究開発／ 

アルミ製ライナー低コスト複合容器蓄圧器の開発 
サムテック株式会社 

      ＪＸＴＧエネルギー株式会社 

 

１．研究開発概要 

 アルミニウム合金製（ＡＬ）ライナーを用いた炭素繊維強化プラスチック（ＣＦＲＰ）容

器において、アルミライナーの内面処理や新規アルミライナー材の適用により、使用回数の

長寿命化を図る。また、あらかじめ樹脂を炭素繊維（ＣＦ）に含浸させたトウプリプレグ（

ＴＰＰ）を用いた加熱フィラメントワインディング（ＦＷ）法の技術を量産化に適用し、コ

スト削減を図るとともに、革新的な新設計により更なるコスト削減を目指す。 

 

２．研究開発目標 

 中間目標としては、常用最高圧力90MPa、重量3kg/L以下で、平成27年度までの製造コス

トを2万円/L（内容量比）以下、サイクル使用回数5万回以上を達成する。最終目標は、平

成29年度まで製造コストを1.5万円/L、サイクル使用回数10万回以上を達成する。 

 

３．研究開発成果 

３．１ 研究開発成果、達成度 

  

 

 

 

 

 

 

 

図1 前事業での実績と本事業の目標 

 

 前事業での実績と本事業の目標を図１に示す。 3万円/L→1.5万円/L以下への製造コス

ト削減は、スケールアップによるリッター単価の低減と汎用ＣＦ・樹脂適用による材料費

コスト削減、量産効果によるコストダウンにより達成の目途が立った。 

 5千→10万回以上のサイクル使用回数向上は、設計最適化、圧力媒体変更によるサイクル

性能向上とKHK TD5202 技術文書改定により、目標を達成した。 

 大型容器基本設計完了までのステップを表１に示す。前事業ではTPP-A樹脂により、蓄圧

器を製造したが、本事業ではTPP-C樹脂を開発し、蓄圧器へ適用した。次に、7.5L容器によ

りTPP-C樹脂を使用して汎用CFの検討を実施した結果、性能確認、大型容器への適用の目途

が立った。その次ステップとして、80L、300Lへスケールアップして、設計最適化、サイク

ル媒体検討を進め、中間目標の製造コスト2.0万円/L、サイクル使用回数5万回以上を達成
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した。 

 更に、FW速度向上、トウ数増加による製造コスト削減と、KHK TD5202技術文書改定に伴

うサイクル使用回数増加により、最終目標の製造コスト1.5万円/L、サイクル使用回数10万

回以上を達成した。 

 

表1 大型容器基本設計完了までのステップ 

 

 

 

 

 下記に、成果の詳細を報告する。 

（１）水素ステーション向け３００Ｌ蓄圧器設計確認 

   前事業（低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発）において、 

「水素供給インフラの技術実証」事業に提供する70MPa充填対応複合蓄圧器（仕様：内容量200L

、常用最高圧力：90MPa、長さ：2805mm、外径：488mm 重量：484kg）の開発と詳細基準事前

評価（特認）を取得した。 

   本事業では更にコストダウンを行うべく内容量をアップした300L容器開発を行った。シミ

ュレーションによりアルミライナーとCFRP厚さの最適化を行い（東京大学）、前事業にて開

発を行った200L蓄圧器の設計に対して、L／Dを大きくすることにより内容量をアップさせた

。また、ライナー壁厚／ライナー内径を大きい設計とした。ライナー内径を小さくすること

で、周方向の応力を小さくすることができ、破裂圧をアップした。  

 

  200L：ライナー壁厚／ライナー内径＝1 (BASE)、    L／D＝5.7 

  300L：ライナー壁厚／ライナー内径＝1.13 (比率)、  L／D＝11.4 
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【設計条件】     

 アルミ材 ：６０６１-T６、  

  CF ：PAN（ポリアクリロニトリル）系炭素繊維、 樹脂 ：エポキシ樹脂 

 

（２）新容器設計開発 

アルミライナーとCFRP厚さの最適化をし、コスト削減をはかるため、シミュレーションに

よりCFRP容器設計を検討した。解析内容は、アルミ合金ライナー、フープ巻きCFRP層、ヘリ

カル巻きCFRP層の3層構成円筒について、無限FRP円筒モデルを作成し、ライナー厚さを変化

させたときに、コスト配分の大きいCFRP重量が最小となる条件を検討した（図２、３）。解

析の結果から、ライナーの厚さを厚くするほど、CF重量を低減できることが分かった。これ

により、CFRP低減のため、ライナーを厚くする容器設計方針を得た。 

 

 

 

 

図２ 無限FRP円筒モデル    図３ シミュレーション解析結果 

 

 

（３）アルミライナーの内面処理技術開発 

①傷の影響確認 

   任意傷を加えた試験片での疲労試験を行い、傷の疲労強度へ与える影響を検討した。表２

に示すように、深さ120μm以下の試験片は傷以外から破壊した。現状レベルのサイクル性能

の容器において、傷深さ120μm以下の傷は疲労特性を低下させないことを確認した。この結

果から、「傷深さ100μm以上の傷を研磨すること」を押出し管品質管理基準の指標とした。 

    

 

表２ 疲労試験における傷深さと破壊場所 

 長さ(mm) 深さ(μm) 破断箇所 

傷有り① 

約2ｍｍに 

統一 

120 傷以外 

傷有り② 170 傷 

傷有り③ 260 傷 
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②研磨法検討 

許容深さ以上の傷に対して適正な面粗度を保

つための研磨技術と方法について確立した。 

 チューブ内面の手の届かない部分の表面手直

し研磨技術として、傷の発生場所確認のための

Webカメラと、傷部分の手直し用ローラー研磨材

との組合せにより、遠隔にて修正可能な研磨技術

を確立した。（図４） 

  

 

 

 

 

 

        図４ チューブ内面手直し装置 

 

 

 

（４）雰囲気溶液による疲労試験回数への影響確認 

  疲労試験の際、各雰囲気溶液によりアルミライナーの疲労寿命や傷の進展状態が異なる

結果が得られており、雰囲気溶液によるアルミライナー材腐食が生じ、腐食のない水素ガ

ス環境下での実性能を正しく評価できていない可能性があると推測できる。 

 そこで、適切な圧力媒体選定に向け、圧力サイクル試験時の圧力媒体による疲労試験回

数への影響を確認した。試験条件は、最大応力：255MPa、最小応力：25MPa、周波数：0.1Hz

、応力比：0.1である。アルミ試験片の応力集中部は、幅4mm、厚さ1mmとした（図５）。

疲労試験の結果、表３に示すように、従来の①と比較して、②③④は疲労試験回数が向上

することを確認した。②の圧力媒体への変更で、サイクル使用回数5万回達成の見通しを

得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ アルミライナ試験片 
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表３ 圧力媒体と疲労試験回数比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）加熱ＦＷ法の開発 

①外部加熱法の開発 

前事業（低コスト型７０ＭＰａ級水素ガス充填対応大型複合蓄圧器の開発）において、Ｆ

Ｗ時に容器内部を加熱することで、室温でのＦＷに比べて破裂強度が向上することを小型容

器での試作評価で確認している。本事業では、大型、量産化に適したＦＷ手法として、外部

から加熱するＦＷ手法、あるいは繊維を加熱するＦＷ手法を検討する。 

今年度は、ヒータ（図６）照射前、照射後、ヒータ反対側の表面温度を放射温度計で測定

できるよう取り付けジグの製作を行った。ヒータ及び放射温度計の配置図を図７に示す。小

型容器を試作し（図８）、破裂強度を比較した。 

 

 

 

 

 

 

図６ 外部加熱曲線ヒータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

図７ 外部加熱ＦＷでの温度制御模式図 

番号 圧力媒体 疲労試験回数比 

① 溶液 A １．０ 

② 溶液 B ２．２ 

③ 溶液 C  ６．０ 

④ 溶液 D ３．８ 
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図８ 加熱FWによる容器作製 

 

 

  ＣＦＲＰ厚さを厚くし、外部加熱温度を75̃115℃とし、7.5L厚巻容器の破裂強度を比較

した。試験に使用した容器は、7.5L容器、CF：高グレード品、樹脂：TPP-A（従来品）の

条件で作製した。その結果、低温側で強度上昇が見られ外部加熱で室温ＷＥＴとほぼ同等

の破裂強度となった（図９）。制御温度を最適化することで強度向上する可能性が示され

た。加熱FW法を適用することで、巻きながら硬化できることにより、製造時間短縮の見通

しが立った。  

 

 

図９ 加熱温度による破裂強度比較（7.5L） 

 

                                                    

（６）TPPの開発 

 従来TPPを使用しTPPに適切な設計を検討した。その結果、約４％の強度向上が得られた

。また、TPP用樹脂を開発し、新TPP-Cで7.5L容器を試作し（図１０）、破裂強度を比較し
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た（図１１）。新TPP-Cで従来品のTPP-Aの約1.1倍の破裂強度が得られた。  

 

           

 

 

 

 

 

 

 

図１０ 新TPP-C ７．５Ｌ容器 破裂試験後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 新TPP-C ７．５Ｌ容器 破裂試験後 

 

   TPP-Cの大型容器適用検討のため、サブスケール容器（80L）にて容器試作、強度評価を行

った（図１２）。新TPP-CでTPPに適した設計変更したものにおいて従来TPPに比べ約1.25倍の

破裂強度が得られた。 

   これらの研究開発成果により、強度発現率向上による蓄圧器コストダウンが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ 新TPP-C ８０Ｌ容器 破裂試験後 
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（７）汎用CF-TPPの検討 

 これまで高コストな高グレード品を使用していたが、製造コストの材料費削減のため、

低コストの汎用CF-TPPの検討を実施した。汎用CF-TPPにて、7.5L厚巻容器の破裂強度を比

較した。試験に使用した容器は、7.5L容器、樹脂：TPP-Cである。汎用CF-A、汎用CF-B、汎

用CF-Cを比較した結果、汎用CF-Cにて強度発現率の比が約0.87となり、採用可能性を確認

できた（図１３）。汎用CFの採用によるコストダウンの可能性が示された。 

図１３ 汎用CF-TPPの破裂試験結果（7.5Ｌ容器） 

  

 

 蓄圧器製造コスト目標の達成状況を図１４に示す。3.0万円/L→2.0万円/Lのコスト削減

目標では、スケールアップによるリッター単価低減と、汎用ＣＦ適用による材料費コスト

削減により、目標達成できる。2.0万円/L→1.5万円/Lのコスト削減目標では、量産効果に

より、目標を達成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４ 蓄圧器製造コスト目標の達成状況   
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（８）300L蓄圧器の製作 

本事業にて行った、アルミライナーとCFRP厚さの最適化した300L蓄圧器を汎用CF－TPPを使

用しDRY法で製作した。 

 腐食影響の小さいサイクル試験圧力媒体の採用（イオン交換水、エチレングリコール水）

、実使用条件を前提とした振幅に適正化した圧力振幅にて、サイクル試験を行い、サイクル

回数１００，０００回の寿命を達成した。 

 

（９）使用済み蓄圧器の評価 

 前事業で開発し、ＤＲＹ法、CF：高グレード品、樹脂：TPP-A（従来品）にて製作し、２０

１２年度に水素ステーションへ納めた、使用済みの２００Ｌ蓄圧器の破裂試験を実施した。

その結果（表３－１４）、使用済み蓄圧器は使用前より大幅な破裂圧力の低下は見られず、

設計破裂圧力以上の破裂圧力であった。また、サイクル試験を実施し、使用後も設計以下と

なるような、顕著なサイクル性能の低下は見られなかった（表３－１５）。この結果から、

使用後蓄圧器の健全性を確認した。 

  

表３－１４ 破裂試験結果          表３－１５ サイクル試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）水素ステーション用複合容器の基準化事業との連携（サムテック） 

他事業「複合圧力容器蓄圧器の基準整備等に関する研究開発」から情報を収集し、２５年度

水素ステーションでの特定設備、事前評価（特認）の取得を推進した。 

 

（１１）複合容器の検査手法に関する事業との連携 

  他事業「水素ステーション用複合容器の供用中検査手法の研究開発」で千代田化工建設

と情報交換、AE計測の協力を行っている。 

 

３．２ 成果の意義 

 プロジェクト（事業）全体として、最適な設計を検討し、また新樹脂を開発し、汎用CF

を適用したTPPを開発した。その結果、目標常用最高圧力90MPa、重量3kg/L以下の300L容器

の製作し、サイクル使用回数10万回以上の目標を達成した。 

 この成果により、水素ステーションコスト低減が見込まれ、水素インフラ普及への貢献

が期待できる。また、使用サイクル回数向上により、蓄圧器交換工事の頻度を低減でき、

水素ステーション運営コストを低減できる。 

 破裂強度比 

未使用品 １．０ 

使用済容器① １．１ 

使用済容器② １．０ 

 サイクル回数

比 

圧力媒体 

未使用品 １ 水道水 

使用済容器③ ０．８ 水道水 

使用済容器④ １．１ エチレングリコール水 
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３．３ 開発項目別残課題 

最終目標の製造コスト1.5万円/Lの目標達成においては、一定量以上の受注が増え、量産

となった場合にコストメリットが出て実用化が可能となる。ＤＲＹ法のメリットである製

造スピード向上を実現するため、ＦＷ時間短縮、ライナ製造時間短縮による課題を抽出し

さらなる、安定的な量産化技術確立に取り組む必要がある。 

 

４．まとめ及び課題、事業化までのシナリオ 

 最終目標である、製造コストを1.5万円/L、サイクル使用回数10万回以上を達成するにあ

たり、量産化、KHK TD5202技術文書改定に伴い、目標達成の見通しを得た。 

本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方を図１５に示す。 

プロジェクト後、安定的な量産化技術確立の検討を、今後も継続的に取り組む。 

 また、更なるコストダウン、性能向上に向けて、ＮＥＤＯ事業で得られた成果、技術を

基盤に継続的に検討を実施する。 

 これらの検討を実施し、実蓄圧器へ適用することで、コスト競争力のある蓄圧器の実用

化・事業化の継続が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１５ 本プロジェクトにおける「実用化・事業化」の考え方 
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５．研究発表・特許等 

 ＊SAM：サムテック、JXTG：ＪＸＴＧエネルギー、九大：九州大学 

（１）研究発表・講演（口頭発表も含む）、論文 

      （発表・講演・投稿リスト）  

ＮＯ． 年月 発表先 題目 発表・投稿者 

1 2013/5/28 燃料電池開発情報セ

ンター主催「第２０

回燃料電池シンポジ

ウム」 

低コスト型７０ＭＰａ級水素

ガス充填対応大型複合蓄圧器

の開発 

JXTG；蓑田 愛 

2 2013/6/8 第2回JACI/GSCシン

ポジウム 

水素ステーション用CFRP蓄圧

器の開発 

JXTG；蓑田 愛 

3 

 

2013/6/20 ENEOS Technical 

Review 第55巻2号; 

p.25 

高圧水素用ＣＦＲＰ容器の開

発 

JXTG；蓑田 愛 

4 2013/8/29 福岡水素エネルギー

人材育成センター 

「第６回 高度人材

育成コース」 

複合容器の現状と今後の展開 

 

SAM；東條 千

太 

5 2013/9/20 2013年度日本塑性加

工学会 東関東支部 

第39回技術懇談会 

金属ライナー高圧ガス容器の

製造と課題 

SAM；東條 千

太 

6 2013/12/15 2013年度 公益社団

法人精密工学会九州

支部宮崎地方講演会 

多給糸FW法によるCFRP容器開

発に関する研究 

九大；過能 健

太 

7 2013/12/15 2013年度 公益社団

法人精密工学会九州

支部 宮崎地方講演

会 

CFRP容器製造のための繊維加

熱装置開発に関する研究 

九大；與島 健

司 

8 2014/2/14 第27回複合材料ｾﾐﾅｰ 高圧水素用大型複合蓄圧器の

開発 

JXTG；岡崎 順

二 

9 2014/2/26 FC EXPO 2014 

専門技術セミナー 

水素ステーション用複合蓄圧

器の開発状況 

SAM；東條 千

太 

10 2014/2/28 State-of-the-art 

Fuel Cell and 

Hydrogen 

Technology in Japan 

Developing Low-Cost, 

Large-Scale Accumulators 

for 70 MPa Hydrogen Gas 

Supply 

JX；蓑田 愛 

11 

 

2014/3/4 2013年度日本機械学

会九州支部学生会 

曲線ヒータを用いた同時加熱

FW法によるCFRP容器の開発 

九大；坂口 翔

一 

12 

 

2014/3/13 日本機械学会 九州

支部 第67期総会・講

多給糸FW法における層構成が

CFRP容器強度に及ぼす影響 

九大；過能 健

太 
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演会 

13 2014/3/13 日本機械学会 九州

支部 第67期総会・講

演会 

繊維加熱FW法がCFRP容器強度

に及ぼす影響 

九大；與島 健

司 

14 2014/3/20 株式会社情報機構 

書籍「次世代自動車

技術とシェール革命

」 

水素貯蔵技術の最新開発事例 SAM；東條 千

太 

15 2014/12/16 福岡水素エネルギー

戦略会議／高圧水素

貯蔵・輸送研究分科

会 

定置及び配送用圧縮水素タン

クの現状と展開 

JXTG；蓑田 愛 

16 2015/2/17 

 

 

神戸商工会議所 

「水素エネルギーと

Ｆ 

ＣＶ（燃料電池）の

可 

能性」 

 

水素ビジネス、わが社の取り

組み事 

例 

 

サムテック；東

條 千太 

 

17 2015/3/5 

 

 

大阪工研協会 

「第95回ニューフロ

ンティア材料部会例

会」 

水素ステーション用複合蓄圧

器 

サムテック；東

條 千太 

 

18 2015/3/11 大阪府産業支援型

NPO協議会「第11回水

素・燃料電池開発支

援セミナー」 

水素ステーション用複合蓄圧

器の開発 

サムテック；東

條 千太 

 

19 2015/3/17 

 

精密工学会 2015年

度春季大会 

TPPを用いた多給糸FW法によ

るCFRP容器の開発 

九大；田淵 

20 2015/5/29  

 

株式会社情報協会「

ＣＦＲＰの繊維／樹

脂界面制御と成型加

工技術」 

ＣＦＲＰの高圧水素容器への

応用  

 

JXTG；蓑田 愛 

21 2015/8/21 ＮＥＤＯフォーラム

2015 in四国 

水素ビジネス、わが社の取組

み事例～水素ステーション用

複合蓄圧器の開発～ 

サムテック；東

條 千太 

22 2015/11/13 日本機械学会関西支

部 

第３４０回講演 

水素ビジネス、わが社の取組

み事例～水素ステーション用

複合蓄圧器の開発～ 

サムテック；東

條 千太 

23 2016/2/10  『燃料電池自動車の ＣＦＲＰ複合容器  サムテック；東
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開発と材料・部品』

株式会社シーエムシ

ー出版  

 

 條 千太 

24 2016/2/22 神戸市産業振興財団 

第６回水素クラスタ

ー勉強会 

水素ビジネス、わが社の取組

み事例～水素ステーション用

複合蓄圧器の開発～ 

サムテック；東

條 千太 

 

 

 

 

（２）特許等 

      （出願済特許等リスト） 

ＮＯ． 出願日 出願番号 発明の名称 委託会社名 

1 2013/12/12 特願2013-257133 複合容器の製造システム、及

び複合容器の製造方法 

九州大学 

JXTGエネルギー 

サムテック 

2 2015/3/19  特願2015-55607 複合容器の圧力サイクル試験

方法 

JXTGエネルギー 
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課題番号：II-15 
水素利用技術研究開発事業／燃料電池自動車及び水素ｽﾃｰｼｮﾝ用低ｺｽﾄ機器・ｼｽﾃﾑ等に関する研究開発／ 

ｽﾁｰﾙ製ﾗｲﾅｰ低ｺｽﾄ複合容器蓄圧器の開発 
ＪＦＥスチール株式会社 

ＪＦＥコンテイナー株式会社 

 
１． 研究開発概要 
『水素利用技術研究開発事業』基本計画のアウトプット目標として、「コスト2億円以下／システム」、

「水素充填30万回以上の耐久性を有すること」が設定されている。蓄圧器開発の観点でこの目標に貢献す

るためには、前者に対しては、「蓄圧器製造コストの低減」、後者に対しては、「蓄圧器の長寿命化」を

達成することが必要である。 
実施者は、高強度低合金鋼をライナとして用いるスチール製ライナ-炭素繊維強化プラスチック（以降、

CFRPと記述）複合容器蓄圧器を開発・適用することで上記課題解決に寄与できると考えた。 
現時点での水素ステーションに実装されている、もしくは現在開発中の蓄圧器は、鋼製蓄圧器（Type1

容器）およびアルミ合金ライナ-CFRP複合容器（Type3容器）である。Type1容器は鍛造により製造され

ている。また、アルミ合金ライナ-CFRP複合容器は、ライナの強度が低いため、CFRPで耐圧性能を担保

する。これらの容器に対し、開発ターゲットとしたスチール製ライナ-CFRP複合容器蓄圧器は、ライナを

鍛造品やアルミより安価な大量生生産品であるシームレス鋼管を用いて製造し、そのライナに圧力保持さ

せることで、耐圧性能および疲労特性の不足分をCFRPで補い高価なCFRP使用量を最小限とする。その

ため、いずれの容器と比較しても低コスト化が可能となると考えている。さらに、高強度鋼は一定応力以

下では疲労破壊しないため、ライナでの発生応力がその応力（以降疲労限と記述）以下となるように容器

設計することで容器の長寿命化が可能となると考えられる。 
以上の思想に基づいて、実施者らはスチール製ライナ複合容器の開発を行った。 

 
２． 研究開発目標 
以下の６つの項目を研究開発目標とする。 

・低合金鋼の疲労限におよぼす水素濃度および周波数の影響の明確化および容器設計に必要な材料データ

の取得（担当：JFEスチール株式会社） 
・設計係数 2.4～4.0 の条件で設計可能な容器重量およびコストをシミュレーション等によりスチールライ

ナーおよびCFRPの適正厚みの推測（担当：JFEスチール株式会社） 
・小型容器を用いて、Pitch 系炭素繊維を用いた複合容器の長所、短所を明確化。200L 以上の大型容器の

設計の実施。容器使用開始後の開放検査時のオンサイトでの非破壊検査方法の基礎検討を行い，候補とな

る検査方法の絞り込み（担当：JFEコンテイナー株式会社） 
・小型のスチールライナー蓄圧器を製作し、水素エネルギー製品研究試験センターの外水圧サイクル試験

装置を用いて水素脆化試験を行い、スチールライナーの破壊限界を確認し、設計の妥当性を検証（担当：

JFEコンテイナー株式会社） 
・開発容器の特認申請に資するデータを取得（担当：JFEスチール株式会社、JFEコンテイナー株式会社） 
・容器に使用する鋼材および複合容器に関する規制見直しについて、種々の機関と議論（担当：JFE スチ

ール株式会社、JFEコンテイナー株式会社） 
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３． 研究開発成果 
３．１ 研究開発成果、達成度 
（１）スチールライナ-ＣＦＲＰ タイプ3 複合容器の開発（担当：JFEコンテイナー株式会社⇒○） 
① 容器寿命の評価 
容器は破裂圧力および疲労特性の評価が必要である。それらの評価が圧力サイクル試験装置の最大負

荷圧力未満で実施出来る様、スチールライナの板厚及びCFRP 層の厚さを調整した、容量9.4L のタイプ

3 小型容器を試作した。破裂圧力を評価した結果、破裂圧力は59MPa であった。このタイプ3 容器を

用いて水圧サイクル試験を実施した。試験圧力とサイクル数の関係をFig. 1に示す。破裂圧力の1/4 の圧

力15MPa で10 万回以上の38 万回の寿命を確認した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 容器破裂形態 
容器の破裂圧力評価を行うためには、複合容器の破裂形態を理解する必要がある。従来のタイプ３容

器ではライナはガスバリア層として位置付けられ圧力保持能力はほとんどなかった。それに対し、本開

発で開発する容器は強度の高い低合金高強度鋼を用い、ライナ厚を厚くすることでCFRP 使用量を低減

し低コスト化を行う。そのため、ライナ強度とCFRP 層強度のバランスが従来のタイプ３容器と異なっ

ている。そこで、開発容器の破裂形態に関する知見を得るため、ライナ厚の異なる容器の破裂性能を評

価した。 
a. 薄肉ライナ容器の破裂形態 
薄肉ライナ容器の破裂試験後の外観をFig. 2に示す。当該容器は、CFRP 層の断裂と同時にスチール

ライナが破裂した。この挙動は、アルミ合金ライナType 3 容器の破裂挙動と同じである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig. 1 同一設計仕様のタイプ３容器の試験圧力とサイクル数の関係 

 

Fig. 2 薄肉ライナ（9.4 L 容器）(破裂圧力59MPa) ⇒CFRP 層の破断とライナ破裂が同時 
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b. 厚肉ライナ容器の破裂形態 
厚肉ライナ容器の破裂試験後の外観をFig. 3に示す。当該容器は、CFRP 層が破断しても、スチール

ライナは破裂しなかった。このような破裂形態は従来のタイプ３容器では認められなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ライナ肉厚がFig. 3の容器よりも更に増大させて、設計圧力106MPa の容器を試作し、破裂試験を実

施した結果をFig. 4に示す。Fig. 3の容器と同様に、CFRP 層が破壊しても、ライナは破裂しない現象

が明らかとなった。 
これらの現象の理由は、ライナの膨張によるひずみがCFRP 層の破断ひずみを上回ってCFRP 層が破

壊して全圧力をライナのみで負担した場合でも、ライナでの発生応力が破断限界以下であるためと考え

られる。この破裂挙動が、ライナでも応力分担した場合のスチールライナ容器の特徴と考えている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ ライナの検査方法の検討 
製品出荷及び使用中の保安検査に際して、ライナ内面の非破壊検査による疵検査は重要な工程となる。

非破壊検査感度が低い場合、容器設計後の評価時に実際よりも大きな疵が存在すると仮定して容器性能

が評価されるため、実性能よりも評価性能が低くなり不要な高性能容器を設計する必要があり、高コス

ト化の一因となる。ライナの非破壊検査手法として、渦流探傷法の妥当性を検証し、検査感度の向上を

検討した。Fig. 5に検査時の外観を示す。検討の結果、人工欠陥では、0.225 mm まで検出可能となり、

さらには疲労亀裂も検出可能である事が確認できた。 
 
 

 

Fig. 3 厚肉ライナ（9.4 L 容器）：破裂圧力（86 MPa） 
⇒CFRP 層が破断してもライナは破裂せず 

 

Fig. 4 厚肉ライナ（30 L 容器）：破裂圧力（157 MPa） 
⇒CFRP 層が破断しても、ライナは破裂せず 
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④ 複合容器蓄圧器用ライナ疲労性能支配因子の明確化 
複合容器蓄圧器の評価試験は通常、負荷される圧力が評価指標とされる。しかし、圧力サイクル試験を

常に実圧力、たとえば82MPa で行うことは、設備制約上困難なことが多い。そのため、低圧力での評価

結果を用いて基本設計を行い、試作した実容器を用いた性能最終確認を実圧力で試験ができる設備を有

する機関で行うことが開発の加速および開発コスト削減のために必要である。そのため、低圧力での評

価結果を用いて複合容器の基本設計を行うため、複合容器の疲労性能の支配因子の明確化を検討した。 
 
Fig. 6に、ライナ肉厚等の仕様の異なる種々の容器の圧力サイクル試験結果を整理して示す。整理に用

いた指標は試験圧力である。「Type3 内面機械加工無し」と「Type3 内面機械加工」はCFRP 厚は同

じ条件であるが、「Type3 内面機械加工」はライナ厚が「Type3 内面機械加工無し」よりも機械加工し

た分、薄くなっている。また、「ライナ単体内面機械加工」「ライナ単体 内面機械加工無し」はそれぞ

れ、「Type3 内面機械加工」、「Type3 内面機械加工無し」のライナのみのものである。一般的には内

面機械加工を施した場合に疲労寿命が長寿命化するが、試験圧力を指標にした場合、「Type3 内面機械

加工無し」は「Type3 内面機械加工」よりも寿命が長かった。これは加工によりライナ肉厚が変化して

しまったためと考えられる。したがって、試験圧力を評価指標にした場合、種々状態の異なる容器の比

較は困難であることが明確となった。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig. 5 非破壊検査方法の基礎検討（渦流探傷法）：(a)人工欠陥試験片探傷、(b) 疲労亀裂探傷 

 
Fig. 6 試験圧力と圧力サイクル試験結果の関係 
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容器開発加速のためには、小型容器の評価結果を用いて実サイズの大型容器の特性予測を的確に行う

必要がある。そこで、異なる容器仕様のサイクル試験結果を一元的に評価する方法を検討した。鋼をラ

イナに用いた容器はライナが応力の多くを分担するため、複合容器の疲労寿命はライナ単体の疲労寿命

と同程度と考えられる。この場合、「ライナ内面の最大フープ応力により試験結果が良く整理される」

はずである。そこで、仕様の異なる試験容器の最大フープ応力をそれぞれFEM 計算により求めた。 
 
Fig. 6に示した異なる容器仕様の水圧疲労サイクル試験結果をライナの最大フープ応力で整理した結

果をFig. 7に示す。この整理では、「Type3 内面機械加工無し」とその容器のライナのみである「ライ

ナ単体 内面機械加工無し」の容器寿命は同程度となった。また、「Type3 内面機械加工」は「Type3 
内面機械加工無し」も高負荷応力条件でも長寿命となった。これらの結果から、設計仕様の異なる容器

でも圧力サイクル寿命は、ライナの最大フープ応力で整理されると言う仮説が成り立つ事を確認した。

これらの結果から、ライナの最大フープ応力で圧力サイクル特性を評価することにより、低圧力での評

価結果を用いて基本設計を行うことが可能であると考える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（２）スチールライナ材料特性評価（担当：JFEスチール株式会社） 
① 高圧水素中材料評価試験結果 
低合金高張力鋼は蓄圧器で想定されている82MPa 程度の高圧水素環境下では大気中と比較して材料

特性が低下する、水素脆化と呼ばれる現象が発現する。そのため、水素ステーション用蓄圧器に低合金

高強度鋼を適用するためには、高圧水素中での材料特性の評価が必要である。本検討では、将来の蓄圧 
器の国際標準化をも想定し、水素ガス圧115MPa での材料特性を評価し、スチールライナへの低合金高

強度鋼の適用可否を検討した。 
供試材として約20mm 角断面のJISSCM435鋼を用い、900℃で30min.加熱後，油冷し、600 ℃ 60

min. 焼き戻し後水冷してTS1000MPa 級の焼戻しマルテンサイト組織を得た。組織写真をFig. 8に、直

径7mm のJIS14 号A 試験片を用いて得られた素材の引張特性をTable 1に示す。その素材を各試験で

 

Fig. 7 ライナの最大フープ応力と圧力サイクル試験結果の関係 
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必要な試験片形状に加工し、試験を行った。SSRT 試験は、平行部直径5mm の試験片を用いてひずみ

速度3.3x10-5 /s（クロスヘッド速度0.001 mm/s）で行った。疲労試験は平行部直径7mm の試験片を用

いて、応力比-1、周波数1Hz で行った。疲労限は100 万回で12 日程度の時間がかかるため、高圧水素

中での試験は100 万回未破断、大気中試験は200 万回未破断で疲労限と判断した。疲労き裂進展試験は、

応力比をR = 0 .1 、ΔK は25 から増加させて最高荷重一定条件で行った。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表1 供試材の引張特性（JIS14号A試験片） 

YS (MPa) TS (MPa) tEl (%) RA (%) 
917 1023 20.1 68.8 

 
Fig. 9にSSRT 試験結果を示す。大気中と比較して、高圧ガス水素中では伸びは低下したが、最高強

度は維持していた。この結果から、本材料は115MPa 以下の水素ガス環境中では、大気中での最高強度

もしくは降伏強度を用いた容器設計が可能であると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

Fig. 8 供試材のSEM組織写真 

 
Fig. 9 SSRT 試験結果 
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Fig. 10に疲労特性を示す。高圧水素中では大気中と比較して破壊までの回数が1/3～1/5 程度に低下し

た。この原因はき裂発生後のき裂進展速度が鋼材中に水素侵入することで加速されるためと考えられる。

また、高圧水素環境中での疲労限は大気中よりもわずかに低いと予想できる。具体的には本材料の場合、

大気中では疲労限は500MPa であったが、115MPa水素中では、500MPa では100 万回で破断した試験

片があり、475MPa と推測した。475MPaでは、3.2.2 に記載の115MPa 水素ガス中の疲労特性を推定

できる陰極チャージ疲労試験において200 万回未破断であることが確認されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Fig. 11aに疲労き裂進展試験結果を、Fig. 11bにFig. 11aの結果を用いて蓄圧器用ライナの疲労き裂進

展解析を行った結果を示す。疲労き裂進展解析において、初期亀裂検出限界を渦流探傷法で検出できた

最小深さ0.225mm とした場合に0MPa-82MPa の圧力サイクルの10 万回繰り返しで亀裂進展深さは2.
06mm であり、容器として継続使用可能な状態である結果となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
これらの結果を総合し、本検討において10 万回の寿命を達成するライナ設計の条件を見出した。 

 
 

 

Fig. 10疲労き裂進展試験結果 

 

Fig. 11 (a)疲労き裂進展試験結果、(b)ライナのき裂進展シミュレーション結果 
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② 陰極チャージ疲労試験法の検討 
高圧水素環境下での材料試験は、設備が高額であり、また設備の維持管理も手間がかかるため、極少

数の機関でしか試験ができない。また、設備数も少ないため、長期間の試験や多量の試験が必要な場合

にデータ蓄積に長時間を要する。もし、高圧水素環境下材料特性を高圧水素を用いない簡便な手法で推

測できれば、本研究を加速可能である。さらにはこの手法を種々の機関で実行すれば様々な研究が実施

でき、高圧水素環境下での材料の水素脆化に関する知見をより多く蓄積できると期待される。また、知

見の蓄積は水素社会インフラの構築の加速および低コスト化につながると考えられる。そこで本研究で

は、多くの機関で実施可能な陰極チャージ法を利用した試験による高圧水素環境下での材料特性の推定

可能性について検討することを目的として研究を行った。本開発では特に試験に長時間を要する疲労試

験法の開発を行った。 
 
Fig. 12に高圧水素ガス中試験法と陰極チャージ試験法を模式的に示す。高圧水素ガス中では水素分子

H2 が水素原子H に解離し、その一部が鋼材中に侵入し、水素脆化を引き起こす。それに対し、陰極チ

ャージ法では、溶液中の水素イオンH+が陰極にした試験片中の電子と結びついて水素原子H となり、そ

の一部が鋼材中に侵入し、水素脆化を引き起こす。鋼材中に侵入した水素原子H は高圧水素ガス中から

侵入しても陰極チャージ法で侵入しても同じである。鋼材中に侵入する水素の量は鋼材に吸着する水素

の逃散能で決まるため、陰極チャージ中の水素の逃散能を高圧水素ガス中と同程度にできれば、両環境

中で同様の材料特性評価結果が得られる可能性がある。水素ガスの逃散能を直接算出することは困難で

あるが、鋼材中に侵入する水素量は水素の逃散能によって決まると考えられる。すなわち、115MPa 水
素ガス中で鋼材中に侵入する拡散性水素量と同程度の量の水素が侵入する陰極チャージ条件で、115MP
a 水素ガス中の水素の逃散能と陰極チャージでの水素の逃散能が同程度となると考えられる。まずその

条件を検討した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig. 12 高圧水素ガス中試験法と陰極チャージ試験法の模式図 
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a. 陰極チャージ条件の検討 
陰極チャージは水溶液中に試験片を浸漬し、試験片を陰極にして通電することで水素を試験片中にチ

ャージする。鋼材を水溶液中に浸漬するため、鋼材を極力腐食させない工夫が必要である。そのため、

水溶液中でFe が安定である0.1M NaOH 水溶液を選定し、さらに試験片を十分に陰極にできる高電流

密度条件で検討した1）。Yamabe ら1)はTS800～900MPa で焼戻しﾏﾙﾃﾝｻｲﾄ組織を有するCr-Mo 鋼に10
0MPa 環境下で侵入する拡散性水素量は0.4～0.6ppm 程度であることを明らかにしている。本研究で用

いた鋼はTS1000MPa であるため、侵入水素量がもう少し高い可能性がある。そのため、侵入水素量が0.
4～1.0ppm 程度の拡散性水素を導入する条件を探索した。試験片は熱処理した素材を直径6mm に加工

した丸棒を用いた。 
 
まず、電流密度を変化させて24h の陰極チャージを行い，拡散性水素量におよぼす電流密度の影響を

調査した。その結果をFig. 132に示す。電流密度の増加とともに水素量が増加した。この結果から、電流

密度100A/m2の条件を選択し、水素チャージ時間を変化させた。その結果をFig. 142)に示す。拡散性水素

量は144 時間チャージで約1.0ppm となった。TS1000MPa 級焼戻しﾏﾙﾃﾝｻｲﾄ鋼の水素拡散係数の過去デ

ータから水素量は96 時間以上ではほぼ一定となると推測されるため、最長144 時間とした。Fig. 152)

に144 時間水素チャージした試験片の水素放出曲線を示す。昇温速度は200℃/h とした。水素放出ピー

クは200℃程度で水素放出が終了しており、拡散性水素のみがチャージされていると判断される。これら

の結果から、疲労試験に用いる電流密度は100A/m2 とした。Laura ら3）は0.1M NaOH 水溶液での50
～500A/m2 の電流密度条件の逃散能が10～100MPa の水素ガス中の逃散能に相当すると推定しており、

この点でも本条件が数10～100MPa 程度の高圧水素環境と同等であると考えられる。疲労試験は24h 
水素チャージを行った後に開始した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig. 132) 陰極チャージにより鋼中に侵入する拡散性水素量におよぼす電

流密度の影響（溶液：0.1M NaOH、チャージ時間：24h） 



成果詳細-(549) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b. 陰極チャージ疲労試験 
陰極チャージ疲労試験は平行部直径6mmの試験片を用い、平行部長さ14mm のうち中央12mm 部分

を溶液に暴露し試験を行った。溶液に浸漬されている試験片の他の部分は溶液に触れないようにすべて

シールを施した。 
Fig. 16に陰極チャージ疲労試験で得られた結果を大気中および高圧水素中の試験結果と合わせて示す。

陰極チャージ疲労試験では破断が発生する応力振幅条件では，破断サイクル数が大気中と比較して1/3～1
/5 程度に低下し、高圧水素ガス中と同等の結果が得られた。この結果から、0.1M NaOH 水溶液中で1
00A/m2の電流密度で陰極チャージすることにより、115MPa 中高圧水素環境下での疲労特性を推測する

ことができると考える。また本陰極チャージ疲労試験での200 万回未破断の疲労限は大気中と比較して

5%ほど低い結果となった。厳密にはステアケース法等で求める必要があり、学術的な結論は今後の検討

 

Fig. 142) 陰極チャージにより鋼中に侵入する拡散性水素量におよぼすチ

ャージ時間の影響（溶液：0.11M NaOH、電流密度：100A/m2） 

 

Fig. 152) 144h チャージ材の水素放出曲線（溶液：0.1M NaOH、電流

密度：100A/m2） 
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が必要である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
c. 陰極チャージ疲労試験結果におよぼす水素チャージ条件の影響 
陰極チャージにより鋼材中に侵入する水素量は溶液が同一である場合は電流密度で決まるが、触媒を

溶液中に添加することにより、同じ電流密度でも触媒を添加しない場合よりも多くの水素を導入するこ

とができる。すなわち、同一の水素量を得るための条件は一つではなく、溶液の組成と電流密度の種々

の組み合わせが存在する。本節では、水素チャージ条件が陰極チャージ疲労試験結果におよぼす影響に

ついて検討を行った。 
陰極チャージ条件は、0.1M NaOH 水溶液で電流密度100A/m2 とした条件1 および（3%NaCl+3g/l 

NH4SCN）水溶液で電流密度0.5A/m2とした条件2 の2 種とした。各々の条件での24 時間水素チャージ

後の鋼材中の拡散性水素量はそれぞれ0.36ppmおよび0.43ppm であり、ほぼ同一量の水素がチ 
ャージできる条件であった。 
 

Fig. 17に陰極チャージ疲労試験結果を大気中疲労試験結果と合わせて示す。周波数は20Hz とした。

条件2 では条件1 と比較して破断までにサイクル数が低下し、実施した応力振幅では疲労限が確認でき

なかった。両者の差の原因を考察するため、疲労試験後の試験片観察を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig. 16 陰極チャージ疲労試験結果と大気中および高圧水素中疲労試験

結果の比較 
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Fig. 18に試験片破面および側面の表面観察結果を示す。疲労破壊の起点はいずれも試験片表面であり、

介在物等は観察されず、破面に大きな違いは認められなかった。一方、試験片側面は、条件1では試験後

に異常は見られず、高圧水素中での試験後サンプルと同様であったが、条件2では表面にあばた模様が見

られた。本観察結果から、条件2では電流密度が小さいため、局所的に腐食が進行し腐食疲労のような条

件で試験が行われた可能性が考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig. 17 疲労特性におよぼす陰極チャージ条件の影響（陰極チャージ条

件1：溶液 0.1M NaOH、電流密度100A/m2、陰極チャージ条件2：溶液

3%NaCl+0.3% NH4SCN、電流密度 0.5A/m2） 
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以上の結果から、高圧水素環境下での疲労試験結果を陰極チャージ疲労試験により推測するためには、

単に侵入水素量を高圧水素環境下での値にあわせるだけでなく、試験中に腐食が発生しないように十 
分に陰極になるような溶液や電流密度条件設定が重要であると考えられる。 
 

 

Fig. 18 疲労試験後の試験片観察：(a,b) 陰極チャージ疲労試験条件1、負荷応力=450MPa、(c,d) 陰極

チャージ疲労試験条件2、負荷応力=350MPa、(e,f) 115MPa高圧水素疲労試験、負荷応力=550MPa 
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（３）規制見直しへの取組（担当：JFEスチール株式会社、JFEコンテイナー株式会社） 
現時点では、低合金鋼は大臣特認を取得しなければ水素ステーション用蓄圧器に適用できない。将来

的に低合金鋼を水素ステーション用蓄圧器に簡便に適用するための規制見直しについて関係機関、具体

的には、HYDROGENIUS水素構造材料ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ検討会、複合圧力容器蓄圧器分科会、燃料電池実用化

推進協議会 FCV・水素ｲﾝﾌﾗWG、日本機械学会高圧水素機器の設計合理化に関する研究分科会と議論を

実施した。その結果、低合金鋼ガイドラインWG が立ち上がり、スチールライナ-CFRP 複合容器ガイ

ドラインおよび技術基準策定のための各種検討が開始された。 
 
３．２ 成果の意義 
 タイプ3 スチールライナ-CFRP 複合容器の基本設計を完了したと判断する。今後、タイプ3 スチール

ライナ複合容器のガイドライン・技術基準策定が完了し、商品ニーズが出てくれば、市場投入が可能で

ある。 
 
３．３ 開発項目別残課題 
 無し。 
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４． まとめ及び課題、事業化までのシナリオ 
 低合金高強度鋼を用いたタイプ３スチールライナ-CFRP 複合容器の開発を行い、以下の知見を得た。 
・115MPa 高圧水素環境下での材料試験を種々行い、スチールライナの基本設計を完了した。 
・スチールライナ-CFRP タイプ3 複合容器蓄圧器で設計係数4 で寿命10 万回を超える容器が設計可能

であることを確認した。 
・スチールライナ-CFRP タイプ3 複合容器蓄圧器は破裂試験において、厚肉ライナになると従来のタイ

プ3 容器と異なり、CFRP 層が破断してもライナが破壊しなかった。 
・スチールライナ-CFRP タイプ3 複合容器蓄圧器の圧力サイクル特性はライナの最大フープ応力で支配

されることを確認した。 
・ライナの非破壊検査において、過流探傷を用いて0.225mm までの疵を検出できた。 
・高圧水素ガスを用いずに高圧水素ガス中の材料特性を推測する手法を検討し、0.1MNaOH 水溶液で1
00A/m2 の電流密度で水素チャージを行う陰極チャージ疲労試験方法を開発した。その手法により高圧

水環境下での疲労特性を推測することが可能となった。 
・陰極チャージ疲労試験により高圧水環境下での疲労特性を推測するためには、鋼中に侵入する拡散性

水素量を適切に設定することに加えて、1. 試験片が腐食しない条件、たとえば高電流密度（電位を十分

卑）に設定する。2. 溶液として Fe が安定な溶液（たとえば0.1M NaOH）を使用することが必要であ

る。 
・低合金鋼を水素ステーション用蓄圧器に簡便に適用するための規制見直しについて関係機関と議論を

実施した。その結果、低合金鋼ガイドラインWG、スチールライナ-CFRP 複合容器ガイドラインおよび

技術基準策定検討が開始された。 
これらの検討を総合した結果、タイプ3 スチールライナ-CFRP 複合容器の基本設計を完了したと判断

する。今後、タイプ3 スチールライナ複合容器のガイドライン・技術基準策定が完了し、商品ニーズが

出てくれば、市場投入が可能である。 
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